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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考

表 3.12 消波根固めブロック積込み 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第 1 次基準値)］25t 吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第 1 次基準値)］35t 吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第 1 次基準値)］45t 吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第 1 次基準値)］50t 吊 
賃料 

Ｋ2 -   

Ｋ3 -   

労務 

Ｒ1 土木一般世話役   

Ｒ2 特殊作業員   

Ｒ3 普通作業員   

Ｒ4 -   

材料 

Ｚ1 -   

Ｚ2 -   

Ｚ3 -   

Ｚ4 -   

市場単価 Ｓ -   
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（6）クレーン付台船運転 1 日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.14 

普 通 船 員  〃 2 〃 

燃 料 費 軽油 ℓ 
 40～50t吊り→108 
   80t吊り→172 
   100t吊り→206 

 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン  供用日 1.89 機械損料 

台 船  〃 1.89  

諸 雑 費  式 1  

計     
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（13）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適 用 単 価 表 指 定 事 項 

起 重 機 船 表4.3 機－26 

労 務 数 量→表4.14 

機械損料数量→ 1.89 

燃料消費量 

100t吊→372 

120t吊→417 

150t吊→480 

主 燃 料→重油 

引 船 表4.3 機－11 

単価表単位→日 

船 員→表4.15 

船 員 数 量→表4.15 

機械損料単位→供用日 

機械損料数量→1.89 

燃料消費量 

鋼製D 450PS型35GT→374 

鋼製D 600PS型50GT→500 

鋼製D 700PS型60GT→585 

主 燃 料→重油 

交 通 船 

鋼製D 

50PS型 

4.9GT 

機－11 

単価表単位 →日 

船 員 →高級船員 

船 員 数 量 →1人 

機械損料単位 →供用日 

機械損料数量 →1.66 

燃料消費量 →42 

主 燃 料 →重油 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 

油圧駆動ウインチ・ラ

チスジブ型 

排出ガス対策型(第1次

基準値)  

○○t吊 

機－27 運転時間4.9h/日 
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（16）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

ポ ン プ 浚 渫 船 

電動機式   E200PS型 
機－14 

電力消費量→2,340 (3,060） 

電動機式   E500PS型 電力消費量→5,850 (7,650) 

ディーゼル式 D250PS型 

機－12 

燃料消費量→重油910 (1,190) 

ディーゼル式 D420PS型 燃料消費量→重油1,560 (2,040) 

ディーゼル式 D600PS型 燃料消費量→重油2,210 (2,890) 

ディーゼル式 D800PS型 燃料消費量→重油2,860 (3,740) 

ディーゼル式 D1,350PS型 燃料消費量→重油4,940 (6,460) 

揚 錨 船 

D1t吊 

機－12 

燃料消費量→重油48 (63) 

D3t吊 燃料消費量→重油72 (95) 

D5t吊 燃料消費量→重油90 (118) 

揚 錨 船 

[排 砂 管 及 び

フロータ設置・撤去] 

D1t吊 

機－24 

燃料消費量→重油48 
機械損料数量→1.62 

D3t吊 
燃料消費量→重油72 
機械損料数量→1.62 

D5t吊 
燃料消費量→重油90 
機械損料数量→1.62 

交 通 船 

D30PS型 3.0GT 

機－12 

燃料消費量→重油17 (22) 

D50PS型 4.9GT 燃料消費量→重油29 (38) 

D60PS型 6.0GT 燃料消費量→重油34 (44) 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

機－18 

［排砂管及び受枠設置・撤去］ 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→113 
機械損料数量→ 1.46 
 
［排砂管及びフロート設置・撤去］ 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→110 
機械損料数量→ 1.46 
 

ブ ル ド ー ザ 
湿地・排出ガス対策型 
(第1次基準値) 
13t級 

機－1  
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［排砂管及びフロート設置・撤去］ 
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3．機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。ただし，規格を選定する際には，以下の項目を考慮し，決定するものとする。 

  （1）浚渫深度（表3.1摘要参照） 

  （2）施工数量，工期，運転時間，土捨場の受入れ土量等 
 

表3.1 機種の選定  

機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船 
D 1.0m3  隻 1 標準最大作業水深4m 

D 2.0m3 〃 1 標準最大作業水深6m 

(注) 現場条件（現場の広さ，機械の搬入条件）により，上表により難い場合は，別途考慮 

する。 

 

1．適用範囲 

本資料は，河川におけるバックホウ浚渫船による浚渫工の施工に適用する。また，適用する土質は，粘性土，

砂質土及び砂，レキ質土等とする。 

1．適用範囲 

本資料は，河川及びダムにおけるバックホウ浚渫船による浚渫工の施工に適用する。また，適用する土質は，

粘性土，砂質土及び砂，レキ質土等とする。 

④－2 バックホウ浚渫船（建地－F） ④－2 バックホウ浚渫船（建地－F） 

3．機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。ただし，規格を選定する際には，以下の項目を考慮し，決定するものとする。 

  1）浚渫深度（表3.1摘要参照） 

  2）施工数量，工期，運転時間，土捨場の受入れ土量等 
 

表3.1 機種の選定 （人） 

機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船 
D 1.0m3  隻 1 標準最大作業水深4m 

D 2.0m3 〃 1 標準最大作業水深6m 

(注) 現場条件（現場の広さ，機械の搬入条件）により，上表により難い場合は，別途考慮 

する。 
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4．浚渫船の運転 

4－1 浚渫能力（単位時間当り浚渫量） 

積算の基礎となる浚渫能力は，次式により算出し決定する。なお，1日当りの浚渫船の運転時間は，7時間

を標準とする。積算対象となる浚渫土量は，計画浚渫面に対する地山土量とし，浚渫の出来高土量の検収は

跡坪による検収を原則とする。ただし，河川及びダムの施工箇所の状況によって河床土砂の移動が甚だしく，

浚渫箇所が短期間で埋没し跡坪による検収が困難な場合は，浚渫土量が確実に検収できるよう種々対策を講

じたうえ，その土量をもって浚渫土量とする。 

余掘量は，契約対象土量とはしないが，浚渫取扱土量中に含め積算の対象とする。 

Ｑ＝45.5ｑ×α×Ｅ……式4.1 

Ｑ：バックホウ浚渫船1時間当り浚渫量（m3/h） 

ｑ：バックホウバケット容積（m3） 

α：土質係数 

Ｅ：作業係数 
 

表4.1 土質係数α 

土 質 
係 数 

分 類 N 値 

粘 性 土 10未満 1.00 

砂 質 土 及 び 砂 10～30未満 0.68 

レ キ 質 土 30～50未満 0.56 

 

表4.2 作業係数Ｅ 

係 数 作業係数適用条件 

1.00 平均土厚が1mを超え，かつ浚渫区域が連続している工事 

0.82 平均土厚が1m以下，又は浚渫区域が点在している工事  

0.70 平均土厚が1m以下，かつ浚渫区域が点在している工事  

(注)  平均土厚には，余掘厚が含まれる。 

 

4－2 浚渫船運転労務費 

（1）編成人員 

      浚渫作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表4.3 日当り編成人員 （人） 

作 業 種 別 高 級 船 員 普 通 船 員 運転手(特殊) 

バックホウ浚渫船 
D1.0m3及びD2.0m3 

1 2 1 

 

（2）休転日数と運転日数 

      浚渫期間中における，浚渫船の休転日は，次表のとおりとする。 

      月間計画浚渫土量並びに計画浚渫期間を決定する際に，次表の休転日数以外を月間運転日数とする。 
 

表4.4 バックホウ浚渫船の1箇月当り休転日 

休 転 日 種 別 休 転 日 数 備 考 

A 1 浚渫船等の修理等のための休転日 

B 8 休日のための休転日 

(注) ただし，出水期等による特殊事情がある場合は，別途考慮する。

 

4．浚渫船の運転 

4－1 浚渫能力（単位時間当り浚渫量） 

積算の基礎となる浚渫能力は，次式により算出し決定する。なお，1日当りの浚渫船の運転時間は，7時間

を標準とする。積算対象となる浚渫土量は，計画浚渫面に対する地山土量とし，浚渫の出来高土量の検収は

跡坪による検収を原則とする。ただし，河川の施工箇所の状況によって河床土砂の移動が甚だしく，浚渫箇

所が短期間で埋没し跡坪による検収が困難な場合は，浚渫土量が確実に検収できるよう種々対策を講じたう

え，その土量をもって浚渫土量とする。 

余掘量は，契約対象土量とはしないが，浚渫取扱土量中に含め積算の対象とする。 

Ｑ＝45.5ｑ×α×Ｅ……式4.1 

Ｑ：バックホウ浚渫船1時間当り浚渫量（m3/h） 

ｑ：バックホウバケット容積（m3） 

α：土質係数 

Ｅ：作業係数 
 

表4.1 土質係数α 

土 質 
係 数 

分 類 N 値 

粘 性 土 10未満 1.00 

砂 質 土 及 び 砂 10以上30未満 0.68 

レ キ 質 土 30以上50未満 0.56 

 

表4.2 作業係数Ｅ 

係 数 作業係数適用条件 

1.00 平均土厚が1mを超え，かつ浚渫区域が連続している工事 

0.82 平均土厚が1m以下，又は浚渫区域が点在している工事  

0.70 平均土厚が1m以下，かつ浚渫区域が点在している工事  

(注)  平均土厚には，余掘厚が含まれる。 

 

4－2 バックホウ浚渫船運転労務費 

（1）編成人員 

      浚渫作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表4.3 日当り編成人員 （人/日）

高 級 船 員 普 通 船 員 運転手(特
)

1 2 1 

 

（2）休転日数と運転日数 

      浚渫期間中における，バックホウ浚渫船の1箇月当り休転日は，次表のとおりとする。 

      月間計画浚渫土量並びに計画浚渫期間を決定する際に，次表の休転日数以外を月間運転日数とする。 
 

表4.4 バックホウ浚渫船の1箇月当り休転日 

休 転 日 種 別 休 転 日 数 備 考 

A 1 浚渫船等の修理等のための休転日 

B 8 休日のための休転日 

(注) ただし，出水期等による特殊事情がある場合は，別途考慮する。
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4－3 繋船費   

繋船費は，共通仮設費の準備費で，下記により積上げ計上する。 

    浚渫船の休転日（Ａ）における乗務員の労務費及び，次表に示す運転準備期間及び後片付け期間の乗務員

の労務費を計上する。なお，休転日（Ｂ）については積上げの対象とはせず，また乗務員数は，表4.3に示 

す職種及び人員とする。 

 

表4.5 運転準備及び後片付け期間 

 日 数 

運 転 準 備 期 間 2（5） 

後 片 付 け 期 間 2（5） 

(注) 汚濁防止フェンス設置時は，（ ）内とする。 

 

4－4 作業船運転費 

作業現場内の風浪出水時における退避，繋留等の作業が必要な場合は，別途計上する。 

 

4－5 土運船運転費 

バックホウ浚渫船より掘削した土砂を，土運船で陸揚げ場まで運搬又は海上処分場まで運搬するのに要す

る費用である。 

（1）機種の選定 

      機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表 4.6 機種の選定 

作 業 種 別 
土 運 船 引 船 

摘要 
規 格 単位 数量 規 格 単位 数量 

1日当り平均浚渫量 
215m3以下 

密閉式 
100m3積 

隻 2 
鋼製 
D 300PS 型 25GT 

隻 2  

1 日当り平均浚渫量 
216m3以上 645m3以下 

密閉式 
300m3積 

〃 2 
鋼製 
D 500PS 型 40GT 

〃 2  

(注) 海上処分場への捨て土の場合，土運船の規格は「開閉式」に読み替える。 

 

（2）編成人員 

      土運船及び引船の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表4.7 日当り編成人員 （人） 

作 業 種 別 
土 運 船 引 船 

普 通 船 員 高 級 船 員 普 通 船 員 

1日当り平均浚渫量 
215m3以下 

2 2 ― 

1日当り平均浚渫量 
216m3以上645m3以下 

2 2 2 

 

（3）浚渫土運搬作業日数 

土運船による浚渫土の運搬作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。なお，運搬作業1日当り作

業内容は，次のとおりである。 

      ① 浚渫船からの浚渫土積込時間 

      ② 運搬・回送時間 

      ③ 浚渫土の積卸時間 

      ④ 土運船段取替え時間 

      なお，運搬・回送距離は35km（片道）まで含むものとし，これを超える場合は別途考慮する。 

4－3 繋船費   

繋船費は，共通仮設費の準備費で，下記により積上げ計上する。 

    浚渫船の休転日（Ａ）における乗務員の労務費及び，次表に示す運転準備期間及び後片付け期間の乗務員

の労務費を計上する。なお，休転日（Ｂ）については積上げの対象とはせず，また乗務員数は，表4.3に示 

す職種及び人員とする。 

 

表4.5 運転準備及び後片付け期間 

 日 数 

運 転 準 備 期 間 2（5） 

後 片 付 け 期 間 2（5） 

(注) 汚濁防止フェンス設置時は，（ ）内の日数とする。

 

4－4 作業船運転費 

作業現場内の風浪出水時における退避，繋留等の作業が必要な場合は，別途計上する。 

 

4－5 土運船運転費 

バックホウ浚渫船より掘削した土砂を，土運船で陸揚げ場まで運搬又は海上処分場まで運搬するのに要す

る費用である。 

（1）機種の選定 

      機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表 4.6 機種の選定 

作 業 種 別 
土 運 船 引 船 

摘要 
規 格 単位 数量 規 格 単位 数量 

1日当り平均浚渫量 
215m3以下 

密閉式 
100m3積 

隻 2 
鋼製 
D 300PS 型 25GT 

隻 2  

1 日当り平均浚渫量 
215m3超え 645m3以下 

密閉式 
300m3積 

〃 2 
鋼製 
D 500PS 型 40GT 

〃 2  

(注) 海上処分場への捨て土の場合，土運船の規格は「開閉式」に読み替える。 

 

（2）編成人員 

      土運船及び引船の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表4.7 日当り編成人員 （人/日）

作 業 種 別 
土 運 船 引 船 

普 通 船 員 高 級 船 員 普 通 船 員 

1日当り平均浚渫量 
215m3以下 

2 2 ― 

1日当り平均浚渫量 
215m3超え645m3以下 

2 2 2 

 

（3）浚渫土運搬作業日数 

土運船による浚渫土の運搬作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。また，運搬作業1日当り作

業内容は，次のとおりである。 

      ① 浚渫船からの浚渫土積込 

      ② 運搬・回送 

      ③ 浚渫土の積卸 

      ④ 土運船段取替え 

      なお，運搬・回送距離は35km（片道）まで含むものとし，これを超える場合は別途考慮する。 
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4－6 浚渫土揚土費 

土運船によって運搬された浚渫土のダンプトラックへの積込み又は仮置き作業に要する費用である。 

（1）機種の選定 

      機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.8 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

1日当り平均浚渫量 
365m3以下 バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・ 
排出ガス対策型 (2011年規制) 
山積1.4m3（平積1.0m3） 

台 1  

1日当り平均浚渫量 
365m3超え645m3以下 

〃 2  

 

   （2）浚渫土揚土作業日数 

      浚渫土の揚土作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。 

 

4－7 ダンプトラック運搬費 

処分地への浚渫土運搬に要する費用であり，「第Ⅱ編第1章②-1土工3－2土砂等運搬」により別途計上す

る。 

 

5．回航費並びに運搬費 

回航費は，浚渫船の回航，又は，本船解体及び工事用仮設材の運搬に要する費用で，それぞれ必要に応じて共通

仮設費の運搬費として積上げ計上する。 

 

6．雑工事費 

  (1) 出水期における浚渫船の安全対策が必要な場合は，河川の状況により繋留設備，又は待避溝の 

設置を見込むとともに浚渫船待避に要する費用を別途計上する。 

  (2) その他，浚渫工事に伴う雑工事が必要な場合は，別途計上する。 

 

7．汚濁防止フェンス 

汚濁防止フェンス設置・撤去は「第Ⅱ編第5章⑫汚濁防止フェンス工」により別途計上する。 

4－6 浚渫土揚土費 

土運船によって運搬された浚渫土のダンプトラックへの積込み又は仮置き作業に要する費用である。 

（1）機種の選定 

      機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.8 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

1日当り平均浚渫量 
365m3以下 バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・ 
排出ガス対策型 (第1次基準値) 
山積1.4m3（平積1.0m3） 

台 1  

1日当り平均浚渫量 
366m3以上645m3以下 

〃 2  

 

   （2）浚渫土揚土作業日数 

      浚渫土の揚土作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。 

 

4－7 ダンプトラック運搬費 

処分地への浚渫土運搬に要する費用であり，「第Ⅱ編第1章②土工(施工パッケージ)3－2土砂等運搬」に

より別途計上する。 

 

5．回航費並びに運搬費 

回航費は，浚渫船の回航，又は，本船解体及び工事用仮設材の運搬に要する費用で，それぞれ必要に応じて共通

仮設費の運搬費として積上げ計上する。 

 

6．雑工事費 

  (1) 出水期における浚渫船の安全対策が必要な場合は，河川及びダムの状況により繋留設備，又は待避溝の 

設置を見込むとともに浚渫船待避に要する費用を計上する。 

  (2) その他，浚渫工事に伴う雑工事が必要な場合は，別途計上する。 

 

7．汚濁防止フェンス 

汚濁防止フェンス設置・撤去は「第Ⅱ編第5章⑫汚濁防止フェンス工」により別途計上する。 
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8．単価表 

（1）バックホウ浚渫船（○○m3）運転1日当り単価表                  SWB311210 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

バックホウ浚渫船運転 D ○○m3  日 1 機械損料 

汚 濁 防 止 枠  供用日 1.51 
必要に応じて計上 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）汚濁防止膜は別途計上する。 
 

（2）繋船費1日当り単価表                               SWB311220 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

（3）土運船（○○○m3積）運転1日当り単価表                     SWB311230 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人  表4.7 

普 通 船 員  〃   〃 

引 船 運 転 鋼製 D ○○○PS型 ○○GT 日  
表4.6，表4.7 
機械損料 

土 運 船 ○○式 ○○○m3積 供用日  

表4.6，表4.7 
（注）2 
【指定事項】 
機械損料数量→1.50 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）1．海上処分場への捨て土の場合，土運船の規格は「開閉式」に読み替える。 
2．日当り機械損料に機械損料数量を乗じて計上する。 

 

（4）浚渫土揚土1日当り単価表                             SWB311240 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

日  
表4.8 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

8．単価表 

（1）浚渫船（○○m3）運転1日当り単価表                       SWB311210 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

バックホウ浚渫船運転 D ○○m3  日 1 機械損料 

汚 濁 防 止 枠  供用日 1.51 
必要に応じて計上 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

（2）繋船費1日当り単価表                               SWB311220 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

（3）土運船（○○○m3積）運転1日当り単価表                     SWB311230 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人  表4.7 

普 通 船 員  〃   〃 

引 船 運 転 鋼製 D ○○○PS型 ○○GT 日  
表4.6，表4.7 
機械損料 

土 運 船 ○○式 ○○○m3積 供用日  

表4.6，表4.7 
日当り機械損料に
機械損料数量を乗
じて計上する。 
【指定事項】 
機械損料数量→1.50 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）1．海上処分場への捨て土の場合，土運船の規格は「開閉式」に読み替える。 
2．日当り機械損料に機械損料数量を乗じて計上する。 

 

（4）浚渫土揚土1日当り単価表                             SWB311240 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・ 
排出ガス対策型(第1次基準値)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

日  
表4.8 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     
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（5）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ浚渫船 

D 1.0m3 

機－24 

燃料消費量→287 
機械損料数量→1.51 

D 2.0m3 
燃料消費量→413 
機械損料数量→1.51 

引 船 

鋼製 D300PS型 25GT 

機－24 

燃料消費量→409 
機械損料数量→1.50 

鋼製 D500PS型 40GT 
燃料消費量→679 
機械損料数量→1.50 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

機－18 
機械労務数量→1.00 
燃料消費量→144 
機械損料数量→1.50 

 

（5）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ浚渫船 

D 1.0m3 

機－24 

燃料消費量→252 
機械損料数量→1.51 

D 2.0m3 
燃料消費量→371 
機械損料数量→1.51 

引 船 

鋼製 D300PS型 25GT 

機－24 

燃料消費量→409 
機械損料数量→1.50 

鋼製 D500PS型 40GT 
燃料消費量→679 
機械損料数量→1.50 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(第1次基準値)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

機－18 
機械労務数量→1.00 
燃料消費量→150 
機械損料数量→1.50 
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　　（新設） ④－3 バックホウ浚渫船（ICT） 

 

1．適用範囲 

本資料は，河川におけるバックホウ浚渫船（ICT）による浚渫工の施工に適用する。また，適用する土質は，

粘性土，砂質土及び砂，レキ質土等とする。 

 

2．施工概要 

バックホウ浚渫船（ICT）は，スパッド付台船等に搭載されたバックホウ（ICT）にて，河床等の土砂を掘削し，

土運船等にて土砂の運搬を行う。 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 1．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

2．汚濁防止フェンス又は汚濁防止枠および汚濁防止膜については，掘削時に濁水の拡散に 

より，水質等の影響がある場合に，別途計上する。 

3．浚渫土処理作業については，浚渫土の処理時に発生する余水処理や運搬及び浚渫土の 

再利用時の固化処理であり，必要な場合は別途計上する。 

4．本歩掛には，浚渫作業中の浚渫船の引船運転を含む。 

 

図2－1 施工フロー 

 

 

3．機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。ただし，規格を選定する際には，以下の項目を考慮し，決定するものとする。 

  （1）浚渫深度（表3.1 摘要参照） 

  （2）施工数量，工期，運転時間，土捨場の受入れ土量等 
 

表3.1 機種の選定  

機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船 
( I C T ) 

D 1.0m3  隻 1 標準最大作業水深4m 

D 2.0m3 〃 1 標準最大作業水深6m 

(注) 現場条件（現場の広さ，機械の搬入条件）により，上表により難い場合は，別途考慮する。

 

浚渫（ I C T施工） 繋 船 土運船による浚渫土運搬 海上処分場へ捨て士 

浚渫土の揚土作業 

回 航 運 搬 

汚濁防止フェンス設置 

汚濁防止フェンス撤

去

必
要
量
分
繰
り
返
し 

浚 渫 土 処 理 作 業 回 航 運 搬 

ダンプトラックによる捨て

土
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　　（新設） 4．浚渫船の運転 

4－1 浚渫能力（単位時間当り浚渫量） 

積算の基礎となる浚渫能力は，次式により算出し決定する。なお，1日当りの浚渫船の運転時間は，7時間

を標準とする。積算対象となる浚渫土量は，計画浚渫面に対する地山土量とし，浚渫の出来高土量の検収

は跡坪による検収を原則とする。ただし，河川の施工箇所の状況によって河床土砂の移動が甚だしく，浚

渫箇所が短期間で埋没し跡坪による検収が困難な場合は，浚渫土量が確実に検収できるよう種々対策を講

じたうえ，その土量をもって浚渫土量とする。 

余掘量は，契約対象土量とはしないが，浚渫取扱土量中に含め積算の対象とする。 

 

Ｑ＝47.8ｑ×α×Ｅ……式4.1 

Ｑ：バックホウ浚渫船(ICT) 1時間当り浚渫量（m3/h） 

ｑ：バックホウバケット容積（m3） 

α：土質係数 

Ｅ：作業係数 

 
 

表4.1 土質係数（α） 

土 質 
係 数 

分 類 N 値 

粘 性 土 10未満 1.00 

砂 質 土 及 び 砂 10以上30未満 0.68 

レ キ 質 土 30以上50未満 0.56 

 

表4.2 作業係数（Ｅ） 

係 数 作業係数適用条件 

1.00 平均土厚が1mを超え，かつ浚渫区域が連続している工事 

0.82 平均土厚が1m以下，又は浚渫区域が点在している工事  

0.70 平均土厚が1m以下，かつ浚渫区域が点在している工事 

(注)  平均土厚には，余掘厚が含まれる。 

 

4－2 バックホウ浚渫船 (ICT) 運転労務費 

（1）編成人員 

      浚渫作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表4.3 日当り編成人員 （人／日）

高 級 船 員 普 通 船 員 運 転 手 （ 特 殊 ） 

1 2 1 

 

（2）休転日数と運転日数 

      浚渫期間中における，バックホウ浚渫船 (ICT) の1箇月当り休転日は，次表のとおりとする。 

      月間計画浚渫土量並びに計画浚渫期間を決定する際に，次表の休転日数以外を月間運転日数とする。 
 

表4.4 バックホウ浚渫船(ICT)の1箇月当り休転日 

休 転 日 種 別 休 転 日 数 備 考 

A 1 浚渫船等の修理等のための休転日 

B 8 休日のための休転日 

(注) ただし，出水期等による特殊事情がある場合は，別途考慮する。
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　　（新設） 4－3 繋船費   

繋船費は，「第Ⅲ編 第1章④-2バックホウ浚渫船」による。 

 

4－4 作業船運転費 

作業船運転費は「第Ⅲ編 第1章④-2バックホウ浚渫船」による。 

 

4－5 土運船運転費 

土運船運転費は「第Ⅲ編 第1章④-2バックホウ浚渫船」による。 

 

4－6 浚渫土揚土費(ICT) 

土運船によって運搬された浚渫土のダンプトラックへの積込み又は仮置き作業に要する費用である。 

（1）機種の選定 

      機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.5 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

1日当り平均浚渫量 
365m3以下 バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・ 
排出ガス対策型 (2011年規制) 
山積1.4m3（平積1.0m3） 

台 1  

1日当り平均浚渫量 
365m3超え645m3以下 

〃 2  

 

   （2）浚渫土揚土作業日数 

      浚渫土の揚土作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。 

 

4－7 ダンプトラック運搬費 

処分地への浚渫土運搬に要する費用であり，「第Ⅱ編 第1章土工②土工」により別途計上する。 

 

5．回航費並びに運搬費 

回航費並びに運搬費は, 「第Ⅲ編 第1章河川海岸④-2バックホウ浚渫船」による。 

 

6．雑 工 事 費 

   雑工事は, 「第Ⅲ編 第1章河川海岸④-2バックホウ浚渫船」による。 

 

7．汚濁防止フェンス 

汚濁防止フェンス設置・撤去は「第Ⅱ編第５章⑫汚濁防止フェンス工」により別途計上する。 

 

8．ICT建設機械経費加算額 

8－1  ICT 建設機械経費損料加算額 

建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用は，以下のとおりとする。 

（1）ICT 建設機械経費損料加算額（バックホウ浚渫船） 

41,000 円／日 

9．その他 ICT 建設機械経費等 

ＩＣＴ建設機械経費等として，以下の各経費を，共通仮設費の技術管理費に計上する。 

9－1 保守点検 

ＩＣＴ建設機械の保守点検に要する費用は，次式により計上するものとする。 

（1）バックホウ浚渫船（ICT） 

 

保守点検費＝土木一般世話役(円)×0.05(人/日) ×浚渫作業日数 

（注）浚渫作業日数は ICT 建機により施工した浚渫作業日数とする。 
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　　（新設） 9－2 システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用，システムの初期費用等，貸出しに 

要する全ての費用は，以下のとおりとする。 

（1）バックホウ浚渫船（ICT） 対象機械：バックホウ浚渫船 

1,200,000 円／式 

9－3 3 次元起工測量・3 次元設計データの作成費用 

3 次元起工測量・3 次元設計データの作成を必要とする場合は，共通仮設費の技術管理費に計上するものと 

し，必要額を適正に積上げるものとする。 

9－4 3 次元出来形管理・3 次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

（1）3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合における費用 

の計上方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ：1．2 

・現場管理費率補正係数 ：1．1 

※小数点第 3位四捨五入 2 位止め 

上記費用の対象となる出来形管理は，以下の 1）及び 2）とし，ＩＣＴ活用工事（河川浚渫）実施要領に 

示された，その他の 3 次元計測技術（「1）に類似する」技術以外）を用いた出来形管理の経費は，共通仮設 

費率及び現場管理費率に含まれるため，別途計上は行わない。 

1）音響測深機器を用いた出来形管理 

2）上記 1）に類似する，その他の 3 次元計測技術を用いた出来形管理 

（2）費用計上にあたっての留意事項 

1）3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合は，費用の妥当

性を確認することとし，受注者からの見積りにより算出される金額が（1）で算出される金額を下回る場合 

は，見積りにより算出される金額を積算計上額とする運用とする。 

2）受注者から見積りの提出がない場合は，3 次元出来形管理・3 次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

は計上しないものとする。 

 

10．単 価 表 

（1）バックホウ浚渫船 (ICT)（○○m3）運転1日当り単価表                SWB311310 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船 
( I C T ) 運 転 

D ○○m3  日 1 機械損料 

汚 濁 防 止 枠  供用日 1.51 
必要に応じて計上 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）汚濁防止膜は別途計上する。 
 

（2）浚渫土揚土 (ICT) 1日当り単価表                         SWB311320 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

日  
表4.5 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     
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　　（新設）

Ⅲ－1－⑤－1

（3）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ浚渫船 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

D 1.0m3 

機－35 

燃料消費量→287 
機械損料数量→1.51 

D 2.0m3 
燃料消費量→413 
機械損料数量→1.51 

ＩＣＴ建設機械経費 
損 料 加 算 額 

 機械賃料数量→1.51 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

機－18 
機械労務数量→1.00 
燃料消費量→158 
機械損料数量→1.50 

 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－1－⑤－2

Ⅲ－1－⑤－3

5．ケーブル組立工 

 5－1 ケーブル組立工内訳 

   ケーブル組立工の内訳は，次表を標準とする。 
 

表5.1 ケーブル組立工内訳 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

P C ケ ー ブ ル  kg   

シ ー ス  m   

定 着 装 置  個   

PCケーブル組立工  ケーブル  表5.2 

（注）1．PCケーブルのロス率は，＋0.05とし，スクラップ控除はしない。 
2．シースは実長を計上し，ロス率は，＋0.06としてスクラップ控除は
しない。 

3．定着装置は，必要個数を計上する。 

 

5．ケーブル組立工 

 5－1 ケーブル組立工内訳 

   ケーブル組立工の内訳は，次表を標準とする。 
 

表5.1 ケーブル組立工内訳 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

P C ケ ー ブ ル  kg   

シ ー ス  m   

定 着 装 置  個   

PCケーブル組立工  ケーブル数  表5.2 

（注）1．PCケーブルのロス率は，＋0.05とし，スクラップ控除はしない。 
2．シースは実長を計上し，ロス率は，＋0.06としてスクラップ控除は

しない。 
3．定着装置は，必要個数を計上する。 

 

8．機械器具経費 

  ＰＣケーブル組立工に使用する機械器具は，次表を標準とする。 
 

表8.1 機械器具 （1工事当り）

機 械 名 規 格 単位 数量 供用日数 運転日数 

緊張ジャッキ・ポンプ  組 2  ― 

発 動 発 電 機 
ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型(第1次基準値） 
45kVA 

台 1 ―  

（注）1．供用日数については，工事工程により日数計上する。 
2．発動発電機は，賃料とする。 
 

 

8．機械器具経費 

  ＰＣケーブル組立工に使用する機械器具は，次表を標準とする。 
 

表8.1 機械器具 （1工事当り）

機 械 名 規 格 単位 数量 供用日数 運転日数 

緊張ジャッキ・ポンプ  組 2  ― 

発 動 発 電 機 
ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型(第1次基準値） 
45kVA 

台 1 ―  

（注）1．供用日数については，工事工程により日数計上する。 
2．発動発電機は，賃料とする。 
3．燃料費は,別途計上する。 

 

（2）ブロック組立工 

ブロック組立工1ブロック当り単価表                          SWB311020 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ト ラ ッ ク ク レ ー ン 油圧伸縮ジブ型 ○○t吊 日  
表4.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.1 

計     

（注）1．規格が5t吊以上100t未満となる場合は，ラフテレーンクレーンを標準とする。 
2．目地材は，材料費を別途計上する。 

 

（2）ブロック組立工 

ブロック組立工1ブロック当り単価表                          SWB311020 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ト ラ ッ ク ク レ ー ン 油圧伸縮ジブ型 ○○t吊 日  
表4.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.1 

計     

（注）1．規格が5t吊以上100t吊未満となる場合は，ラフテレーンクレーンを標準とする。 
2．目地材は，材料費を別途計上する。 
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（注）1．上表は，河川堤防及び高水敷等の除草，機械よる集草，梱包，人力による積込・荷卸，

補助刈の他，燃料費，補助刈に使用する機械経費，梱包材料等，その施工に必要な全ての

機械・労務・材料費(損料等を含む)を含む。なお，補助刈は，機械除草の刈り残しや構造

物周辺等を肩掛式草刈機や人力で除草するものである。 

2．除草と集草を同一機種で行う場合に適用する。 

3．集草機械は，各々の除草機械のアタッチメント［レーキ式（タイン式）］とする。 

4．刈草梱包機械は，ハンドガイド式[簡易搭乗型]（梱包径 50cm×幅 70cm）を標準とする。 

5．運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみ

に限られる場合には，パッカー車を選定する。 

6．運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは別途考慮する。 

7．廃棄，処分費用等が必要な場合は，別途計上する。 

8．危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，「第Ⅲ編第 2 章河川維持工⑤塵芥処

理工」で別途計上する。 

9．飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 

（注）1．上表は，河川堤防及び高水敷等の除草，機械による集草，梱包，人力による積込・荷卸，

補助刈の他，燃料費，補助刈に使用する機械経費，梱包材料等，その施工に必要な全ての

機械・労務・材料費(損料等を含む)を含む。なお，補助刈は，機械除草の刈り残しや構造

物周辺等を肩掛式草刈機や人力で除草するものである。 

2．除草と集草を同一機種で行う場合に適用する。 

3．集草機械は，各々の除草機械のアタッチメント［レーキ式（タイン式）］とする。 

4．刈草梱包機械は，ハンドガイド式[簡易搭乗型]（梱包径 50cm×幅 70cm）を標準とする。 

5．運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみ

に限られる場合には，パッカー車を選定する。 

6．運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは別途考慮する。 

7．廃棄，処分費用等が必要な場合は，別途計上する。 

8．危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，「第Ⅲ編第 2章河川維持工④塵芥処

理工」で別途計上する。 

9．飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 
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表 3.2 補修材平均厚さ 

積算条件 区分 

補修材平均厚さ 

25mm未満 

25mm以上75mm未満 

75mm以上125mm未満 

125mm以上175mm未満 

175mm以上225mm未満 

225mm以上275mm未満 

275mm以上325mm以下 

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は,当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表 3.3 不陸整正・締固め 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
モータグレーダ［土工用・排出ガス対策型 

（第 1 次基準値）］ブレード幅 3.1m 
 

Ｋ2 
タイヤローラ［普通型・排出ガス対策型 

（第 1 次基準値）］運転質量 8～20t 
 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 再生クラッシャラン (RC-40) 
・補修材敷均し「有り」かつ材料が

必要な場合 

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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現                    行 改                    定 備    考
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（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3.11 堆積塵芥収集（機械処理） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）［標準型・ 

排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

 山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

 

Ｋ2 

バックホウ用アタッチメント 

［掴み装置］開口幅 1,700～2,000mm 

 爪幅 400～750mm 

 

Ｋ3 

ダンプトラック［オンロード・ディーゼル］ 

4t 積級 

・運搬を含む場合 

・塵芥の種類が木片，空き缶，

枯草等のかさ高物や軽量物

の場合 

・タイヤ損耗費及び補修費（良

好）を含む 

ダンプトラック［オンロード・ディーゼル］ 

2t 積級 

・運搬を含む場合 

・塵芥の種類がコンクリート塊

等の重量物の場合 

・タイヤ損耗費及び補修費（良

好）を含む 

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（一般） 運搬を含む場合 

材料 

Ｚ1 軽油 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3.11 堆積塵芥収集（機械処理） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）［標準型・ 

排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

 山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

 

Ｋ2 

バックホウ用アタッチメント 

［掴み装置］開口幅 1,700～2,000mm 

 爪幅 400～750mm 

 

Ｋ3 

ダンプトラック［オンロード・ディーゼル］ 

4t 積級 

・運搬を含む場合 

・塵芥の種類が木片，空き缶，

枯草等のかさ高物や軽量物

の場合 

・タイヤ損耗費及び補修費（良

好）を含む 

ダンプトラック［オンロード・ディーゼル］ 

2t 積級 

・運搬を含む場合 

・塵芥の種類がコンクリート塊

等の重量物の場合 

・タイヤ損耗費及び補修費（良

好）を含む 

労務 

Ｒ1 運転手（特殊）  

Ｒ2 運転手（一般） 運搬を含む場合 

Ｒ3 普通作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－2－⑥－4

Ⅲ－2－⑥－6
（注）1．上表は，河床等に堆積した沈殿物，底泥等の軟弱土を掘削除去した後の運搬

作業等，その施工に必要な全ての機械・労務・材料費(損料等を含む)を含む。 
2．運搬機械におけるタイヤの損耗及び修理にかかる費用を含む。 
3．タイヤ損耗の「良好」「普通」「不良」にかかわらず適用できる。 
4．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なるときは平均値とする。 
5．DID（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中
地区境界図によるものとする。 
6．運搬距離が 60km を超える場合は，別途考慮する。 
7．現場条件により表 3.3 で想定する機械により難い場合は，別途考慮する。 
 

（注）1．上表は，河床等に堆積した沈殿物，底泥等の軟弱土を掘削除去した後の運搬

作業及び道路，河川工事におけるほぐした土の運搬作業等，その施工に必要な

全ての機械・労務・材料費(損料等を含む)を含む。 
2．運搬機械におけるタイヤの損耗及び修理にかかる費用を含む。 
3．タイヤ損耗の「良好」「普通」「不良」にかかわらず適用できる。 
4．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なるときは平均値とする。 
5．DID（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中
地区境界図によるものとする。 
6．運搬距離が 60km を超える場合は，別途考慮する。 
7．現場条件により表 3.3 で想定する機械により難い場合は，別途考慮する。 
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現                    行 改                    定 備    考
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Ⅲ－2－⑦－5

5－4 3 次元出来形管理・３次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を行う場合における経費の計

上方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第 3 位四捨五入 2 位止め 

なお，機械土工 （河床等掘削）（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の（1）

及び（2）とする。なお，その他の出来形管理の経費は，共通仮設費及び現場管理費率に含まれる。 

（1）音響測深機器を用いた出来形管理 

（2）上記（1）に類似する，その他の 3次元計測技術を用いた出来形管理 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

3.8 巨石張（空） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対

策型（第 2 次基準値）] 25t 吊 
賃料 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・超低騒音型・排

出ガス対策型（2011 年規制）]山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 土木一般世話役  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 吸出し防止材 合繊不織布 t=10mm  9.8kN/m   吸出し防止材が有りの場合 

Ｚ2 再生クラッシャラン RC-40（裏込材） 裏込材が有りの場合 

Ｚ3 軽油 パトロール給油  

Ｚ4 再生クラッシャラン RC-40（胴込材）  

市場単価 Ｓ －  

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

3.8 巨石張（空） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対

策型（第 2 次基準値）] 25t 吊 
賃料 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・超低騒音型・排

出ガス対策型（2011 年規制）]山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 吸出し防止材 合繊不織布 t=10mm  9.8kN/m   吸出し防止材が有りの場合 

Ｚ2 再生クラッシャラン RC-40（裏込材） 裏込材が有りの場合 

Ｚ3 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ4 再生クラッシャラン RC-40（胴込材）  

市場単価 Ｓ －  

 

5－4 3 次元出来形管理・３次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

（1）3次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3次元データ納品を行う場合における費用

の計上方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第 3位四捨五入 2位止め 

上記費用の対象となる出来形管理は，以下の1）及び2）とし，ICT活用工事（土工）実施要領に示され

た，ICT建設機械の施工履歴データを用いた出来形管理及びその他の3次元計測技術（「1）に類似する」技

術以外）を用いた出来形管理の経費は，共通仮設費率及び現場管理費率に含まれるため，別途計上は行わ

ない。 

1）音響測深機器を用いた出来形管理 

2）上記 1）に類似する，その他の 3次元計測技術を用いた出来形管理 

 

（2）費用計上にあたっての留意事項 

1）3次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び3次元データ納品を行う場合は，費用の妥

当性を確認することとし，受注者からの見積りにより算出される金額が（1）で算出される金額を下回る

場合は，見積りにより算出される金額を積算計上額とする運用とする。 

2）受注者から見積りの提出がない場合は，3次元出来形管理・3次元データ納品の費用，外注経費等の費

用は計上しないものとする。 
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現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－2－⑦－10

Ⅲ－2－⑧－3

⑧－3 巨石据付工 （建地－F） 

 

1．適用範囲 

本資料は，河川における多自然護岸工事の施工で，巨石（0.5～1.5m）を据付ける場合（水平置き）に適用する。

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 
 

表 3.5 プレキャスト基礎 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第 1 次基準値）]25t 吊 
賃料 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型 

（2014 年規制）］山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊） 基礎砕石有りの場合 

材料 

Ｚ1 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Ｚ2 軽油  パトロール給油 基礎砕石有りの場合 

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 
 

表 3.5 プレキャスト基礎 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第 1 次基準値）]25t吊 
賃料 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型 

（2011 年規制）］山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊） 基礎砕石有りの場合 

材料 

Ｚ1 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油 基礎砕石有りの場合 

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

⑦－3 巨石据付工 （建地－F） 

 

1．適用範囲 

本資料は，河川における多自然護岸工事の施工で，巨石（径 0.5～1.5m）を据付ける場合（水平置き）に適用する。

 

 

4．単価表 

(1)巨石据付 10m2当り単価表                                                                  SWB322010 
 

名  称 規  格 単 位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.24 表3.1 

石 工  〃 0.30  〃 

普 通 作 業 員  〃 0.56  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（第1次基準値）25t吊 
日 0.20 

表3.1 

機械賃料 

巨 石 径0.5～1.5m 個  式3.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

 

4．単価表 

(1)巨石据付 10m2当り単価表                                                                  SWB322010 
 

名  称 規  格 単 位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.24 表3.1 

石 工  〃 0.30  〃 

普 通 作 業 員  〃 0.56  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（第1次基準値）25t吊 
日 0.20  〃 機械賃料 

巨 石 径0.5～1.5m 個  式3.1 

諸 雑 費  式 1  

計     
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現                    行 改                    定 備    考
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Ⅲ－2－⑨－5

Ⅲ－2－➉－1

(2) 機械運転単価表 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ（クローラ型） 

標準型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型(第 2 次基準値) 

山積 0.45m3(平積 0.35m3) 吊能力 2.9t 

機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →29 

機械賃料数量→1.20 

 

 (2) 機械運転単価表 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ（クローラ型） 

標準型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型(第 2次基準値) 

山積 0.45m3(平積 0.35m3) 吊能力 2.9t 

機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →31 

機械賃料数量→1.20 

 

➉ ブロックマットエ （建地－F） ⑪ ブロックマットエ （建地－F） 
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(2)  ブロックマット工（最大法長 5.5m を超え 18m 以下）100m2当り単価表                     SWB323020 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×100/D 表 4.1,表 4.2 

普 通 作 業 員  〃 5×100/D 〃 

ブ ロ ッ ク マ ッ ト  m2 100  

ア ン カ ー ピ ン  本  表 4.3 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（2014 年規制）25t 吊 
日 1×100/D 

表 4.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 4.4 

計     

(注) D：日当り施工量（m2/日） 

 

 (3) 機械運転単価表 

 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

（ ク ロ ー ラ 型 ） 

標準型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型(第 2 次基準値) 

山積 0.8m3(平積 0.6m3)  吊能力 2.9t 

機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →77 

機械賃料数量→1.18 

 

(2)  ブロックマット工（最大法長 5.5m を超え 18m以下）100m2当り単価表                     SWB323020 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×100/D 表 4.1,表 4.2 

普 通 作 業 員  〃 5×100/D 〃 

ブ ロ ッ ク マ ッ ト  m2 100  

ア ン カ ー ピ ン  本  表 4.3 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第

2 次基準値）25t 吊 
日 1×100/D 

表 4.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 4.4 

計     

(注) D：日当り施工量（m2/日） 

 

 (3) 機械運転単価表 

 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

（ ク ロ ー ラ 型 ） 

標準型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型(第 2 次基準値) 

山積 0.8m3(平積 0.6m3)  吊能力 2.9t 

機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →81 

機械賃料数量→1.18 

 

表 3.2 袋詰玉石 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）[標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付・排出ガス対策型(第 3 次基準値)] 

山積 0.8m3(平積 0.6m3) 吊能力 2.9t 

賃料 

Ｋ2 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）] 25t 吊 

・賃料 

・袋詰玉石用袋材が 2t 用かつ据付

深さ 4m を超え 9 m 以下又は作業

半径 5 m を超え 18 m 以下の場合 

・袋詰玉石用袋材が 3t 用の場合 

Ｋ3 －   

労務 

Ｒ1 普通作業員   

Ｒ2 土木一般世話役   

Ｒ3 特殊作業員   

Ｒ4 運転手（特殊）   

材料 

Ｚ1 

袋詰玉石用袋材 2t 用(長期性能型) 
袋詰玉石用袋材 

規格が 2t 用の場合 

袋詰玉石用袋材 3t 用(長期性能型) 
袋詰玉石用袋材 

規格が 3t 用の場合 

Ｚ2 軽油  パトロール給油   

Ｚ3 中詰材 割栗石 150～200mm 中詰材を購入する場合 

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －   

 

表 3.2 袋詰玉石 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）[標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付・排出ガス対策型(第 3 次基準値)] 

山積 0.8m3(平積 0.6m3) 吊能力 2.9t 

賃料 

Ｋ2 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）] 25t 吊 

・賃料 

・袋詰玉石用袋材が 2t 用かつ据付

深さ 4m を超え 9 m以下又は作業

半径 5 mを超え 18 m 以下の場合 

・袋詰玉石用袋材が 3t 用の場合 

Ｋ3 －   

労務 

Ｒ1 普通作業員   

Ｒ2 土木一般世話役   

Ｒ3 運転手（特殊）   

Ｒ4 特殊作業員   

材料 

Ｚ1 

袋詰玉石用袋材 2t 用(長期性能型) 
袋詰玉石用袋材 

規格が 2t 用の場合 

袋詰玉石用袋材 3t 用(長期性能型) 
袋詰玉石用袋材 

規格が 3t 用の場合 

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油   

Ｚ3 中詰材 割栗石 150～200mm 中詰材を購入する場合 

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －   
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（前年度） （削除）3．施工パッケージ 

3－1 野芝種子吹付（SCB322310） 

（1）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表 3.1 野芝種子吹付 積算条件区分一覧 

（積算単位：m2） 

養生材の有無 

有り 

無し 

（注）1．法面部への野芝種子，肥料，養生材，土壌改良剤，土壌安定剤の吹付け，小型渦巻 

ポンプ等，その施工に要する全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

2．法面清掃，被覆シート張，養生（散水養生）は含まない。 

3．繊維ネット，法面整形，ラス張は含まない。 

4．吹付材料の材料ロスを含む。（標準ロス率は，＋0.20） 

5．吹付材料の配合は，表 3.2 を標準とする。 

 

表 3.2 吹付材料の配合 

（100m2当り） 

吹 付 材 料 配 合 吹 付 材 料 配 合 

種 子 ( 野 芝 ) 2㎏ (注)土壌改良剤 4㎏ 

肥 料 10㎏ 土壌安定剤 0.1㎏ 

養 生 材 20㎏ － － 

（注）土壌改良剤は，pH値 4未満（H2O）であるような酸性が強い場合に使用する。 

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表 3.3 野芝種子吹付 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
種子吹付機[車載式（種子専用）]  

タンク容量 2.5m3  搭載トラック 3t 車 

 

Ｋ2 トラック[普通型] 4.0～4.5t 積  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 法面工  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 運転手（一般）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 種子(野芝) 発芽促進剤処理済  

Ｚ2 肥料 高度化成肥料 N：P：K=15：15：15  

Ｚ3 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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（前年度） （削除）3－2 被覆シート張（SCB322320） 

（1）条件区分 

被覆シート張における積算条件区分はない。 

積算単位は，m2とする。 

（注）1．被覆シート張は，種子吹付施工後，風による種子の飛散や降雨等によるエロージョン等を防止 

するため，長繊維不織布，ポリエチレンフィルム等を被覆する作業等，その施工に要する全ての 

労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

2．被覆シートの材料ロスを含む。（標準ロス率は，＋0.25） 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表 3.4 被覆シート張 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 法面工  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 被覆シート 長繊維不織布 245N/5cm  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

3－3 養生（散水養生）（SCB322330） 

（1）条件区分 

養生（散水養生）における積算条件区分はない。 

積算単位は，m2とする。 

（注）1．その施工に要する全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

2．回数については，必要に応じて計上すること。 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表 3.5 養生（散水養生） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 小型渦巻ポンプ[可搬・自吸・エンジン駆動型]口径 50mm 全揚程 30m  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 －  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 ガソリン レギュラー スタンド  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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表 3.1 掘削（光ケーブル配管） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
バックホウ（クローラ型）［標準型・超低騒音型・排

出ガス対策型（第3次基準値）］山積0.28m3（平積0.2m3） 
賃料 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 運転手（特殊）  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 普通作業員  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号  パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.1 掘削（光ケーブル配管） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
バックホウ（クローラ型）［標準型・超低騒音型・排

出ガス対策型（第3次基準値）］山積0.28m3（平積0.2m3） 
賃料 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 運転手（特殊）  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 軽油   パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.5 ハンドホール 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）[標準型・超低騒音型・

クレーン機能付・排出ガス対策型(第 3 次基準

値)]山積 0.45m3（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

賃料 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 
ハンドホール 600×600×600mm  

R2K-60 蓋付 

 

Ｚ2 軽油  パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.5 ハンドホール 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）[標準型・超低騒音型・

クレーン機能付・排出ガス対策型(第 3 次基準

値)]山積 0.45m3（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 
ハンドホール 600×600×600mm  

R2K-60 蓋付 

 

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

（注）1．上表は，砂防工事における土砂及び岩塊・玉石の掘削・積込，軟岩，硬岩及び転石の掘削等，その施工に

必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

2．土量は，地山土量とする。 

3．施工数量は「小規模」を除き，1 工事当りの数量（砂防土砂仮締切における取扱い土量を除く）とする。 

（注）1．上表は，砂防工事における土砂及び岩塊・玉石の掘削・積込，軟岩，硬岩及び転石の掘削等，その施工に

必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

2．土量は，地山土量とする。 

3．施工数量は「小規模」を除き，1工事当りの数量とする。 
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（注）1．上表は，砂防工事における土砂及び岩塊・玉石の掘削・積込等，その施工に必要なすべての機械・労務・

材料費（損料等を含む）を含み，クレーン作業は含まない。  

2．上表は，同一の施工箇所において，3Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウ（以下「ＩＣＴ建機」という。）のみで

施工する（ＩＣＴ建機使用割合 100%）場合である。 

なお，施工数量は，1 工事当りの全体掘削土量（砂防土砂仮締切における取扱い土量を除く）により判定

する。また，該当する施工箇所におけるＩＣＴ建機による施工分と通常建機による施工分を合計した掘削土

量をその箇所の掘削土量とし，これを合計したものを全体掘削土量とする。 

3．同一の施工箇所においてＩＣＴ建機と通常建機（ＩＣＴ建機を使用しない通常機種のバックホウ）を組合

わせて施工する（ＩＣＴ建機使用割合 100%以外）場合は，該当する箇所における掘削土量をＩＣＴ建機使用

割合に応じてＩＣＴ建機による施工分と通常建機による施工分に分割し，ＩＣＴ建機による施工分に上表を

適用する。また，通常建機による施工分は，「第Ⅲ編第 3 章砂防工①土工①－1土工 3－1 掘削（砂防）」によ

り別途計上する。 

4．土量は，地山土量とする。 

5．障害の有無 

①無し：作業現場が広い，作業範囲が標準内及び転石の混入等の影響による作業妨害が少なく，連続した

掘削作業ができる場合。なお標準内とは，作業範囲が機械走行面より上下に 5m 以内とする。 

②有り：作業現場が狭い，作業範囲が標準外及び転石の混入等の影響による作業妨害が多く，連続した掘

削作業が困難な場合 

6．ＩＣＴ建機使用割合は，上表（注）2．又は3．の1工事当りの全体掘削土量（砂防土砂仮締切における 

取扱い土量を除く）に対する 1工事当りのＩＣＴ建機による掘削土量の割合である。 

（注）1．上表は，砂防工事における土砂及び岩塊・玉石の掘削・積込等，その施工に必要なすべての機械・労務・

材料費（損料等を含む）を含み，クレーン作業は含まない。  

2．上表は，同一の施工箇所において，3Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウ（以下「ＩＣＴ建機」という。）のみで

施工する（ＩＣＴ建機使用割合 100%）場合である。 

なお，施工数量は，1 工事当りの全体掘削土量により判定する。また，該当する施工箇所におけるＩＣＴ

建機による施工分と通常建機による施工分を合計した掘削土量をその箇所の掘削土量とし，これを合計した

ものを全体掘削土量とする。 

3．同一の施工箇所においてＩＣＴ建機と通常建機（ＩＣＴ建機を使用しない通常機種のバックホウ）を組合

わせて施工する（ＩＣＴ建機使用割合 100%以外）場合は，該当する箇所における掘削土量をＩＣＴ建機使用

割合に応じてＩＣＴ建機による施工分と通常建機による施工分に分割し，ＩＣＴ建機による施工分に上表を

適用する。また，通常建機による施工分は，「第Ⅲ編第 3 章砂防工①土工①－1 土工 3－1 掘削（砂防）」によ

り別途計上する。 

4．土量は，地山土量とする。 

5．障害の有無 

①無し：作業現場が広い，作業範囲が標準内及び転石の混入等の影響による作業妨害が少なく，連続した

掘削作業ができる場合。なお標準内とは，作業範囲が機械走行面より上下に 5m 以内とする。 

②有り：作業現場が狭い，作業範囲が標準外及び転石の混入等の影響による作業妨害が多く，連続した掘

削作業が困難な場合 

6．ＩＣＴ建機使用割合は，上表（注）2．又は 3．の 1 工事当りの全体掘削土量に対する 1 工事当りのＩＣＴ

建機による掘削土量の割合である。 

5－4 3 次元出来形管理・3 次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合における経費の

計上方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第 3 位四捨五入 2位止め 

なお，土工（砂防）（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の（1）～（5）又

は完成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来形計測とする。なお，その他の出来形管

理の経費は，共通仮設費及び現場管理費率に含まれる。 

（1）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理 

（2）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

（3）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

（4）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

（5）上記（1）～（4）に類似する，その他の 3 次元計測技術を用いた出来形管理 

5－4 3 次元出来形管理・3 次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

（1）3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合における費用

の計上方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第 3 位四捨五入 2 位止め 

なお，土工（砂防）（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の 1）～5）又は

完成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来形計測とする。なお，その他の出来形管

理の経費は，共通仮設費率及び現場管理費率に含まれる。 

1）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理 

2）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

3）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

4）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

5）上記 1）～4）に類似する，その他の 3 次元計測技術を用いた出来形管理 

 

（2）費用計上にあたっての留意事項 

1）3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合は、費用の

妥当性を確認することとし、受注者からの見積りにより算出される金額が（1）で算出される金額を下

回る場合は、見積りにより算出される金額を積算計上額とする運用とする。 

2）受注者から見積りの提出がない場合は、3 次元出来形管理・3 次元データ納品の費用、外注経費等の

費用は計上しないものとする。 
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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－①－14

Ⅲ－3－②－4

Ⅲ－3－②－8

Ⅲ－3－②－9

6－1 ＩＣＴ建機使用割合 100%以外の場合における積算 

土砂，岩塊・玉石の掘削積込について，同一の施工箇所においてＩＣＴ建機と通常建機を組合せて施工する（Ｉ

ＣＴ建機使用割合 100%以外）場合は，以下のとおりとする。 

 

（1）施工数量の判定 

施工数量は，1工事当りの全体掘削土量（砂防土砂仮締切における取扱い土量を除く）により判定する。なお，

ＩＣＴ建機使用割合 100％以外の場合は，該当する施工箇所におけるＩＣＴ建機による施工分と通常建機による

施工分を合計した掘削土量をその箇所の掘削土量とし,これを合計したものを全体掘削土量とする。ただし，施

工箇所が分かれる場合は，通常建機のみで施工した箇所の掘削土量はこの全体掘削土量に含めない。 

6－1 ＩＣＴ建機使用割合 100%以外の場合における積算 

土砂，岩塊・玉石の掘削積込について，同一の施工箇所においてＩＣＴ建機と通常建機を組合せて施工する（Ｉ

ＣＴ建機使用割合 100%以外）場合は，以下のとおりとする。 

 

（1）施工数量の判定 

施工数量は，1 工事当りの全体掘削土量により判定する。なお，該当する施工箇所におけるＩＣＴ建機による

施工分と通常建機による施工分を合計した掘削土量をその箇所の掘削土量とし,これを合計したものを全体掘削

土量とする。 

表 7.2 チッピング（岩盤面・打継面）歩掛 (設置延長 10m2当り)

名 称 規 格 単 位 数 量 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.1 

特 殊 作 業 員  〃 0.4 

普 通 作 業 員  〃 0.3 

諸 雑 費 率  % 26 

 

表 7.2 チッピング（岩盤面・打継面）歩掛 (設置延長 10m2当り)

名 称 規 格 単 位 数 量 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.1 

特 殊 作 業 員  〃 0.4 

普 通 作 業 員  〃 0.3 

諸 雑 費 率  % 27 

 

(10) 機械運転単価表 
 

名   称 規   格 適用単価表 摘    要 

油圧式トンネル切削機 

既 設 砂 防 堰 堤 

（ チ ッ ピ ン グ 用 ） 

2,000kg 級 機－20 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→104 

機械損料１→バックホウ（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2014 年規制) 

山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3)） 

機械損料数量→1.58 

機械損料２→油圧式トンネル切削機 既設 

砂防堰堤（チッピング用） 

2,000kg 級 

機械損料数量→1.58 

 

(10) 機械運転単価表 
 

名   称 規   格 適用単価表 摘    要 

油圧式トンネル切削機 

既 設 砂 防 堰 堤 

（ チ ッ ピ ン グ 用 ） 

2,000kg 級 機－20 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→111 

機械損料１→バックホウ（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2014 年規制) 

山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3)） 

機械損料数量→1.58 

機械損料２→油圧式トンネル切削機 既設 

砂防堰堤（チッピング用） 

2,000kg 級 

機械損料数量→1.58 

 

3．材料使用数量 

コンクリートの使用数量は，次式による。 

なお，コンクリートの使用数量には，打継面・岩着面のモルタル敷均しの使用量を含む。（ロスに含む） 

使用数量（m3）＝設計数量（m3）×（1＋Ｋ）･････････式 3.1 

Ｋ：ロス率 

表 3.1 ロス率（Ｋ） 

材 料 名 ロ ス 率 

コ ン ク リ ー ト ＋0.04 

 

3．材料使用数量 

コンクリートの使用数量は，次式による。 

使用数量（m3）＝設計数量（m3）×（1＋Ｋ）･････････式 3.1 

Ｋ：ロス率 

表 3.1 ロス率（Ｋ） 

材 料 名 ロ ス 率 

コ ン ク リ ー ト ＋0.04 
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Ⅲ－3－②－10

Ⅲ－3－③－1
（前年度） (削除）

(注)1．コンクリート締固め，打継面清掃の諸雑費は，コンクリートバイブレータ損料，高圧洗浄機損料，高圧

洗浄機運転経費及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限と

して計上する。 

2．養生の諸雑費は，養生マット，工事用水中モータポンプ損料，工事用水中モータポンプ運転経費及び電

力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3．養生の（ ）内の数値は，自然水を利用する場合に適用する。自然水を利用する施設が必要な場合は，

別途計上する。 

4．特殊養生（練炭）やジェットヒータ養生に要する費用は，別途考慮する。 

(注)1．コンクリート締固め，打継面清掃の諸雑費は，コンクリートバイブレータ損料，高圧洗浄機損料，高圧

洗浄機運転経費及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限と

して計上する。 

2．養生の諸雑費は，養生マット，工事用水中モータポンプ損料，工事用水中モータポンプ運転経費及び電

力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3．養生の（ ）内の数値は，自然水を利用する場合に適用する。自然水を利用する施設が必要な場合は，

別途計上する。 

4．特殊養生の場合は「第Ⅲ編第 3 章④養生工（練炭）」を別途計上する。なお，ジェットヒータ養生につい

ては別途考慮する。
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（前年度） (削除）1－3 ケーブルクレーン（両端固定式）基礎設置・据付け・解体歩掛 

ケーブルクレーン（両端固定式）基礎設置・据付け・解体歩掛は，次表を標準とする。 

表1.1 ケーブルクレーン（両端固定式）基礎設置・据付け・解体歩掛 （1対当り） 

 基 礎 設 置 

(ウインチベース・ 

アンカーベース) 

据  付  け 

(機械据付・ワイヤ張上) 

解     体 

(機械解体・ワイヤ撤去) 

土
木
一
般
世
話
役

(人) 

特
殊
作
業
員

(人) 

普
通
作
業
員

(人) 

土
木
一
般
世
話
役
(人) 

と

び

工

(人) 

普
通
作
業
員

(人) 

ウ
イ
ン
チ
運
転

(日) 

土
木
一
般
世
話
役
(人) 

と

び

工

(人) 

普

通

作
業

員

(人) 

ウ
イ
ン
チ
運
転

(日) 

2t

未

満 

75以下 

2 

5 5 3 14 9 3 2 7 5 2 

76～125 5 7 4 17 10 3 2 9 6 2 

126～175 6 9 4 20 13 4 3 9 7 2 

176～225 6 11 5 23 15 4 3 11 8 3 

226～275 7 13 6 26 16 5 4 12 9 3 

276～325 7 15 6 29 18 6 4 14 10 3 

326～375 8 17 7 32 20 6 4 15 11 4 

376～425 8 19 8 34 22 7 5 16 12 4 

426～500 9 21 8 37 24 7 5 18 13 5 

3t

未

満 

75以下 

2 

5 7 4 20 12 3 3 9 6 2 

76～125 5 9 5 22 14 3 3 11 7 2 

126～175 6 11 6 25 16 4 3 12 8 2 

176～225 6 13 6 28 18 4 4 13 9 3 

226～275 7 15 7 31 20 5 4 15 10 3 

276～325 7 17 8 34 21 6 5 16 11 3 

326～375 8 19 8 37 24 6 5 17 12 4 

376～425 8 21 9 40 25 7 5 19 13 4 

426～500 9 23 10 43 27 7 6 20 14 5 

4t

未

満 

75以下 

2 

5 8 5 23 15 3 3 9 7 2 

76～125 5 10 6 26 16 3 3 11 8 2 

126～175 6 12 6 29 19 4 4 12 8 2 

176～225 6 14 7 32 20 4 4 14 9 3 

226～275 7 16 8 35 22 5 4 15 11 3 

276～325 7 18 8 38 24 6 5 16 12 3 

326～375 8 20 9 41 26 6 5 18 12 4 

376～425 8 22 10 44 27 7 6 19 13 4 

426～500 9 24 10 47 30 7 6 21 14 5 

5t

未

満 

75以下 

2 

5 8 6 26 16 3 3 10 7 2 

76～125 5 10 6 29 18 3 3 12 8 2 

126～175 6 12 7 32 20 4 4 12 9 2 

176～225 6 14 8 34 22 4 4 14 10 3 

226～275 7 16 8 38 24 5 4 16 12 3 

276～325 7 18 9 40 26 6 5 17 12 3 

326～375 8 20 10 44 27 6 5 18 13 4 

376～425 8 22 10 47 29 7 6 19 14 4 

426～500 9 24 11 50 31 7 6 21 15 5 

(注)1．基礎設置（ウインチベース，アンカーベース）の歩掛には，人力による掘削・整地・コンクリート打設の

作業を含む。型枠を施工する場合は型わく工 1人を規格にかかわらず別途計上する。 

2．ウインチベース材料として，コンクリート 3m3を計上する。また，アンカーベース材料は別途計上する。 

3．ケーブルクレーンアンカーは，吊上げ能力，主索径間等を考慮し別途計上する。 

4．機械により基礎掘削を行う場合は別途考慮する。 

5．基礎コンクリート破砕・撤去は，必要に応じて別途計上する。 

6．タワーが必要な場合は別途計上する。 

施工内容 

名 称 

スパン 

（ｍ） 

規格 

t 
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（前年度） (削除）7．支柱の据付・解体・損料・賃料を別途計上する。 

8．キャリア，滑車の損料を別途計上する。 

1－4 砂防工のケーブルクレーンの積算については下記のとおりとする。 

 （1）ケーブルクレーンの支柱（木製，鉄製等）の数量，損料は，別途計上する。 

 （2）ケーブルクレーンに使用するワイヤロープ（主索，巻上索，横行索）の数量は，別途計上する。 

 （3）ケーブルクレーンに使用するワイヤロープの損率は，次表を標準とする。 

表 1.2 ケーブルクレーン（両端固定式）用ワイヤロープの損率 

 損率(月当り) 損率(年当り) 耐用年数(年) 

主 索 0.038 0.2 5 

巻 上 索 0.094 0.5 2 

横 行 索 0.094 0.5 2 

(注)1．供用期間が 5 箇月以下の場合は，損率（月当り）を適用する。 

2．供用期間が 5 箇月を超える場合は，損率（年当り）を適用する。 

  （4）ケーブルクレーン据付・解体用ウインチの運転日当り運転時間は，4.3時間とする。 

 

2．運搬工 

2－1 適用範囲 

本資料は，堰堤本体掘削用土工機械の分解・組立を実施する場合の輸送費積算に適用する。 

2－2 施工歩掛 

輸送費の積算は，共通仮設費に計上する。 

分解・組立 1 台当り歩掛は，次式を標準とする。 

Ｐ＝ Ｍ1 ＋ Ｍ2 ＋Ｚ 

Ｐ  ：分解・組立に要する費用 

Ｍ1 ：分解に必要な労務費（分解工数は表 2.1 を標準とする） 

Ｍ2 ：組立に必要な労務費（組立工数は表 2.1 を標準とする） 

Ｚ  ：分解・組立に使用されるラフテレーンクレーン又は，ケーブルクレーンの運転にかかわる費用

（表 2.1を標準とする） 

 

表2.1 土工機械分解・組立歩掛 （1台当り）

種 別 
分解時最大 

部品質量 

延 工 数 ケーブルクレーン又は 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転日数(日) 

諸雑費率 

(%) 特殊作業員(人) 

分 解 

3t未満 M=(1.4×W-2.7)×1.3 D=0.2×W-0.4 － 

4t未満 M=(1.2×W-3.2)×1.3 D=0.2×W-0.5 － 

5t未満 M=(0.6×W-1.5)×1.3 D=0.1×W-0.2 － 

組 立 

3t未満 M=(1.6×W-3.1)×1.3 D=0.3×W-0.5 2 

4t未満 M=(1.4×W-3.7)×1.3 D=0.2×W-0.6 2 

5t未満 M=(0.7×W-1.7)×1.3 D=0.1×W-0.3 4 

(注)1．Ｍ：延工数（人），Ｗ：機械質量（t），D：運転日数（日）を示す。 

2．Ｍ，Ｄは，小数第 2 位を切捨てし，第 1 位とする。なお、特殊作業員歩掛の中には，整備工・普通 

作業員・とび工の歩掛を含む。 

3．Ｗの適用範囲は，それぞれの分解時最大部品質量を超え 25t までとする。 

4．分解時及び組立時に使用する機械は現場条件を考慮し，ケーブルクレーン・ラフテレーンクレーン 

のうちいずれかを選定する。 

5．ケーブルクレーンの規格（吊上げ能力）は，分解時最大部品質量，コンクリート運搬数量を考慮し 

決定する。 

6．ラフテレーンクレーンの規格は，油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 1次基準値）25t 吊とする。 

7．分解・組立に使用するクレーン類の回送時間は，上表の運転日数には含まない。 

8．ブルドーザの 21t 級については分解時最大部品質量が 3t を超えるため，4t 未満又は 5t未満を適用する。
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（前年度） (削除）9．搬入で分解・組立，搬出で分解・組立を計上する。 

10．ケーブルクレーンの 1日当り運転時間は 6.7 時間とする。 

11．諸雑費は，分解・組立時に必要な消耗品費（油圧作動油，鉄線等）であり，組立労務費の合計額に 

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

12．ラフテレーンクレーンは賃料として，上表の運転時間から日で計上する。 

13．現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

3．内訳書及び単価表 

(1) ケーブルクレーン（両端固定式）設備 1対当り内訳書                                     SWB330910 
 

名   称 規   格 単  位 数  量 摘    要 

ケーブルクレーン基礎設置  対  単価表（3） 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン 据 付  〃  単価表（3） 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン 解 体  〃  単価表（3） 

計     

 

(2) 土工機械分解・組立 1台当り内訳書                                                    SWB330930 
 

名   称 規   格 単  位 数  量 摘    要 

土 工 機 械 分 解  台 1 単価表（5） 

土 工 機 械 組 立  〃 1 単価表（5） 

計     

 

(3)  ケーブルクレーン（両端固定式）基礎設置・据付け・解体 1対当り単価表                  SWB330910 
 

名   称 規   格 単  位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表1.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

型 わ く 工  〃  表1.1 (注）1 

と び 工  〃  表1.1 

普 通 作 業 員  〃  〃 

使 用 材 料  式 1 必要数量を別途計上 

ウ イ ン チ 運 転  日  
表1.1 単価表(6) 

機械損料 

ウインチベースコンクリート  m3 3 表1.1 (注)2 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

(4) ワイヤロープ損耗費一式内訳書 
 

名   称 規   格 単  位 数  量 摘    要 

主 索  m  表1.2 

巻 上 索  〃  〃 

横 行 索  〃  〃 

計     

 

(5) 土工機械分解又は組立 1台当り単価表                                                   SWB330930 
 

名   称 規   格 単  位 数  量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人  表2.1 

ケーブルクレーン運転又は 

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 
 日  

表2.1 

機械損料又は機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表2.1 
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（前年度） (削除）(6) ケーブルクレーン（両端固定式）及びウインチ運転 1日当り単価表                         SWB330910 
 

名   称 規   格 単  位 数  量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人 1  

燃 料 費 ( 電 力 )  
ℓ 

(kWh) 

運転1時間当り

燃料消費量 

×Ｔ 

軽油 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン  日 1 機械損料 

ワ イ ヤ ロ ー プ 等 損 耗 費  式 1 
必要数量を別途計上 

ワイヤロープ，支柱等 

諸 雑 費  〃 1  

計     

(注) Ｔ：ケーブルクレーン運転日当り運転時間 

ケーブルクレーン（両端固定式）基礎設置・据付け・解体の運転日当り運転時間は 4.3 時間とし，

土工機械の分解・組立の運転日当り運転時間は 6.7 時間とする。 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－④－1

(新設）



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－④－2

(新設） 3．機種の選定 

機械・規格は次表を標準とする。 

 

表 3.1 機種の選定 

作業種別 機械名 規格 単位 数量 概要 

砂防土砂仮締切 
設置 
または 
撤去 

バックホウ 

（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

台 1 
 

砂防 

大型土のう仮締切 

製作・ 

設置 

バックホウ 

（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

吊能力2.9t 

〃 1 

 

製作 
バックホウ 

（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

吊能力2.9t 

〃 1 

 

設置 
バックホウ 

（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

吊能力2.9t 

〃 1 

 

撤去 
バックホウ 

（クローラ型） 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

吊能力2.9t 

〃 1 

 

(注)1．バックホウは，賃料とする。 

2．大型土のうの設置，撤去はバックホウによる施工で，作業半径6m以下とする。 

3．現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

 

4．砂防土砂仮締切歩掛 

4－1 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

 

表 4.1 日当り施工量        （1日当り） 

作業種別 土の状態 土 質 名 単 位 数 量 

設置 

または 

撤去 

地山 

レキ質土・砂・砂質土・ 
粘性土 

m3 99 

岩塊玉石 〃 84 

ルーズ 

レキ質土・砂・砂質土・ 
粘性土 

〃 216 

岩塊玉石 〃 180 

(注)1．作業範囲は，機械走行面より上下に 5ｍ以内を標準とする。 

2．施工数量は，3,000m3未満（砂防土砂仮締切の 1 工事あたりのバックホウによる取扱い 

土量）を標準とする。現場条件により，これにより難い場合は，別途考慮する。 

3．地山の現場条件は障害なし（作業現場が広い，作業範囲が標準内及び転石の混入等の 

影響による作業妨害が少なく，連続した掘削作業が出来る場合）を標準とし，これに 

より難い場合は，別途考慮する。 
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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－④－3

(新設） 5．砂防大型土のう仮締切 施工歩掛 

5－1 編成人員 

日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

 表 5.1 日当り編成人員 （人/日） 

作業種別 土木一般世話役 特殊作業員 普通作業員 

製作・設置 1 1 1 

製 作 1 1 1 

設 置 1 1 1 

撤 去 1 1 － 

(注)1．製作・設置，製作には，横取り作業（12ｍまで：製作現場～仮置場）を含む。 

2．製作現場と設置現場が異なる場合は，積込・荷卸・運搬等必要な費用を別途計上する。 

3．撤去には，中詰材排出を含む。なお，袋材の処分費及び残土処理費が必要な場合は, 

別途計上する。 

 

5－2 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 5.2 日当り施工量 （1 日当り） 

作業種別 単 位 数 量 

製作・設置 袋 36 

製 作 〃 59 

設 置 〃 83 

撤 去 〃 135 

 

5－3 諸経費 

諸経費は，製作枠等であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.3 諸雑費率   （％） 

作業種別 諸雑費率 

製作・設置 4 

製 作 7 

 

6．単価表 

（1）砂防土砂仮締切（設置または撤去） 100 m3当り単価表 SWB331330 
 

名  称 規  格 単位 数 量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

運 転 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2011 年規制） 

山積 0.8 m3（平積 0.6 m3） 

日 100／D 
表 3.1 表 4.1 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注)Ｄ：日当り施工量 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－④－4

(新設） （2）砂防大型土のう仮締切（製作・設置） 10袋当り単価表 SWB331360 
 

名  称 規  格 単位 数 量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表 5.1,表 5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

大 型 土 の う 容量 1m3 袋 10 袋材 

土 砂  m3 10 ほぐした土量 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型） 

運 転 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き 
排出ガス対策型（2011年規制） 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）・ 
吊能力 2.9t 

日 10／D 
表 3.1，表 5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 5.3 

計     

(注)Ｄ：日当り施工量 

 

（3）砂防大型土のう仮締切（製作） 10 袋当り単価表 SWB331360 
 

名  称 規  格 単位 数 量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表 5.1，表 5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

大 型 土 の う 容量 1m3 袋 10 袋材 

土 砂  m3 10 ほぐした土量 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型） 

運 転 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き 
排出ガス対策型（2011年規制） 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）・ 
吊能力 2.9t 

日 10／D 
表 3.1，表 5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 5.3 

計     

(注)Ｄ：日当り施工量 

 

（4）砂防大型土のう仮締切（設置） 10 袋当り単価表 SWB331360 
 

名  称 規  格 単位 数 量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表 5.1，表 5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型） 

運 転 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き 
排出ガス対策型（2011年規制） 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）・ 
吊能力 2.9t 

日 10／D 
表 3.1，表 5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注)Ｄ：日当り施工量 
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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－④－5

(新設） （5）砂防大型土のう仮締切（撤去） 10 袋当り単価表 SWB331360 
 

名  称 規  格 単位 数 量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表 5.1，表 5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D   〃 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型） 

運 転 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き 
排出ガス対策型（2011年規制） 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）・ 
吊能力 2.9t 

日 10／D 
表 3.1，表 5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注)Ｄ：日当り施工量 

 

（6）機械運転単価表 
 

機械名  規  格 摘要単価表 指定事項 

バックホウ 

（クローラ型） 

 

標準型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型（2011 年規制） 
山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

機－28 

（砂防土砂仮締切） 

【設置または撤去】 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→114 

機械賃料数量→1.61 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き 
排出ガス対策型（2011 年規制） 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）・ 
吊能力 2.9t 

機－28 

（砂防大型土のう仮締切） 

【製作・設置】 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→ 100 

機械賃料数量→1.45 

 

【製作】 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→ 97 

機械賃料数量→1.45 

 

【設置】 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→ 73 

機械賃料数量→1.45 

 

【撤去】 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→ 75 

機械賃料数量→1.45 

 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－⑤－2
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ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅲ－3－⑤－4

Ⅲ－3－⑤－5

Ⅲ－4－①－7

 5－1 鋼管フレーム型砂防堰堤 

(1)  鋼製部材の組立・据付け，鋼材質量 10t 当り単価表                                     SWB332500 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 10/Dw×1 表 4.1 

特 殊 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

普 通 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

と び 工  〃 10/Dw×2 〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・排出ガス

対策型(2011 年規制)・低

騒音型・25t 吊 

日 10/Dw 表 4.1 機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 4.1 

計     

 

 5－1 鋼管フレーム型砂防堰堤 

(1)  鋼製部材の組立・据付け，鋼材質量 10t 当り単価表                                     SWB332500 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 10/Dw×1 表 4.1 

特 殊 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

普 通 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

と び 工  〃 10/Dw×2 〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・排出ガス

対策型(第 3次基準値)・低

騒音型・25t 吊 

日 10/Dw 表 4.1 機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 4.1 

計     

 

5－2 バットレス型砂防堰堤 

 鋼製部材の組立・据付け，鋼材質量 10t 当り単価表                      SWB332540 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 10/Dw×1 表 4.5 

特 殊 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

普 通 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

と び 工  〃 10/Dw×2 〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・排出ガス

対策型(2011 年規制)・低

騒音型・25t吊 

日 10/Dw 表 4.5 機械賃料 

中 詰 材 
コンクリート m3  必要数量を計上 

砕石 m3  必要数量を計上 

諸 雑 費  式 1 表 4.5 

計     

 

5－2 バットレス型砂防堰堤 

 鋼製部材の組立・据付け，鋼材質量 10t 当り単価表                      SWB332540 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 10/Dw×1 表 4.5 

特 殊 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

普 通 作 業 員  〃 10/Dw×1 〃 

と び 工  〃 10/Dw×2 〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・排出ガス

対策型(第 3次基準値)・低

騒音型・25t 吊 

日 10/Dw 表 4.5 機械賃料 

中 詰 材 
コンクリート m3  必要数量を計上 

砕石 m3  必要数量を計上 

諸 雑 費  式 1 表 4.5 

計     

 

(7) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指定事項 

ク ラ ム シ ェ ル 
油圧クラムシェル・テレスコピック式 

バケット容量（平積）0.4m3 
機－28 

運 転 労 務 数 量 

燃 料 消 費 量 

機 械 賃 料 数 量 

→ 1.00 

→45 

→ 1.41 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

(第 1次基準値) 4.9t 吊 
機－28 

運 転 労 務 数 量 

燃 料 消 費 量 

（ Ａ 工 法 ） 

（ Ｂ 工 法 ） 

（昇降用設備・井戸蓋） 

機 械 賃 料 数 量 

→ 1.00 

 

→13 

→17 

→15 

→ 1.47 

小 型 バ ッ ク ホ ウ 

（ ク ロ ー ラ 型 ） 
電動式・山積 0.022m3（平積 0.015m3） 機－25 

（ Ｂ 工 法 ） 

機 械 損 料 数 量 

（ Ｃ 工 法 ） 

機 械 損 料 数 量 

 

→1.47 

 

→1.40 

や ぐ ら 装 置 
簡易やぐら（モータウインチ付） 

能力 2.0t 鋼製φ60.5mm×4.0m 
機－25 機 械 損 料 数 量 →1.43 

ト ラ ッ ク 
[クレーン装置付] ベーストラック2t積 

吊能力 2.9t 
機－18 

運 転 労 務 数 量 

燃 料 消 費 量 

機 械 損 料 数 量 

→ 1.00 

→21 

→ 1.20 

 

(7) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指定事項 

ク ラ ム シ ェ ル 
油圧クラムシェル・テレスコピック式 

バケット容量（平積）0.4m3 
機－28 

運 転 労 務 数 量 

燃 料 消 費 量 

機 械 賃 料 数 量 

→ 1.00 

→48 

→ 1.41 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

(第 1次基準値) 4.9t 吊 
機－28 

運 転 労 務 数 量 

燃 料 消 費 量 

（ Ａ 工 法 ） 

（ Ｂ 工 法 ） 

（昇降用設備・井戸蓋） 

機 械 賃 料 数 量 

→ 1.00 

 

→13 

→17 

→15 

→ 1.47 

小 型 バ ッ ク ホ ウ 

（ ク ロ ー ラ 型 ） 
電動式・山積 0.022m3（平積 0.015m3） 機－25 

（ Ｂ 工 法 ） 

機 械 損 料 数 量 

（ Ｃ 工 法 ） 

機 械 損 料 数 量 

 

→1.47 

 

→1.40 

や ぐ ら 装 置 
簡易やぐら（モータウインチ付） 

能力 2.0t 鋼製φ60.5mm×4.0m 
機－25 機 械 損 料 数 量 →1.43 

ト ラ ッ ク 
[クレーン装置付] ベーストラック2t積 

吊能力 2.9t 
機－18 

運 転 労 務 数 量 

燃 料 消 費 量 

機 械 損 料 数 量 

→ 1.00 

→23 

→ 1.20 
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（前年度） (削除）5－3 日当り施工量 

昇降用設備設置工の日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 5.3 日当り施工量 （m/日）

作 業 種 別 数量 

昇 降 用 設 備 22 

(注) 螺旋型梯子及び直梯子に適用する。 

 

5－4 諸雑費 

諸雑費は，軸流ファンの機械損料・運転経費及び電力に関する経費等の費用であり，労務費と機械賃料 

及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.4 諸雑費率   （%） 

諸 雑 費 率 6 

 

6．井戸蓋工 

6－1 機種の選定 

井戸蓋工に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表 6.1 機種の選定 

機 械 名 規 格 単 位 数 量 摘 要 

クローラクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（第 1次基準値）  4.9t 吊 
台 1 

 

(注) クローラクレーンは，賃料とする。 

 

6－2 編成人員 

井戸蓋工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表 6.2 日当り編成人員 （人/日） 

土木一般世話役 特殊作業員 普通作業員 

1 2 1 

 

6－3 日当り施工量 

井戸蓋工の日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 6.3 日当り施工量  （基/日） 

作 業 種 別 数 量 

井 戸 蓋 設 置 4.8 

(注) コンクリート製蓋及び鉄網製蓋に適用する。 
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（前年度） (削除）7．内訳書及び単価表 

(1) 集水井（プレキャスト土留壁）1基当り内訳書 
 

名   称 規   格 単 位 数量 摘    要 

土 留 掘 削  基 1 単価表（2） 

底版コンクリート工 
 

m3  
第Ⅱ編第 4章コンクリート工 

①コンクリート工により別途計上 

昇降用設備設置工  m  単価表（3） 

井 戸 蓋 工  基 1  〃 （4） 

昇 降 用 設 備 材  式 1  

計     

 

(2) 土留掘削工 1基当り単価表                               SWB340060 
 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×Ｄ 表 3.2, 式 3.1,表 3.3 

ト ン ネ ル 特 殊 工  〃 2×Ｄ 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×Ｄ 〃 

ク ラ ム シ ェ ル 

運 転 
油圧クラムシェル・テレスコピック式

バケット容量（平積）0.4m3 
日 Ｄ 

表 3.3,式 3.1 

機械賃料 

クローラクレーン運転 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第

1次基準値） 4.9t 吊 
〃 Ｄ 

表 3.3,式 3.1 

機械賃料 

土 留 材 プレキャスト土留材 基 1  

諸 雑 費  式 1 表 3.4 

計     

(注)Ｄ：集水井 1基当り施工日数（日/基） 

 

(3) 昇降用設備設置 10m 当り単価表                             SWB340070 
 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×10/Ｄ 表 5.2，表 5.3 

特 殊 作 業 員  〃 2×10/Ｄ 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10/Ｄ 〃 

クローラクレーン運転 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（第 1次基準値） 4.9t 吊 
日 1×10/Ｄ 

表 5.3 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 5.4 

計     

(注)1．Ｄ：日当り施工量（m/日） 

2．昇降用設備材料費は別途計上する。 
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（前年度） (削除）(4) 井戸蓋工 1基当り単価表                             SWB340080 
 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1/D 表 6.2，表 6.3 

特 殊 作 業 員  〃 2/D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1/D 〃 

クローラクレーン運転 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（第 1 次基準値） 4.9t 吊 
日 1/D 

表 6.3 

機械賃料 

井 戸 蓋 材  基 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) D：日当り施工量（基/日） 

 

(5) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指定事項 

ク ラ ム シ ェ ル 
油圧クラムシェル・テレスコピック

式 バケット容量（平積）0.4m3 
機－28 

運転労務数量 →1.00 

燃料消費量  →48 

機械賃料数量 →1.36 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型 

（第 1 次基準値） 4.9t 吊 
機－28 

運転労務数量 →1.00 

燃料消費量 

（土留掘削） →11 

（昇降用設備設置）→12 

（井戸蓋設置）→6.7 

機械賃料数量 →1.41 
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(2) 諸雑費 

諸雑費は，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，バックホウ（クローラ型）の機械損料 

及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.2 諸雑費率     （%） 

諸雑費率 0.5 

 

5－1－2 山腹Ｕ形側溝（人力据付）歩掛 

(1) 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 5.3 日当り施工量 （m/日）

掘削断面積（m2） 0.5m2以下 0.5m2を超え 1.0m2以下 

日当り施工量 15.1 13.3 

(注)1．本歩掛は，平均運搬距離 50m 以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が

50m を超え 200m 以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2．本歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。ただし，材料は別途計上する。 

3．表面コンクリートの打設は，「第Ⅱ編第 4章コンクリート工①コンクリート工」により

別途計上する。 

 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，バックホウ（クローラ型）の機械損料 

及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.4 諸雑費率     （%） 

諸雑費率 0.5 

 

5－1－3 山腹コルゲートフリューム据付歩掛 

(1) 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 5.5 日当り施工量 （m/日）

掘削断面積（m2） 0.5m2以下 
0.5 を超え 

1.0m2以下 

1.0 を超え 

2.0m2以下 

日当り施工量 24.3 19.1 14.1 

(注)1．本歩掛は，平均運搬距離 50m 以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が

50m を超え 200m 以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2．本歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。ただし，材料は別途

計上する。 

3．ポリエチレン製角型Ｕ字溝据付の場合も本歩掛を適用できる。 

4．表面コンクリートの打設は，「第Ⅱ編第 4章コンクリート工①コンクリート工」により

別途計上する。 

 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，締固め機械の費用であり，労務費，バックホウ（クローラ型）の機械損料及び運転経費の

合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.6 諸雑費率         （%） 

諸雑費率 0.4 

 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，バックホウ（クローラ型）の機械損料 

及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.2 諸雑費率     （%） 

諸雑費率 0.4 

 

5－1－2 山腹Ｕ形側溝（人力据付）歩掛 

(1) 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 5.3 日当り施工量 （m/日）

掘削断面積（m2） 0.5m2以下 0.5m2を超え 1.0m2以下 

日当り施工量 15.1 13.3 

(注)1．本歩掛は，平均運搬距離 50m 以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が

50m を超え 200m 以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2．本歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。ただし，材料は別途計上する。 

3．表面コンクリートの打設は，「第Ⅱ編第 4章コンクリート工①コンクリート工」により

別途計上する。 

 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，バックホウ（クローラ型）の機械損料 

及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.4 諸雑費率     （%） 

諸雑費率 0.4 

 

5－1－3 山腹コルゲートフリューム据付歩掛 

(1) 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表 5.5 日当り施工量 （m/日）

掘削断面積（m2） 0.5m2以下 
0.5 を超え 

1.0m2以下 

1.0 を超え 

2.0m2以下 

日当り施工量 24.3 19.1 14.1 

(注)1．本歩掛は，平均運搬距離 50m 以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が

50m を超え 200m 以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2．本歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。ただし，材料は別途

計上する。 

3．ポリエチレン製角型Ｕ字溝据付の場合も本歩掛を適用できる。 

4．表面コンクリートの打設は，「第Ⅱ編第 4章コンクリート工①コンクリート工」により

別途計上する。 

 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，締固め機械の費用であり，労務費，バックホウ（クローラ型）の機械損料及び運転経費の

合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 5.6 諸雑費率         （%） 

諸雑費率 0.3 
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5－4－2 プレキャスト集水桝据付歩掛 

プレキャスト集水桝据付の歩掛は，次表を標準とする。 

表 5.16 プレキャスト集水桝据付歩掛 （1 基当り）

集水桝製品質量 
150kg を超え 

500 ㎏以下 

500kg を超え 

1,000 ㎏以下 

1,000kg を超え 

1,500 ㎏以下 

1,500kg を超え 

1,700 ㎏以下 
摘 要 

名 称 規 格 単位      

土木一般世話役  人 0.2 0.3 0.3 0.3  

特 殊 作 業 員  〃 0.3 0.3 0.3 0.4  

普 通 作 業 員  〃 0.5 0.5 0.6 0.6  

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型）運転 

標準型・クレーン機能付き  

排出ガス対策型（第 2次基準値） 

山積 0.28m3（平積 0.2m3） 

吊能力 1.7t 

h 2.2 2.7 3.2 3.5  

不整地運搬車運転 
クローラ型・ダンプ式・排出ガス

対策型（第 1次基準値）2.5t 積 
日 0.1 

必要に応じて 

計上(注)1 

諸 雑 費 率  % 0.6  

 

(8) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ（クローラ型） 

（集 水 桝 工） 

標準型・クレーン機能付き・排出ガス 

対策型（第 2 次基準値） 

山積 0.28m3（平積 0.2m3）吊能力 1.7t 

機－1 

 

バックホウ（クローラ型） 

（山腹集水路・排水路工） 

（山 腹 明 暗 渠 工） 

（山 腹 暗 渠 工） 

標準型・クレーン機能付き・排出ガス 

対策型（第 2 次基準値） 

山積 0.28m3（平積 0.2m3）吊能力 1.7t 

機－18 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →37 

機械損料数量→1.56 

不 整 地 運 搬 車 
クローラ型・ダンプ式・排出ガス対策型

（第 1 次基準値） 2.5t 積 
機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →8 

機械賃料数量→1.66 

 

(8) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ（クローラ型） 

（集 水 桝 工） 

標準型・クレーン機能付き・排出ガス 

対策型（第 2 次基準値） 

山積 0.28m3（平積 0.2m3）吊能力 1.7t 

機－1 

 

バックホウ（クローラ型） 

（山腹集水路・排水路工） 

（山 腹 明 暗 渠 工） 

（山 腹 暗 渠 工） 

標準型・クレーン機能付き・排出ガス 

対策型（第 2 次基準値） 

山積 0.28m3（平積 0.2m3）吊能力 1.7t 

機－18 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →39 

機械損料数量→1.56 

不 整 地 運 搬 車 
クローラ型・ダンプ式・排出ガス対策型

（第 1 次基準値） 2.5t 積 
機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →10 

機械賃料数量→1.66 

 

(2) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

標準型・排出ガス対策型（第 1 次 

基準値）山積 0.5m3（平積 0.4m3） 
機－1  

不 整 地 運 搬 車 クローラ型・ダンプ式 2t積 機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →5.9 

機械賃料数量→1.71 

 

 (2) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

標準型・排出ガス対策型（第 1 次 

基準値）山積 0.5m3（平積 0.4m3） 
機－1  

不 整 地 運 搬 車 クローラ型・ダンプ式 2t 積 機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →7.1 

機械賃料数量→1.71 

 

(3) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

標準型・排出ガス対策型（第 1 次基準

値）山積 0.5m3（平積 0.4m3） 
機－1  

不 整 地 運 搬 車 クローラ型・ダンプ式 2t 積 機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →5.9 

機械賃料数量→1.71 

 

(3) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

標準型・排出ガス対策型（第 1 次基準

値）山積 0.5m3（平積 0.4m3） 
機－1  

不 整 地 運 搬 車 クローラ型・ダンプ式 2t 積 機－28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量 →7.1 

機械賃料数量→1.71 

 

5－4－2 プレキャスト集水桝据付歩掛 

プレキャスト集水桝据付の歩掛は，次表を標準とする。 

表 5.16 プレキャスト集水桝据付歩掛 （1 基当り）

集水桝製品質量 
150kgを超え 

500 ㎏以下 

500kgを超え 

1,000㎏以下 

1,000kg を超え 

1,500 ㎏以下 

1,500kg を超え 

1,700 ㎏以下 
摘 要 

名 称 規 格 単位      

土木一般世話役  人 0.2 0.3 0.3 0.3  

特 殊 作 業 員  〃 0.3 0.3 0.3 0.4  

普 通 作 業 員  〃 0.5 0.5 0.6 0.6  

バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型）運転 

標準型・クレーン機能付き  

排出ガス対策型（第 2次基準値） 

山積 0.28m3（平積 0.2m3） 

吊能力 1.7t 

h 2.2 2.7 3.2 3.5  

不整地運搬車運転 
クローラ型・ダンプ式・排出ガス

対策型（第 1次基準値）2.5t 積 
日 0.1 

必要に応じて 

計上(注)1 

諸 雑 費 率  % 0.5  
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材料 
平均

幅員 
項 目 代表機労材規格 備 考 

粒度

調整

砕石 

－ 

機械 

K1 
モータグレーダ［土工用･排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

ブレード幅 3.1m 

 

K2 
ロードローラ［マカダム･排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

運転質量 10t 締固め幅 2.1m 

 

K3 
タイヤローラ［普通型･排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

運転質量 8～20t 
賃料 

労務 

R1 特殊作業員  

R2 運転手（特殊）  

R3 普通作業員  

R4 土木一般世話役  

材料 

Z1 再生粒度調整砕石 RM-40  

Z2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Z3 －  

Z4 －  

市場単価 S －  

 

材料 
平均

幅員 
項 目 代表機労材規格 備 考 

粒度

調整

砕石 

－ 

機械 

K1 
モータグレーダ［土工用･排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

ブレード幅 3.1m 
 

K2 
ロードローラ［マカダム･排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

運転質量 10t 締固め幅 2.1m 
 

K3 
タイヤローラ［普通型･排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

運転質量 8～20t 
賃料 

労務 

R1 運転手（特殊）  

R2 特殊作業員  

R3 普通作業員  

R4 土木一般世話役  

材料 

Z1 再生粒度調整砕石 RM-40  

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 －  

Z4 －  

市場単価 S －  

 

5－4 3 次元出来形管理･3 次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合における経費の計上

方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第 3 位四捨五入2 位止め 

なお，路盤工（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の（1）～（3）又は完成検査

直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来形計測とする。なお，その他の出来形管理の経費は，共

通仮設費及び現場管理費率に含まれる。 

（1）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

（2）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

（3）上記（1）又は（2）に類似する，その他の 3 次元計測技術を用いた出来形管理 

 

5－4 3 次元出来形管理･3 次元データ納品の費用，外注経費等の費用 

（1）3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合における費用の

計上方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第 3 位四捨五入 2 位止め 

なお，路盤工（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の 1）～3）又は完成検

査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来形計測とする。なお，その他の出来形管理の経費

は，共通仮設費率及び現場管理費率に含まれる。 

1）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

2）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

3）上記 1）又は 2）に類似する，その他の 3 次元計測技術を用いた出来形管理 

（2）費用計上にあたっての留意事項 

1）3 次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び 3 次元データ納品を行う場合は、費用の 

妥当性を確認することとし、受注者からの見積りにより算出される金額が（1）で算出される金額を下回

る場合は、見積りにより算出される金額を積算計上額とする運用とする。 

2）受注者から見積りの提出がない場合は、3 次元出来形管理・3 次元データ納品の費用、外注経費等の費

用は計上しないものとする。 

表 3.6 基層（歩道部）･中間層（歩道部）･表層（歩道部） 積算条件区分一覧 

（積算単位：m2） 

平均幅員 
1層当り平均 

仕上り厚 
材 料 瀝青材料種類 

1.4m未満 

（1層当り平均仕上り厚50mm以下） 

実数入力 （表3.7） （表3.3） 1.4m未満 

（1層当り平均仕上り厚50mmを超え70mm以下） 

1.4m以上 

（注）1．上表は，歩道部における基層，中間層又は表層のアスファルト混合物敷均し･締固め，アスファルト乳

剤散布の他，砂の散布，舗装用器具，補助機械，型枠材料，加熱燃料，瀝青材飛散保護等，その施工に

必要な全ての機械･労務･材料費（損料等を含む）を含む。 

2．アスファルト混合物の材料ロスを含む。（標準ロス率は，＋0.10） 

3．瀝青材料の材料ロスを含む。なお，標準標使用量は，タックコートの場合 43L/100m2，プライムコート

の場合 126L/100m2とする。 

4．幅員にかかわらず機械施工が困難な場合は，平均幅員 1.4m 未満を適用する。 

表 3.6 基層（歩道部）･中間層（歩道部）･表層（歩道部） 積算条件区分一覧 

（積算単位：m2） 

平均幅員 
1層当り平均 

仕上り厚 
材 料 瀝青材料種類 

1.4m未満 

（1層当り平均仕上り厚50mm以下） 

実数入力 （表3.7） （表3.3） 1.4m未満 

（1層当り平均仕上り厚50mmを超え70mm以下） 

1.4m以上 

（注）1．上表は，歩道部における基層，中間層又は表層のアスファルト混合物敷均し･締固め，アスファルト乳

剤散布の他，砂の散布，舗装用器具，補助機械，型枠材料，加熱燃料，瀝青材飛散保護等，その施工に

必要な全ての機械･労務･材料費（損料等を含む）を含む。 

2．アスファルト混合物の材料ロスを含む。（標準ロス率は，＋0.10） 

3．瀝青材料の材料ロスを含む。なお，標準使用量は，タックコートの場合 43L/100m2，プライムコートの

場合 126L/100m2とする。 

4．幅員にかかわらず機械施工が困難な場合は，平均幅員 1.4m 未満を適用する。 
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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－1－③－5

表 3.2 フィルター層 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･ 

超低騒音型･排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

山積 0.28m3（平積 0.20m3） 

賃料 

Ｋ2 
振動ローラ（舗装用）［搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）］運転質量 3～4t 
賃料 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 運転手（特殊）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 砂 再生砂  

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.2 フィルター層 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･ 

超低騒音型･排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

山積 0.28m3（平積 0.20m3） 

賃料 

Ｋ2 
振動ローラ（舗装用）［搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）］運転質量 3～4t 
賃料 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 普通作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 砂 再生砂  

Ｚ2 軽油 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
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Ⅳ－1－④－4

表 3.5 透水性アスファルト舗装 代表機労材規格一覧 
平均幅員 項 目 代表機労材規格 備 考 

1.4m 未満 

機械 

Ｋ1 
振動ローラ（舗装用）[ハンドガイド型]  

運転質量 0.5～0.6t 

 

Ｋ2 振動コンパクタ[前進型]機械質量 40～60kg  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 開粒度アスコン（13）  

Ｚ2 ガソリン レギュラー スタンド  

Ｚ3 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

1.4m 以上 

2.4m 未満 

機械 

Ｋ1 
アスファルトフィニッシャ［ホイール型･排出 

ガス対策型（第 3 次基準値）］舗装幅 1.4～3.0m 

 

Ｋ2 
振動ローラ（舗装用）［搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第 1 次基準値）］運転質量 3～4t 

 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 運転手（特殊）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 開粒度アスコン（13）  

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

2.4m 以上 

機械 

Ｋ1 

アスファルトフィニッシャ［ホイール型･ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）］ 

舗装幅 2.3～6.0m 

 

Ｋ2 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･ 

超低騒音型･排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

山積 0.28m3（平積 0.20m3） 

賃料 

Ｋ3 
振動ローラ（舗装用）［搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）］運転質量 3～4t 
賃料 

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 運転手（特殊）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 開粒度アスコン（13）  

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.5 透水性アスファルト舗装 代表機労材規格一覧 
平均幅員 項 目 代表機労材規格 備 考 

1.4m 未満 

機械 

Ｋ1 
振動ローラ（舗装用）[ハンドガイド型]  

運転質量 0.5～0.6t 

 

Ｋ2 振動コンパクタ[前進型]機械質量 40～60kg  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 開粒度アスコン（13）  

Ｚ2 ガソリン レギュラー スタンド  

Ｚ3 軽油 パトロール給油  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

1.4m 以上 

2.4m 未満 

機械 

Ｋ1 
アスファルトフィニッシャ［ホイール型･排出 

ガス対策型（第 3 次基準値）］舗装幅 1.4～3.0m 

 

Ｋ2 
振動ローラ（舗装用）［搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第 1 次基準値）］運転質量 3～4t 

 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 運転手（特殊）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 開粒度アスコン（13）  

Ｚ2 軽油 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

2.4m 以上 

機械 

Ｋ1 

アスファルトフィニッシャ［ホイール型･ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）］ 

舗装幅 2.3～6.0m 

 

Ｋ2 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･ 

超低騒音型･排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

山積 0.28m3（平積 0.20m3） 

賃料 

Ｋ3 
振動ローラ（舗装用）［搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）］運転質量 3～4t 
賃料 

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 運転手（特殊）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 開粒度アスコン（13）  

Ｚ2 軽油 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

（4）機械運転単価表 

機 械 名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

グースアスファルトフィニッシャ 舗装幅 2.5～4.5m 機－18 

運転労務数量 → 1.00 

燃料消費量  → 58 

機械損料数量 → 1.56 

 

（4）機械運転単価表 

機 械 名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

グースアスファルトフィニッシャ 舗装幅 2.5～4.5m 機－18 

運転労務数量 → 1.00 

燃料消費量  → 60 

機械損料数量 → 1.56 
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現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－1－⑥－2

Ⅳ－1－⑧－4

表 3.2 特殊ブロック舗装 代表機労材規格一覧 
項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 ブロック工  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 特殊作業員  

材料 

Ｚ1 
特殊ブロック 研磨平板 30cm×30cm×6cm 

特殊ブロック 研磨平板 40cm×40cm×6cm 
設置の場合 

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.2 特殊ブロック舗装 代表機労材規格一覧 
項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 ブロック工  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 特殊作業員  

材料 

Ｚ1 
特殊ブロック 洗出平板 30cm×30cm×6cm 

特殊ブロック 洗出平板 40cm×40cm×6cm 
設置の場合 

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

     表 3.4 踏掛版 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
コンクリートポンプ車［トラック架装･ブーム式］ 

圧送能力 90～110m3/h 
 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 型わく工  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 生コンクリート 高炉 24-12-25（20）W/C 55%  

Ｚ2 鉄筋コンクリート用棒鋼 SD345 D13  

Ｚ3 
ゴム支承 コンクリートヒンジ用緩衝ゴム  

SBR 単層 10mm 
ゴム支承有りの場合 

Ｚ4 軽油 1.2 号 パトロール給油  

市場単価 Ｓ 鉄筋工 加工･組立共 一般構造物  

 

     表 3.4 踏掛版 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
コンクリートポンプ車［トラック架装･ブーム式］ 

圧送能力 90～110m3/h 
 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 型わく工  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 特殊作業員  

材料 

Ｚ1 生コンクリート 高炉 24-12-25（20）W/C 55%  

Ｚ2 鉄筋コンクリート用棒鋼 SD345 D13  

Ｚ3 
ゴム支承 コンクリートヒンジ用緩衝ゴム  

SBR 単層 10mm 
ゴム支承有りの場合 

Ｚ4 軽油 パトロール給油  

市場単価 Ｓ 鉄筋工 加工･組立共 一般構造物  
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(6)機械運転単価表 
 

機  械  名 規   格 
適用 

単価表 
指 定 事 項 適  用 

ダウンザホー 

ル ハ ン マ 

空圧式  
掘削孔径φ152～191mm 

機―25 

機械損料数量 →1.48 
端末基礎（鋼管杭） 
削孔 

空圧式  

掘削孔径φ110～130mm 
機械損料数量 →1.47 

中間支柱・端末支柱 

削孔 

空 気 圧 縮 機 

可搬式・エンジン駆動・ 

スクリュ型（超低騒音型）・

排出ガス対策型 

（第2次基準値）  

吐出量5.0～5.1m3/min 

機―24 
燃料 消費量→39 

機械損料数量→1.48 

端末基礎（鋼管杭） 

削孔 

ガードレール 

支 柱 打 込 機 

エアブレーカ式 

ブレーカ質量700kg級 

打撃周波数530bpm 

機―19 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→43 

機械損料数量→1.48 

端末基礎（鋼管杭） 

打込 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→43 

機械損料数量→1.47 

中間支柱・端末支柱 

打込 

ト ラ ッ ク 

クレーン装置付 

ベーストラック 

4～4.5t積・吊能力2.9t 

機―18 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→32 

機械損料数量→1.48 

端末基礎・端末金具 

設置（鋼管杭） 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→32 

機械損料数量→1.47 

中間支柱・端末支柱 

設置 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→32 

機械損料数量→1.30 

ワイヤロープ設置 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→33 

機械損料数量→1.26 

ターンバックル設置 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費量→34 

機械損料数量→1.40 

橋梁部基礎・支柱 

設置 

(6)機械運転単価表 
 

機  械  名 規   格 
適用 

単価表 
指 定 事 項 適  用 

ダウンザホー 

ル ハ ン マ 

空圧式  
掘削孔径φ152～191mm 

機―25 

機械損料数量 →1.48 
端末基礎（鋼管杭） 
削孔 

空圧式  

掘削孔径φ110～130mm 
機械損料数量 →1.47 

中間支柱・端末支柱 

削孔 

空 気 圧 縮 機 

可搬式・エンジン駆動・ 

スクリュ型（超低騒音型）・

排出ガス対策型 

（第2次基準値）  

吐出量5.0～5.1m3/min 

機―24 
燃料 消費 量→34 

機械損料数量→1.48 

端末基礎（鋼管杭） 

削孔 

ガードレール 

支 柱 打 込 機 

エアブレーカ式 

ブレーカ質量700kg級 

打撃周波数530bpm 

機―19 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→43 

機械損料数量→1.48 

端末基礎（鋼管杭） 

打込 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→43 

機械損料数量→1.47 

中間支柱・端末支柱 

打込 

ト ラ ッ ク 

クレーン装置付 

ベーストラック 

4～4.5t積・吊能力2.9t 

機―18 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→30 

機械損料数量→1.48 

端末基礎・端末金具 

設置（鋼管杭） 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→30 

機械損料数量→1.47 

中間支柱・端末支柱 

設置 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→30 

機械損料数量→1.30 

ワイヤロープ設置 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→31 

機械損料数量→1.26 

ターンバックル設置 

運転労務数量→1.00 

燃料 消費 量→31 

機械損料数量→1.40 

橋梁部基礎・支柱 

設置 
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表 1.4 基礎ブロック，鋼管基礎 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）[標準型･クレーン機

能付き･排出ガス対策型（第 2 次基準値）] 

山積 0.11m3（平積 0.08m3）吊能力 0.8t 

基礎ブロックで門扉の場合 

油圧ブレーカ バケット容量 0.1m3対応 

（ベースマシン含む） 

･賃料 

･鋼管基礎で支柱柵高･門柱高 2m

を超え 2.5m 以下の場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 土木一般世話役  

Ｒ3 特殊作業員 鋼管基礎の場合 

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 

基礎ブロック フェンス用ブロック 

20×20×45(cm) 
基礎ブロックの場合 

鋼管基礎 φ101.6×3.2×600 支柱柵高･門柱高 2m 以下の場合 

鋼管基礎 φ101.6×3.2×1,050 支柱柵高･門柱高 2m 超えの場合 

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

② しゃ音壁設置工 （建地－D） 

②－1 しゃ音壁設置工 

 

1．適用範囲 

本資料は，しゃ音壁設置工のうち，支柱アンカー工，支柱建込工，しゃ音板･透光板取付工及び土留板･笠

木･外装板･水切板取付工で，しゃ音板高さ（下部構造物の高さを含まない）8m 以下に適用する。 

なお，支柱の取付方法は付図に示す形式のものとし，支柱の取付形式は，埋設アンカー方式をＡ型，穿孔

アンカー方式をＢ型と分類する。 

 

② しゃ音壁設置工 （建地－D） 
 

1．適用範囲 

本資料は，しゃ音壁設置工のうち，支柱アンカー工，支柱建込工，しゃ音板･透光板取付工及び土留板･笠

木･外装板･水切板取付工で，しゃ音板高さ（下部構造物の高さを含まない）8m 以下に適用する。 

なお，支柱の取付方法は付図に示す形式のものとし，支柱の取付形式は，埋設アンカー方式をＡ型，穿孔

アンカー方式をＢ型と分類する。 

 

表 3.8 しゃ音板･透光板取付 積算条件区分一覧 

(積算単位：m2) 

施工区分 設置高さ 

しゃ音板 
4m 以下 

4m を超え 8m 以下 

透光板 
4m 以下 

4m を超え 8m 以下 

（注）1．上表は，しゃ音板，透光板，シール材及び落下防止具，下段パネルの設

置作業の他，ハンマー･ラチェットレンチ･脚立の損耗費，固定金具･シー

ル材等の費用等，その施工に必要な全ての機械･労務･材料費（損料等を含

む）を含む。ただし，しゃ音板･透光板（材料費），落下防止索（材料費）

及び下段パネル（材料費）は含まない。 

2．しゃ音板･透光板，落下防止索及び下段パネルの材料費は別途計上する。 

3．高さは，下部構造物等を含めないしゃ音板及び透光板のみの高さとする。 

 

表 3.8 しゃ音板･透光板取付 積算条件区分一覧 

(積算単位：m2) 

施工区分 設置高さ 

しゃ音板 
4m 以下 

4m を超え 8m 以下 

透光板 
4m 以下 

4m を超え 8m 以下 

（注）1．上表は，しゃ音板，透光板，シール材及び落下防止具，下段パネルの設

置作業の他，ハンマー･ラチェットレンチ･脚立の損耗費，固定金具･シー

ル材等の費用等，その施工に必要な全ての機械･労務･材料費（損料等を含

む）を含む。ただし，しゃ音板･透光板（材料費），落下防止索（材料費）

及び下段パネル（材料費）は含まない。 

2．しゃ音板･透光板，落下防止索及び下段パネルの材料費は別途計上する。 

3．高さは，下部構造物等を含めないしゃ音板及び透光板を合計した高さとする。 

 

表 1.4 基礎ブロック，鋼管基礎 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）[標準型･クレーン機

能付き･排出ガス対策型（第 2次基準値）] 

山積 0.11m3（平積 0.08m3）吊能力 0.8t 

基礎ブロックで門扉の場合 

油圧ブレーカ バケット容量 0.1m3対応 

（ベースマシン含む） 

･賃料 

･鋼管基礎で支柱柵高･門柱高 2m

を超え 2.5m 以下の場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 特殊作業員 鋼管基礎の場合 

材料 

Ｚ1 

基礎ブロック フェンス用ブロック 

20×20×45(cm) 
基礎ブロックの場合 

鋼管基礎 φ101.6×3.2×600 支柱柵高･門柱高 2m 以下の場合 

鋼管基礎 φ101.6×3.2×1,050 
支柱柵高･門柱高 2m 超え 2.5m 以

下の場合 

Ｚ2 軽油 パトロール給油 

・基礎ブロックで門扉の場合 

・鋼管基礎で支柱柵高・門柱高 2m

を超え 2.5m 以下の場合 

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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3－8 しゃ音板･透光板（材料費） 

（1）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表 3.10 しゃ音板･透光板（材料費） 積算条件区分 

（積算単位：m2) 

施工区分 規 格 

しゃ音板 

500×1,960×95 

500×3,960×95 

各種 

透光板 

1,000×1,960×95 

1,000×3,960×95 

各 種 

（注）使用量は，しゃ音壁 1m2当りの必要量を計上する。 

 

3－8 しゃ音板･透光板（材料費） 

（1）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表 3.10 しゃ音板･透光板（材料費） 積算条件区分一覧 

（積算単位：m2) 

施工区分 規 格 

しゃ音板 

500×1,960×95 

500×3,960×95 

各種 

透光板 

1,000×1,960×95 

1,000×3,960×95 

各 種 

（注）使用量は，しゃ音壁 1m2当りの必要量を計上する。 

 

3－10 下段パネル(材料費) 

（1）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表 3.12 下段パネル（材料費） 積算条件区分一覧 

(積算単位：m2) 

下段パネル規格 

W=255 

各 種 

（注）使用量は，しゃ音壁 1m2当りの必要量を計上する。 

 

3－10 下段パネル(材料費) 

（1）条件区分 

下段パネル(材料費)における積算条件区分はない。 

積算単位は、m2 とする。 

（注）使用量は，しゃ音壁 1m2当りの必要量を計上する。 

 

 

表 3.14 笠木取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車［トラック架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型］ 

作業床高 13.2m 積載荷重 1,000kg 

4m を超え 8m 以下の
場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊） 
4m を超え 8m 以下の
場合 

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.13 笠木取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車［トラック架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型］ 

作業床高 13.2m 積載荷重 1,000kg 

4m を超え 8m 以下の
場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊） 
4m を超え 8m 以下の
場合 

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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表 3.16 外装板取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車［トラック架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型］ 

作業床高 13.2m 積載荷重 1,000kg 

4mを超え8m以下
の場合 

Ｋ2 
トラック［クレーン装置付］ベーストラック 4～4.5t 積 

吊能力 2.9t 
 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 運転手（特殊）  

Ｒ2 とび工  

Ｒ3 普通作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.15 外装板取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車［トラック架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型］ 

作業床高 13.2m 積載荷重 1,000kg 

4mを超え8m以下
の場合 

Ｋ2 
トラック［クレーン装置付］ベーストラック 4～4.5t 積 

吊能力 2.9t 
 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 運転手（特殊）  

Ｒ2 とび工  

Ｒ3 普通作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.18 水切板取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車［トラック架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型］ 

作業床高 13.2m 積載荷重 1,000kg 

4m を超え 8m 以下
の場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 運転手（特殊） 
4m を超え 8m 以下
の場合 

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.17 水切板取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車［トラック架装･垂直昇降･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ型］ 

作業床高 13.2m 積載荷重 1,000kg 

4m を超え 8m 以下
の場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 運転手（特殊） 
4m を超え 8m 以下
の場合 

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 軽油 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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表 3.5 歩車道境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･超

低騒音型･クレーン機能付き･排出ガス対策型（第 3

次基準値）]山積 0.09m3（平積 0.07m3）吊能力 0.9t 

・賃料 

・ブロック規格②③⑤⑥の場

合 

バックホウ（クローラ型）［標準型･クレーン機能付

き･排出ガス対策型（第 2 次基準値）]山積 0.45m3

（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型･排出ガス対策型 

（2014 年規制）]山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 

型わく工 
・均し基礎コンクリート有り

の場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り，かつ均し基礎

コンクリート無しの場合 

・ブロック規格⑦で，基礎砕石

無し，かつ均し基礎コンクリ

ート無しの場合 

材料 

Ｚ1 

歩車道境界ブロック A 種(150/170×200×600) 

設置の場合 歩車道境界ブロック B 種(180/205×250×600) 

歩車道境界ブロック C 種(180/210×300×600) 

Ｚ2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）Ｗ/Ｃ 60% 
均し基礎コンクリート有りの

場合 

Ｚ3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Ｚ4 軽油 パトロール給油 
ブロック規格①④，かつ基礎

砕石無しの場合を除く 

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.5 歩車道境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･超

低騒音型･クレーン機能付き･排出ガス対策型（第 3

次基準値）]山積 0.09m3（平積 0.07m3）吊能力 0.9t 

・賃料 

・ブロック規格②③⑤⑥の場

合 

バックホウ（クローラ型）［標準型･クレーン機能付

き･排出ガス対策型（第 2 次基準値）]山積 0.45m3

（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型･排出ガス対策型 

（2011 年規制）]山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 

型わく工 
・均し基礎コンクリート有り

の場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り，かつ均し基礎

コンクリート無しの場合 

・ブロック規格⑦で，基礎砕石

無し，かつ均し基礎コンクリ

ート無しの場合 

材料 

Ｚ1 

歩車道境界ブロック A 種(150/170×200×600) 

設置の場合 歩車道境界ブロック B 種(180/205×250×600) 

歩車道境界ブロック C 種(180/210×300×600) 

Ｚ2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）Ｗ/Ｃ 60% 
均し基礎コンクリート有りの

場合 

Ｚ3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Ｚ4 軽油 1.2 号 パトロール給油 
ブロック規格①④，かつ基礎

砕石無しの場合を除く 

市場単価 Ｓ －  
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表 3.2 歩車道境界ブロック撤去 地先境界ブロック撤去 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）［超小旋回型･ 

排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

山積 0.22m3（平積 0.16m3） 

賃料 

Ｋ2 －   

Ｋ3 －   

労務 

Ｒ1 普通作業員   

Ｒ2 土木一般世話役   

Ｒ3 運転手（特殊）   

Ｒ4 特殊作業員 
再利用区分が再

利用の場合 

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油   

Ｚ2 －   

Ｚ3 －   

Ｚ4 －   

市場単価 Ｓ －   

 

表 3.2 歩車道境界ブロック撤去 地先境界ブロック撤去 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）［超小旋回型･ 

排出ガス対策型（第 2 次基準値）］ 

山積 0.22m3（平積 0.16m3） 

賃料 

Ｋ2 －   

Ｋ3 －   

労務 

Ｒ1 普通作業員   

Ｒ2 土木一般世話役   

Ｒ3 特殊作業員 
再利用区分が再

利用の場合 

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 軽油 パトロール給油   

Ｚ2 －   

Ｚ3 －   

Ｚ4 －   

市場単価 Ｓ －   

 

表 3.8 地先境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･超

低騒音型･クレーン機能付き･排出ガス対策型（第 3

次基準値）]山積 0.09m3（平積 0.07m3）吊能力 0.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑤⑥の場合 

バックホウ（クローラ型）［標準型･クレーン機能付

き･排出ガス対策型（第 2次基準値）]山積 0.45m3

（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型･排出ガス対策型 

（2014 年規制）]山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 

型わく工 
・均し基礎コンクリート有り

の場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り，かつ均し基礎

コンクリート無しの場合 

・ブロック規格⑦で，基礎砕石

無し，かつ均し基礎コンクリ

ート無しの場合 

材料 

Ｚ1 

地先境界ブロックＡ種(120×120×600) 

設置の場合 地先境界ブロックＢ種(150×120×600) 

地先境界ブロックＣ種(150×150×600) 

Ｚ2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）Ｗ/Ｃ 60% 
均し基礎コンクリート有りの

場合 

Ｚ3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Ｚ4 軽油 パトロール給油 
ブロック規格①②③④，かつ

基礎砕石無しの場合を除く 

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.8 地先境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型･超

低騒音型･クレーン機能付き･排出ガス対策型（第 3

次基準値）]山積 0.09m3（平積 0.07m3）吊能力 0.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑤⑥の場合 

バックホウ（クローラ型）［標準型･クレーン機能付

き･排出ガス対策型（第 2次基準値）]山積 0.45m3

（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

Ｋ2 
バックホウ（クローラ型）［標準型･排出ガス対策型 

（2011 年規制）]山積 0.8m3（平積 0.6m3） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 

型わく工 
・均し基礎コンクリート有り

の場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り，かつ均し基礎

コンクリート無しの場合 

・ブロック規格⑦で，基礎砕石

無し，かつ均し基礎コンクリ

ート無しの場合 

材料 

Ｚ1 

地先境界ブロックＡ種(120×120×600) 

設置の場合 地先境界ブロックＢ種(150×120×600) 

地先境界ブロックＣ種(150×150×600) 

Ｚ2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）Ｗ/Ｃ 60% 
均し基礎コンクリート有りの

場合 

Ｚ3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Ｚ4 軽油 1.2号 パトロール給油 
ブロック規格①②③④，かつ

基礎砕石無しの場合を除く 

市場単価 Ｓ －  
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3－1 トンネル内装板設置（SCB422810） 

（1）条件区分 

トンネル内装板設置における積算条件区分はない。 

積算単位は，m2とする。 

（注）1．トンネル内装板設置の削孔，アンカー設置，支持材取付，内装板取付作業の他，脚立，トラック･

フォークリフト･ハンマドリル･インパクトレンチ等の機械損料及び電力に関する経費の費用等，

その施工に必要な全ての機械･労務･材料費（損料等を含む）を含む。ただし，トンネル内装板（材

料費）は含まない。 

2．トンネル内装板の材料費は別途計上する。 

3．足場工（枠組･単管）や高所作業車を使用する場合は，別途計上する。 

4．支持材及び内装板の固定方法は，ねじ止めを標準とする。 

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は,当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表 3.1 トンネル内装板設置 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 －  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

3－2 トンネル内装板（材料費） 

（1）条件区分 

トンネル内装板（材料費）における積算条件区分はない。 

積算単位は，m2とする。 

（注）トンネル内装板（材料費）は，支持材，取付用のアンカー等の材料を含む。 
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（2）機械運転単価表 
 

 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 
7cm以下 7cmを超え12cm以下 

一層舗設 一層舗設 二層舗設 

路 面 切 削 機 

ホイール式･廃材積込装置付･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

切削幅2.0m×深さ23cm 
機－18 

運転労務数量 

燃 料消費量 

機械損料数量 

1.00 

204 

1.31 

1.00 

216 

1.26 

0.95 

144 

1.00 

路 面 清 掃 車 

ブラシ･四輪式 

路面切削工事用･ 

ホッパ容量1.5m3 

機－19 

運転労務数量 

燃 料消費量 

機械損料数量 

0.98 

43 

1.31 

0.96 

42 

1.26 

0.74 

32 

1.00 

アスファルト 
フィニッシャ 

ホイール型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

舗装幅2.3～6.0m 

機－18 

運転労務数量 

燃 料消費量 

機械損料数量 

1.00 

48 

1.39 

1.00 

53 

1.18 

1.00 

42 

1.22 

ロードローラ 

マカダム･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量10t締固め幅2.1m 

機－18 

運転労務数量 

燃 料消費量 

機械損料数量 

1.00 

25 

1.39 

1.00 

26 

1.18 

1.00 

17 

1.22 

タイヤローラ 

普通型･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量8～20t 

機－28 

運転労務数量 

燃 料消費量 

機械賃料数量 

1.00 

26 

1.16 

1.00 

23 

1.00 

1.00 

25 

1.30 

（1）切削オーバーレイ100m2当り単価表                                                  （1）切削オーバーレイ100m2当り単価表                                               
 

（2）機械運転単価表 
 

 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 
7cm以下 7cmを超え12cm以下 

一層舗設 一層舗設 二層舗設 

路 面 切 削 機 

ホイール式･廃材積込装置付･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

切削幅2.0m×深さ23cm 
機－18 

運転労務数量 

燃料消費 量 

機械損料数量 

1.00 

235 

1.31 

1.00 

248 

1.26 

0.95 

166 

1.00 

路 面 清 掃 車 

ブラシ･四輪式 

路面切削工事用･ 

ホッパ容量1.5m3 

機－19 

運転労務数量 

燃料消費 量 

機械損料数量 

0.98 

43 

1.31 

0.96 

42 

1.26 

0.74 

32 

1.00 

アスファルト 
フィニッシャ 

ホイール型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

舗装幅2.3～6.0m 

機－18 

運転労務数量 

燃料消費 量 

機械損料数量 

1.00 

48 

1.39 

1.00 

53 

1.18 

1.00 

42 

1.22 

ロードローラ 

マカダム･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量10t締固め幅2.1m 

機－18 

運転労務数量 

燃料消費 量 

機械損料数量 

1.00 

27 

1.39 

1.00 

28 

1.18 

1.00 

18 

1.22 

タイヤローラ 

普通型･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量8～20t 

機－28 

運転労務数量 

燃料消費 量 

機械賃料数量 

1.00 

30 

1.16 

1.00 

27 

1.00 

1.00 

29 

1.30 
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表 3.2 舗装版破砕 代表機労材規格一覧 

障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 項 目 代表機労材規格 備考 

無し 

不要 

15cm 以下 

機械 
K1 

バックホウ（クローラ型）［標準型］･排出ガス対策型 
（第 3次基準値）］山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

賃料 

K2 －  
K3 －  

労務 

R1 普通作業員  
R2 土木一般世話役  
R3 運転手（特殊）  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  

Z4 －  
市場単価 S －  

15cm 超 

機械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［標準型］･排出ガス対策型 
（第 3次基準値）］山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

賃料 

K2 
大型ブレーカ（ベースマシン含まず）［油圧式］ 

質量 600～800kg 級 
 

K3 －  

労務 

R1 普通作業員  
R2 土木一般世話役  
R3 運転手（特殊）  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  

Z4 －  
市場単価 S －  

必要 － 

機械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［標準型］･排出ガス対策型 
（第 3次基準値）］山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

賃料 

K2 
バックホウ用アタッチメント［コンクリート圧砕装置
（大割機）］開口幅 735～850mm 破砕力 550～980kN 

 

K3 －  

労務 

R1 普通作業員  
R2 土木一般世話役  

R3 運転手（特殊）  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  

Z4 －  

市場単価 S －  

有り － － 

機械 
K1 

空気圧縮機［可搬式･エンジン駆動･スクリュ型･ 
排出ガス対策型（第 1 次基準値）］3.5～3.7m3/min 

賃料 

K2 さく岩機（コンクリートブレーカ）20kg 級  
K3 －  

労務 

R1 特殊作業員  

R2 普通作業員  
R3 －  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油  
Z2 －  

Z3 －  
Z4 －  

市場単価 S －  

 

表 3.2 舗装版破砕 代表機労材規格一覧 

障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 項 目 代表機労材規格 備考 

無し 

不要 

15cm 以下 

機械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［標準型］･排出ガス対策型 
（第 3次基準値）］山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

賃料 

K2 －  
K3 －  

労務 

R1 土木一般世話役  
R2 運転手（特殊）  
R3 普通作業員  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  
Z4 －  

市場単価 S －  

15cm 超 

機械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［標準型］･排出ガス対策型 
（第 3次基準値）］山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

賃料 

K2 
大型ブレーカ（ベースマシン含まず）［油圧式］ 

質量 600～800kg 級 
 

K3 －  

労務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 土木一般世話役  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  
Z4 －  

市場単価 S －  

必要 － 

機械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［標準型］･排出ガス対策型 
（第 3次基準値）］山積 0.45m3（平積 0.35m3） 

賃料 

K2 
バックホウ用アタッチメント［コンクリート圧砕装置
（大割機）］開口幅 735～850mm 破砕力 550～980kN 

 

K3 －  

労務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 土木一般世話役  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  
Z4 －  

市場単価 S －  

有り － － 

機械 

K1 
空気圧縮機［可搬式･エンジン駆動･スクリュ型･ 
排出ガス対策型（第 1次基準値）］3.5～3.7m3/min 

賃料 

K2 さく岩機（コンクリートブレーカ）20kg 級  
K3 －  

労務 

R1 特殊作業員  
R2 普通作業員  
R3 －  
R4 －  

材料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 －  
Z3 －  
Z4 －  

市場単価 S －  
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（2）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型･超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第 3 次基準値) 

山積0.45m3（平積0.35m3） 

機－28 

運転労務数量→0.95（全層打換え） 

0.65（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →38 （全層打換え） 

26 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.27（全層打換え） 

1.24（舗装版のみ打換え）

大 型 ブ レ ー カ 

油圧ブレーカ 

バケット容量0.2m3対応 

ベースマシン含む･ 

超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第 3 次基準値) 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

0.48（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →17 （全層打換え） 

17 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.29（全層打換え） 

1.27（舗装版のみ打換え）

(コンクリート圧砕装置ベースマシン)

バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型･超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第３次基準値) 

山積0.45m3（平積0.35m3） 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

0.48（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →18 （全層打換え） 

19 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.38（全層打換え） 

1.36（舗装版のみ打換え）

小 型 バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型･超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

山積0.09～0.11m3 

(平積0.07～0.08m3) 

機－18 

運転労務数量→0.80（全層打換え） 

0.58（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →10 （全層打換え） 

7 （舗装版のみ打換え）

機械損料数量→1.37（全層打換え） 

1.13（舗装版のみ打換え）

タ イ ヤ ロ ー ラ 

普通型･低騒音型･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量8～20t 

機－28 

運転労務数量→1.00（全層打換え） 

1.00（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →28 （全層打換え） 

29 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.34（全層打換え） 

1.34（舗装版のみ打換え）

振 動 ロ ー ラ 

( 舗 装 用 ) 

搭乗･コンバインド式･ 

低騒音型･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量3～4t 

機－28 

運転労務数量→1.00（全層打換え） 

1.00（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →15 （全層打換え） 

15 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.34（全層打換え） 

1.34（舗装版のみ打換え）

アスファルトフィニッシャ 

ホイール型･低騒音型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

舗装幅2.3～6.0m 

機－28 

運転労務数量→0.55（全層打換え） 

0.68（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →31 （全層打換え） 

38 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.10（全層打換え） 

1.11（舗装版のみ打換え）

 

(1) 大型ブレーカ又はコンクリート圧砕装置＋機械施工 100m2当り単価表 

（2）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型･超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第 3 次基準値) 

山積0.45m3（平積0.35m3） 

機－28 

運転労務数量→0.95（全層打換え） 

0.65（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →36 （全層打換え） 

24 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.27（全層打換え） 

1.24（舗装版のみ打換え）

大 型 ブ レ ー カ 

油圧ブレーカ 

バケット容量0.2m3対応 

ベースマシン含む･ 

超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第 3 次基準値) 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

0.48（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →15 （全層打換え） 

16 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.29（全層打換え） 

1.27（舗装版のみ打換え）

(コンクリート圧砕装置ベースマシン)

バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型･超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第３次基準値) 

山積0.45m3（平積0.35m3） 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

0.48（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →17 （全層打換え） 

18 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.38（全層打換え） 

1.36（舗装版のみ打換え）

小 型 バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型･超低騒音型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

山積0.09～0.11m3 

(平積0.07～0.08m3) 

機－18 

運転労務数量→0.80（全層打換え） 

0.58（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 → 9 （全層打換え） 

7 （舗装版のみ打換え）

機械損料数量→1.37（全層打換え） 

1.13（舗装版のみ打換え）

タ イ ヤ ロ ー ラ 

普通型･低騒音型･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量8～20t 

機－28 

運転労務数量→1.00（全層打換え） 

1.00（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →32 （全層打換え） 

34 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.34（全層打換え） 

1.34（舗装版のみ打換え）

振 動 ロ ー ラ 

( 舗 装 用 ) 

搭乗･コンバインド式･ 

低騒音型･ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

運転質量3～4t 

機－28 

運転労務数量→1.00（全層打換え） 

1.00（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →17 （全層打換え） 

18 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.34（全層打換え） 

1.34（舗装版のみ打換え）

アスファルトフィニッシャ 

ホイール型･低騒音型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

舗装幅2.3～6.0m 

機－28 

運転労務数量→0.55（全層打換え） 

0.68（舗装版のみ打換え）

燃料消費量 →31 （全層打換え） 

38 （舗装版のみ打換え）

機械賃料数量→1.10（全層打換え） 

1.11（舗装版のみ打換え）

 

(1) 大型ブレーカ又はコンクリート圧砕装置＋機械施工 100m2当り単価表 
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（2）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

ス タ ビ ラ イ ザ 
路盤再生用 

処理深さ0.4m×幅2.0m 
機－18 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  131 

機械損料数量→  1.21 

モ ー タ グ レ ー ダ 

土工用･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

ブレード幅3.1m 

機－18 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  44 

機械損料数量→  1.47 

ロ ー ド ロ ー ラ 

マカダム･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転質量10～12t 

機－18 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  29 

機械損料数量→  1.59 

タ イ ヤ ロ ー ラ 

普通型･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転質量8～20t 

機－28 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  26 

機械賃料数量→  1.62 

振 動 ロ ー ラ 

( 舗 装 用 ) 

搭乗･タンデム式･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転質量6～7.5t 

機－28 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  40 

機械賃料数量→  1.75 

 

（1）路上路盤再生工 100m2当り単価表                                

（2）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

ス タ ビ ラ イ ザ 
路盤再生用 

処理深さ0.4m×幅2.0m 
機－18 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  135 

機械損料数量→  1.21 

モ ー タ グ レ ー ダ 

土工用･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

ブレード幅3.1m 

機－18 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  46 

機械損料数量→  1.47 

ロ ー ド ロ ー ラ 

マカダム･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転質量10～12t 

機－18 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  32 

機械損料数量→  1.59 

タ イ ヤ ロ ー ラ 

普通型･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転質量8～20t 

機－28 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  31 

機械賃料数量→  1.62 

振 動 ロ ー ラ 

( 舗 装 用 ) 

搭乗･タンデム式･ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 

運転質量6～7.5t 

機－28 

運転労務数量→  1.00 

燃料消費量→  44 

機械賃料数量→  1.75 

 

（1）路上路盤再生工 100m2当り単価表                                

（4）ディストリビュータ運転 1 日当り単価表 

（5）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適 用 単 価 表 指 定 事 項  

空 気 圧 縮 機 

可搬式･エンジン駆動･スクリュ型･ 

排出ガス対策型（第1次基準値） 

吐出量7.5～7.8m3/min 

吐出圧力0.7MPa 

機－16 
燃料消費量 → 58 

機械賃料数量→ 1.7 

ト ラ ッ ク 普通型 2t積 機－6  

 

（5）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適 用 単 価 表 指 定 事 項  

空 気 圧 縮 機 

可搬式･エンジン駆動･スクリュ型･ 

排出ガス対策型（第1次基準値） 

吐出量7.5～7.8m3/min 

吐出圧力0.7MPa 

機－16 
燃料消費量 → 50 

機械賃料数量→ 1.7 

ト ラ ッ ク 普通型 2t積 機－6  

 

（4）ディストリビュータ運転 1 日当り単価表 

⑧ 舗装版クラック補修工（建地－D） 
  

1．適用範囲 

本資料は，コンクリート舗装版のクラックの補修及びコンクリート舗装版･アスファルト舗装版のクラック

防止シート張に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1 クラック防止シート 

（1）幅 30cm 以上 100cm 以下のクラック防止シートを使用する場合 

1－2 適用できない範囲 

1－2－1 クラック補修 

（1）注入材メーカー指定の熔解釜･注入機を使用する場合 

1－2－1 クラック防止シート 

（1）シート設置に鋲を使用する場合 

 

⑧ 舗装版クラック補修工（建地－D） 
  

1．適用範囲 

本資料は，コンクリート舗装版のクラックの補修及びコンクリート舗装版･アスファルト舗装版のクラック

防止シート張に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1 クラック防止シート 

（1）幅 30cm 以上 100cm 以下のクラック防止シートを使用する場合 

1－2 適用できない範囲 

1－2－1 クラック補修 

（1）注入材メーカー指定の熔解釜･注入機を使用する場合 

1－2－2 クラック防止シート 

（1）シート設置に鋲を使用する場合 
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表 3.2 クラック防止シート張 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
タイヤローラ［普通型･排出ガス対策型 

（第 1 次基準値）］運転質量 8～20t 

 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 土木一般世話役  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.2 クラック防止シート張 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
タイヤローラ［普通型･排出ガス対策型 

（第 2 次基準値）］運転質量 8～20t 

 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 土木一般世話役  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

 

表5.1 施工面積 

  全 面 貼 り 格 子 貼 り  

下 地 処 理 工 補強対象面積 Ａ×Ｂ 

プ ラ イ マ ー 工 炭素繊維投影面積 Ａ×Ｂ 上図の網掛け部分の面積 

不 陸 修 正 工 炭素繊維投影面積 Ａ×Ｂ 上図の網掛け部分の面積 

炭素繊維シート接着工 
炭素繊維接着面積 

(1 層当り) 
Ａ×Ｂ 

各方向の炭素繊維シート面

積の合計 

仕 上 げ 塗 装 工 炭素繊維投影面積 Ａ×Ｂ 上図の網掛け部分の面積 

（注）炭素繊維シート接着工は，各方向のどちらか1方向貼る毎に1層としてカウントする。 
 

表5.1 施工面積 

  全 面 貼 り 格 子 貼 り  

下 地 処 理 工 補強対象面積 Ａ×Ｂ 

プ ラ イ マ ー 工 炭素繊維投影面積 Ａ×Ｂ 上図の網掛け部分の面積 

不 陸 整 正 工 炭素繊維投影面積 Ａ×Ｂ 上図の網掛け部分の面積 

炭素繊維シート接着工 
炭素繊維接着面積 

(1 層当り) 
Ａ×Ｂ 

各方向の炭素繊維シート面

積の合計 

仕 上 げ 塗 装 工 炭素繊維投影面積 Ａ×Ｂ 上図の網掛け部分の面積 

（注）炭素繊維シート接着工は，各方向のどちらか1方向貼る毎に1層としてカウントする。 
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5－4 不陸修正工 

不陸修正工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表5.4 不陸修正工歩掛 （100m2当り）

名 称 規 格 単位 
数 量 

摘 要 
全面貼り 格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.0 2.4  

特 殊 作 業 員  〃 6.0 7.1  

普 通 作 業 員  〃 4.0 4.7  

エポキシ樹脂パテ  kg 146  

諸 雑 費 率  % 1  

5－4 不陸整正工 

不陸整正工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表5.4 不陸整正工歩掛 （100m2当り）

名 称 規 格 単位 
数 量 

摘 要 
全面貼り 格子貼り 

土 木 一 般 世話 役  人 2.0 2.4  

特 殊 作 業 員  〃 6.0 7.1  

普 通 作 業 員  〃 4.0 4.7  

エポキシ樹脂パテ  kg 146  

諸 雑 費 率  % 1  

5－6 仕上げ塗装工 

仕上げ塗装工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表5.7 仕上げ塗装工歩掛 （100m2当り）

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.1  

特 殊 作 業 員  〃 3.4  

普 通 作 業 員  〃 2.3  

エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 中塗り kg 20  

ウ レ タ ン 樹 脂 塗 料 上塗り 〃 16  

諸 雑 費 率  % 1  

5－6 仕上げ塗装工 

仕上げ塗装工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表5.7 仕上げ塗装工歩掛 (2層当り) （100m2当り）

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.1  

特 殊 作 業 員  〃 3.4  

普 通 作 業 員  〃 2.3  

エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 中塗り kg 20  

ウ レ タ ン 樹 脂 塗 料 上塗り 〃 16  

諸 雑 費 率  % 1  

(7) 不陸修正工 100m2当り単価表                                                           SWB431420 
 

名   称 規   格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.0(2.4) 表 5.4 

特 殊 作 業 員  〃 6.0(7.1) 〃 

普 通 作 業 員  〃 4.0(4.7) 〃 

エポキシ樹脂パテ  kg 146 〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

( )書きは格子貼りの場合 

(7) 不陸整正工 100m2当り単価表                                                           SWB431420 
 

名   称 規   格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.0(2.4) 表 5.4 

特 殊 作 業 員  〃 6.0(7.1) 〃 

普 通 作 業 員  〃 4.0(4.7) 〃 

エポキシ樹脂パテ  kg 146 〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

( )書きは格子貼りの場合 

 (9) 仕上げ塗装工 100m2当り単価表                                                        SWB431440 
 

名   称 規   格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.1 表 5.7 

特 殊 作 業 員  〃 3.4 〃 

普 通 作 業 員  〃 2.3 〃 

エポキシ樹脂塗料 中塗り kg 20 〃 

ウレタン樹脂塗装料 上塗り 〃 16 〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

 (9) 仕上げ塗装工 100m2当り単価表                                                        SWB431440 
 

名   称 規   格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.1 表 5.7 

特 殊 作 業 員  〃 3.4 〃 

普 通 作 業 員  〃 2.3 〃 

エポキシ樹脂塗料 中塗り kg 20 〃 

ウレタン樹脂塗料 上塗り 〃 16 〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     
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(13) 防護工 1m2当り単価表                                                                 SWB431380 
 

名   称 規   格 単位 数  量 摘    要 

橋り ょう 特殊工 
 

人 係数 
板  張 式 8.4 

シート張 式 8.5 

板張 又は シート 

張 防 護 材 損 料 

 
月 ｘ2 〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) ｘ2:防護工を架設している供用月数 

(13) 防護工 1m2当り単価表                                                                 SWB431380 
 

名   称 規   格 単位 数  量 摘    要 

橋りょう特殊工 
 

人 係数 
式 8.4（板張）又は 

式 8.5（シート張） 

板張又はシート 

張 防 護 材 損 料 

 
月 ｘ2 〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) ｘ2:防護工を架設している供用月数 

 

 

 

図 1－1 矩形（小判形を含む）支柱の適用範囲 
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図 1－1 矩形（小判形を含む）支柱の適用範囲 

（注）支柱幅・支柱奥行は、補強前の支柱寸法とする。 

 

以下

以上
未満

以上

未満

以上
未満

以上
未満

以上
未満

以上

以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上未満 以上以下

15.03.0 3.5 4.0 4.5 5.0 8.0 8.5 9.0 9.5 10.0 10.52.5
支柱幅（ｍ）

4.0

支
柱
奥
行

(

ｍ

)

3.5

3.0

1.5 Ａ

1.0

1.0 1.5 2.0

Ｄ
2.5 Ｂ C

2.0
m 

m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）支柱幅･支柱奥行･支柱径は,補強前の支柱寸法とする。 

 

図 1－2 円形支柱の適用範囲 

以下

以上 Ｆ
未満

以上

以上 未満 以上 以下

1.5 2.4 4.0

支柱径（ｍ）

支
柱
径

(

ｍ

)

4.0

2.4

Ｅ
1.5

m 

(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2 円形支柱の適用範囲 

（注）支柱径は,補強前の支柱寸法とする。 
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表 3.2 下地処理（適用範囲外コンクリート巻立て工） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 －  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.2 下地処理（適用範囲外コンクリート巻立て工） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 －  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.6 コンクリート（適用範囲外コンクリート巻立て工） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
コンクリートポンプ車［トラック架装･ブーム式］ 

圧送能力 65～85m3/h 

 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（特殊）  

Ｒ3 特殊作業員  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 生コンクリート 高炉 24-12-25（20）W/C 55%  

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.6 コンクリート（適用範囲外コンクリート巻立て工） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 
コンクリートポンプ車［トラック架装･ブーム式］ 

圧送能力 65～85m3/h 

 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 特殊作業員  

Ｒ3 運転手（特殊）  

Ｒ4 土木一般世話役  

材料 

Ｚ1 生コンクリート 高炉 24-12-25（20）W/C 55%  

Ｚ2 軽油 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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表 4.1 コンクリート削孔（電動式コアボーリングマシン） 積算条件区分一覧 

(積算単位：孔) 

アンカー材径 削孔深さ 

17mm 以下 
500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

17mm を超え 23mm 以下 
500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

23mm を超え 30mm 以下 
500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

30mm を超え 43mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

43mm を超え 54mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

54mm を超え 67mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

67mm を超え 80mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

80mm を超え 100mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

（注）1．上表は,落橋防止装置工におけるコンクリート穿孔機（電動式コアボーリングマシン）によるコンクリート

削孔の他,削孔機損料，工事用水中モータポンプ損料，コンクリート穿孔機（電動式コアボーリングマシン）

固定用アンカー打込みに必要な費用及び電力に関する経費等,その施工に必要な全ての機械･労務･材料費（損

料等を含む）を含む。 

表 4.1 コンクリート削孔（電動式コアボーリングマシン） 積算条件区分一覧 

(積算単位：孔) 

アンカー材径 削孔深さ 

17mm 以下 
500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

17mm を超え 23mm 以下 
500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

23mm を超え 30mm 以下 
500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

30mm を超え 43mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

43mm を超え 54mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

54mm を超え 67mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

67mm を超え 80mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

80mm を超え 100mm 以下 

500mm 以下 

500mm を超え 1,000mm 以下 

1,000mm を超え 1,300mm 以下 

（注）1．上表は,落橋防止装置工におけるコンクリート穿孔機（電動式コアボーリングマシン）によるコンクリート

削孔の他,穿孔機損料，工事用水中モータポンプ損料，コンクリート穿孔機（電動式コアボーリングマシン）

固定用アンカー打込みに必要な費用及び電力に関する経費等,その施工に必要な全ての機械･労務･材料費（損

料等を含む）を含む。 

表 4.9 充填補修 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 土木一般世話役  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 －  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 －  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 4.9 充填補修 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機械 

Ｋ1 －  

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 土木一般世話役  

Ｒ3 －  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 －  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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(3) 路面清掃車（ブラシ式フロントリフトダンプ2.2m3）運転1時間当り単価表 

名   称 規  格 単位 数  量 摘  要 

運 転 手 ( 特 殊 )  人 1/Ｔ  

助手(普通作業員）  〃 1/Ｔ  

燃 料 費  

ℓ 

又は 

m3 

 
「第Ⅰ編第7章②原動機燃料消費量」に

よる。 

路 面 清 掃 車  h 1 機械損料 表8.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｔ：路面清掃車（ブラシ式フロントリフトダンプ2.2m3）運転日当り運転時間 7.6h/日  

(3) 路面清掃車（ブラシ式フロントリフトダンプ2.2m3）運転1時間当り単価表 

名   称 規  格 単位 数  量 摘  要 

運 転 手 ( 特 殊 )  人 1/Ｔ  

助手(普通作業員）  〃 1/Ｔ  

燃 料 費  ℓ  
「第Ⅰ編第7章②原動機燃料消費量」に

よる。 

路 面 清 掃 車  h 1 機械損料 表8.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｔ：路面清掃車（ブラシ式フロントリフトダンプ2.2m3）運転日当り運転時間 7.6h/日  

(4) 路面清掃車（ブラシ式リヤダンプ，リヤリフトダンプ，真空式リヤダンプ，リヤリフトダンプ） 

運転1時間当り単価表 

名   称 規  格 単位 数  量 摘  要 

運 転 手 ( 一 般 )  人 1/Ｔ  

助手 (普通作業員)  〃 1/Ｔ  

燃 料 費  

ℓ 

又は 

m3 

 
「第Ⅰ編第7章②原動機燃料消費量」に

よる。 

路 面 清 掃 車  h 1 機械損料 表8.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｔ：路面清掃車（ブラシ式リヤダンプ，リヤリフトダンプ）運転日当り運転時間 6.8h/日  

     路面清掃車（真空式リヤダンプ，リヤリフトダンプ）運転日当り運転時間 7.2h/日 

 

(5) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 
散 水 車 全機種 機－6 散水車使用の場合に計上 

ダ ン プ ト ラ ッ ク 
ｵﾝﾛｰﾄﾞﾃﾞｨｰ

ｾﾞﾙ4t積級 
機－7 ダンプトラック使用の場合に計上 

 

9．参考 

助手について 

（1）助手は機械的経験，知識を有するものとする。 

（2）ダンプトラック，散水車等には計上しない。 

（3）助手の作業基準 

     ①機械に関すること（整備点検，給油脂，清掃，運転補助）。 

     ②当該機械の安全確認，機械の誘導，塵埃搬出回数の確認。 

 

9．参考（助手について） 

（1）助手は機械的経験，知識を有するものとする。 

（2）ダンプトラック，散水車等には計上しない。 

（3）助手の作業基準 

     ①機械に関すること（整備点検，給油脂，清掃，運転補助）。 

     ②当該機械の安全確認，機械の誘導，塵埃搬出回数の確認。 

 

(4) 路面清掃車（ブラシ式リヤダンプ，リヤリフトダンプ，真空式リヤダンプ，リヤリフトダンプ） 

運転1時間当り単価表 

名   称 規  格 単位 数  量 摘  要 

運 転 手 ( 一 般 )  人 1/Ｔ  

助手 (普通作業員)  〃 1/Ｔ  

燃 料 費  ℓ  
「第Ⅰ編第7章②原動機燃料消費量」に

よる。 

路 面 清 掃 車  h 1 機械損料 表8.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｔ：路面清掃車（ブラシ式リヤダンプ，リヤリフトダンプ）運転日当り運転時間 6.8h/日  

     路面清掃車（真空式リヤダンプ，リヤリフトダンプ）運転日当り運転時間 7.2h/日 

 

(5) 機械運転単価表 

機 械 名 規 格 適用単価表 摘  要 
散 水 車 全機種 機－6 散水車使用の場合に計上 

ダ ン プ ト ラ ッ ク 
ｵﾝﾛｰﾄﾞﾃﾞｨｰ

ｾﾞﾙ4t積級 
機－7 ダンプトラック使用の場合に計上 
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⑰－3 ガードパイプ清掃工 （建地－D） 
 

1．適用範囲 

本資料は，人力によるガードパイプ清掃作業に適用する。 

 

2．清掃歩掛 

人力清掃歩掛は，次表を標準とする。 
 

表 2.1 清掃歩掛        （100m 当り） 

名 称 単位 数量 

普 通 作 業 員 人 0.3 

諸 雑 費 率 % 1 

（注）1．上表は，支柱及びビームの清掃作業である。 
   2．清掃延長は，清掃対象のガードパイプ設置延長をいう。 
   3．諸雑費は，洗剤等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。 

 

3．単価表 

（1） ガードパイプ清掃 100m 当り単価表                                          SWB432910 
 

名   称 規  格 単位 数量 摘  要 

普 通 作 業 員  人  表2.1 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

(4) 排水管清掃車運転1時間当り単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘   要 

運 転 手 （ 一 般 ）  人 1/Ｔ  

燃 料 費  

ℓ 

又は 

m3 

 
第Ⅰ編第7章②原動機燃料消

費量による。 

排 水 管 清 掃 車 高圧水洗浄式 h 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） Ｔ：排水管清掃車の運転日当り運転時間（6.7h/日とする） 

(4) 排水管清掃車運転1時間当り単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘   要 

運 転 手 （ 一 般 ）  人 1/Ｔ  

燃 料 費  ℓ  
第Ⅰ編第7章②原動機燃料消

費量による。 

排 水 管 清 掃 車 高圧水洗浄式 h 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） Ｔ：排水管清掃車の運転日当り運転時間（6.7h/日とする） 

(3) 側溝清掃車（ブロワ式）運転1時間当り単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘   要 

運 転 手 （ 一 般 ）  人 1/Ｔ  

燃 料 費  

ℓ 

又は 

m3 

 
第Ⅰ編第7章②原動機燃料消

費量による。 

側 溝 清 掃 車 ブロワ式 h 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｔ：側溝清掃車の運転日当り運転時間 6.5h/日 

(3) 側溝清掃車（ブロワ式）運転1時間当り単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘   要 

運 転 手 （ 一 般 ）  人 1/Ｔ  

燃 料 費  ℓ  
第Ⅰ編第7章②原動機燃料消

費量による。 

側 溝 清 掃 車 ブロワ式 h 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｔ：側溝清掃車の運転日当り運転時間 6.5h/日 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－3－⑱－15

Ⅳ－3－㉒－2

Ⅳ－3－㉔－1

(2) 側溝清掃車運転（ブロワ式）運転時間当り単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘   要 

運 転 手 （ 一 般 ）  人 1/Ｔ  

燃 料 費  

ℓ 

又は 

m3 

 
第Ⅰ編第7章②原動機燃料消

費量による。 

側 溝 清 掃 車 ブロワ式 h 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） Ｔ：側溝清掃車の運転日当り運転時間 6.5h/日 

(2) 側溝清掃車運転（ブロワ式）運転時間当り単価表 

名  称 規  格 単位 数  量 摘   要 

運 転 手 （ 一 般 ）  人 1/Ｔ  

燃 料 費  ℓ  
第Ⅰ編第7章②原動機燃料消

費量による。 

側 溝 清 掃 車 ブロワ式 h 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） Ｔ：側溝清掃車の運転日当り運転時間 6.5h/日 

 

（2）機械運転単価表 

機  械  名 規  格 適用単価表 指定事項 

高 所 作 業 車 

［トラック架装･伸縮ブーム･ 

プラットフォーム型］ 

作業床高9.9m･積載荷重1,000kg 

機－29 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量 → 25 

機械賃料数量→ 1.32 

 

（1）ひび割れ補修工（低圧注入工法）1トンネル当り単価表           

（2）機械運転単価表 

機  械  名 規  格 適用単価表 指定事項 

高 所 作 業 車 

［トラック架装･伸縮ブーム･ 

プラットフォーム型］ 

作業床高9.9m･積載荷重1,000kg 

機－29 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量 → 21 

機械賃料数量→ 1.32 

 

（1）ひび割れ補修工（低圧注入工法）1トンネル当り単価表           

表3.1 加熱合材補修工歩掛 （1t当り） 

名 称 規 格 単位 

日 施 工 量 

1t未満 
1t以上 

2t未満 

2t以上 

5t未満 

5t以上 

20t未満 

土木一般世話役  人 0.98 0.64 0.24 0.11 

特 殊 作 業 員  〃 1.51 1.00 0.53 0.23 

普 通 作 業 員  〃 1.96 1.29 0.51 0.22 

振 動 ロ ー ラ 

（ 舗 装 用 ） 

搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 

運転質量2.4～2.5t 

日 － － 0.28 0.19 

諸 雑 費 率  % 5 7 8 13 

（注）1．振動ローラは，賃料とする。 

2．諸雑費は，瀝青材，舗装用石灰粉，プロパンガス，コテ，レーキ，スコップ，ホウキ，バーナ，

振動ローラ（ハンドガイド式）賃料，振動コンパクタ賃料，燃料費等の費用であり，労務費の

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表3.1 加熱合材補修工歩掛 （1t当り） 

名 称 規 格 単位 

日 施 工 量 

1t未満 
1t以上 

2t未満 

2t以上 

5t未満 

5t以上 

20t未満 

土木一般世話役  人 0.98 0.64 0.24 0.11 

特 殊 作 業 員  〃 1.51 1.00 0.53 0.23 

普 通 作 業 員  〃 1.96 1.29 0.51 0.22 

振 動 ロ ー ラ 

（ 舗 装 用 ） 

搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 

運転質量2.4～2.6t 

日 － － 0.28 0.19 

諸 雑 費 率  % 5 7 8 13 

（注）1．振動ローラは，賃料とする。 

2．諸雑費は，瀝青材，舗装用石灰粉，プロパンガス，コテ，レーキ，スコップ，ホウキ，バーナ，

振動ローラ（ハンドガイド式）賃料，振動コンパクタ賃料，燃料費等の費用であり，労務費の

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
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（1）加熱合材補修工1t当り単価表                                                      SWB434610 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

振 動 ロ ー ラ 

（ 舗 装 用 ） 

搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 

運転質量2.4～2.5t 

日  
表3.1 

機械賃料 

ア ス フ ァ ル ト 

混 合 物 
加熱型 t 1  

諸 雑 費  式 1 表3.1 

計     

 

（3）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

振 動 ロ ー ラ 
（ 舗 装 用 ） 

搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 

運転質量2.4～2.5t 

機－31 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量 →  10 

機械賃料数量→ 1.40 

 

（3）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

振 動 ロ ー ラ 
（ 舗 装 用 ） 

搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 

運転質量2.4～2.6t 

機－31 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量 →  11 

機械賃料数量→ 1.40 

 

（1）加熱合材補修工1t当り単価表                                                      SWB434610 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

振 動 ロ ー ラ 

（ 舗 装 用 ） 

搭乗･コンバインド式･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 

運転質量2.4～2.6t 

日  
表3.1 

機械賃料 

ア ス フ ァ ル ト 

混 合 物 
加熱型 t 1  

諸 雑 費  式 1 表3.1 

計     
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3－1 路肩整正（人力による土はね）（SCB434810） 

（1）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表 3.1 路肩整正（人力による土はね） 積算条件区分一覧 

（積算単位：m2） 

DID 区間の有無 運搬距離 

無し 

2.0km 以下 

3.0km 以下 

5.0km 以下 

6.5km 以下 

8.5km 以下 

11.0km 以下 

16.0km 以下 

27.5km 以下 

60.0km 以下 

有り 

1.5km 以下 

2.5km 以下 

4.5km 以下 

6.0km 以下 

8.0km 以下 

10.5km 以下 

14.5km 以下 

23.0km 以下 

60.0km 以下 

（注）1．上表は，路肩に堆積した泥等の人力による整正，ダンプトラックへの積込み，運搬等，その施工

に必要な全ての機械･労務･材料費（損料等を含む）を含む。ただし，残土等処分は含まない。 

2．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なるときは，平均値とする。 

3．タイヤ損耗の「良好」，「普通」，「不良」にかかわらず適用できる。 

4．DID（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によるもの

とする。 

5．残土は，5m3/100m2とする。 

6．残土処分が必要な場合は別途計上する。 

 

（2）代表機労材規格 

下表機労材は,当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表 3.2 路肩整正（人力による土はね） 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 ダンプトラック［オンロード･ディーゼル］2t 積級 
タイヤ損耗費及び補修

費（良好）を含む 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 普通作業員  

Ｒ2 運転手（一般）  

Ｒ3 －  

Ｒ4 －  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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表 3.10 管路材設置 積算条件区分一覧 

（積算単位：m） 

作業区分 設置区分 さや管の条数 

露出部 単管設置 － 

埋設部 

単管設置 － 

ＦＡ管設置 － 

ボディ管 

(φ200mm) 

設置 

(さや管含む) 

標準：8 条(6 条(φ50)＋2 条(φ30)) 

標準：10 条(5 条(φ50)＋5 条(φ30)) 

標準：11 条(4 条(φ50)＋7 条(φ30)) 

標準：12 条(3 条(φ50)＋9 条(φ30)) 

標準以外の組合せ（φ50,φ30 使用） 

φ50,φ30 以外の使用 

ボディ管 

(φ250mm) 

設置 

(さや管含む) 

標準：11 条(9 条(φ50)＋2 条(φ30)) 

標準：14 条(8 条(φ50)＋6 条(φ30)) 

標準：15 条(7 条(φ50)＋8 条(φ30)) 

標準：16 条(6 条(φ50)＋10 条(φ30)) 

標準：20 条(5 条(φ50)＋15 条(φ30)) 

標準：21 条(4 条(φ50)＋17 条(φ30)) 

標準以外の組合せ（φ50,φ30 使用） 

φ50,φ30 以外の使用 

多条管設置 － 

（注）1．上表は，電線共同溝工における管路材（露出部及び埋設部）の設置，管（さや管を含む）の

接続労務，露出部の受･支持金具及びアンカーの設置労務，埋設部（単管･ＦＡ管･ボディ管）

の管路受台（スペーサ）の設置労務，埋設部（多条管）の結束労務，管路清掃及び通過試験

の他，清掃器具（掃除機），管路材の接続･切断に要する費用（大バール･大ハンマ･ディスク

グラインダ）導通検査機の損料及び運転経費等，その施工に必要な全ての機械･労務･材料費

（損料等を含む）を含む。 

2．管路材（単管･ＦＡ管･ボディ管）の材料ロスを含む。（標準ロス率は，＋0.05） 

なお，スクラップ控除は行わない。 

3．露出部とは，橋梁添架及びトンネル内等設置により露出管路となる部分をいう。 

4．受･支持金具，アンカー材，管路受台の材料費は，必要量を別途計上する。 

5．接続継手，分岐管，滑剤料の材料費は，必要量を別途計上する。なお、接続継手の形状は

問わずすべて計上すること。 

6．多孔管を設置する場合は適用できない。（多孔管参考図参照） 

7．多条管は，管 1 本当り（1条当り）とする。 

8．さや管の条数は，ボディ管 1本当りに対する条数とする。条数は，ボディ管 1 本に対し 

φ200mm が 12 条以下，φ250mm が 21 条以下とする。 

9．さや管に φ50,φ30 以外を使用する場合は，さや管の材料費を別途計上する。 

表 3.10 管路材設置 積算条件区分一覧 

（積算単位：m） 

作業区分 設置区分 さや管の条数 

露出部 単管設置 － 

埋設部 

単管設置 － 

ＦＡ管設置 － 

ボディ管 

(φ200mm) 

設置 

(さや管含む) 

標準：8 条(6 条(φ50)＋2条(φ30)) 

標準：10 条(5 条(φ50)＋5 条(φ30)) 

標準：11 条(4 条(φ50)＋7 条(φ30)) 

標準：12 条(3 条(φ50)＋9 条(φ30)) 

標準以外の組合せ（φ50,φ30 使用） 

φ50,φ30 以外の使用 

ボディ管 

(φ250mm) 

設置 

(さや管含む) 

標準：11 条(9 条(φ50)＋2 条(φ30)) 

標準：14 条(8 条(φ50)＋6 条(φ30)) 

標準：15 条(7 条(φ50)＋8 条(φ30)) 

標準：16 条(6 条(φ50)＋10 条(φ30)) 

標準：20 条(5 条(φ50)＋15 条(φ30)) 

標準：21 条(4 条(φ50)＋17 条(φ30)) 

標準以外の組合せ（φ50,φ30 使用） 

φ50,φ30 以外の使用 

多条管設置 － 

（注）1．上表は，電線共同溝工における管路材（露出部及び埋設部）の設置，管（さや管を含む）の

接続労務，露出部の受･支持金具及びアンカーの設置労務，埋設部（単管･ＦＡ管･ボディ管）

の管路受台（スペーサ）の設置労務，埋設部（多条管）の結束労務，管路清掃及び通過試験

の他，清掃器具（掃除機），管路材の接続･切断に要する費用（大バール･大ハンマ･ディスク

グラインダ）導通検査機の損料及び運転経費等，その施工に必要な全ての機械･労務･材料費

（損料等を含む）を含む。 

2．管路材（単管･ＦＡ管･ボディ管）の材料ロスを含む。（標準ロス率は，＋0.05） 

なお，スクラップ控除は行わない。 

3．露出部とは，橋梁添架及びトンネル内等設置により露出管路となる部分をいう。 

4．受･支持金具，アンカー材，管路受台，通線ひもの材料費は，必要量を別途計上する。 

5．接続継手，分岐管，滑剤料の材料費は，必要量を別途計上する。なお、接続継手の形状は

問わずすべて計上すること。 

6．多孔管を設置する場合は適用できない。（多孔管参考図参照） 

7．多条管は，管 1 本当り（1条当り）とする。 

8．さや管の条数は，ボディ管 1本当りに対する条数とする。条数は，ボディ管 1本に対し 

φ200mm が 12 条以下，φ250mm が 21 条以下とする。 

9．さや管に φ50,φ30 以外を使用する場合は，さや管の材料費を別途計上する。 
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現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－3－㉖－1

（前年度） 　　（削除）㉖ コンクリート接着工 （建地－D） 
 

1．適用範囲 

本資料は，人力によるコンクリート接着作業に適用する。 

ただし，橋梁補修工に係るものには適用しないものとする。 

 

2．接着剤塗布歩掛 

接着剤塗布歩掛は，次表とする。 

 

表 2.1 接着剤塗布歩掛 （10m2当り）

塗布量（kg） 普通作業員（人） 

6 1 

 

3．単価表 

(1) コンクリート接着 10m2当り単価表                                               SWB434910 
 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

接 着 剤  kg 6 表 2.1 

普 通 作 業 員  人 1 〃 

諸 雑 費  式 1  

計     
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（前年度） 　　（削除）㉙ 道路付属物のコンクリート面塗装工（建地－D） 

 

1．適用範囲 

本資料は，道路付属物（コンクリートバリヤ等）のコンクリート面の塗装に適用する。 

 

2．施工歩掛 

(1) コンクリート面清掃歩掛は次表とする。 

 

表 2.1 コンクリート面清掃歩掛      （100m2当り） 

名  称 規  格 単 位 数 量 摘  要 

塗 装 工  人 1.8  

(注) 本表はコンクリート面に付着している塵挨等を清掃する場合に適用する。 

 

(2) 塗装歩掛は次表とする。 

 

表 2.2 コンクリート面下塗り歩掛  （1回塗り 100m2当り） 

名  称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

塗 料  kg  施工塗料を計上する 

塗 装 工  人 1.9  

諸 雑 費 率  % 10  

(注)1．本表は塗装面全面に塗装するものである。 

2．諸雑費は，ハケ等の工具損料であり材料費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限と

して計上する。 

3．2 回塗りの場合は，上記歩掛の 2 倍とする。 

 

表 2.3 コンクリート面上塗り歩掛  （1回塗り 100m2当り） 

名  称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

塗 料  kg  施工塗料を計上する 

塗 装 工  人 2.0  

諸 雑 費 率  % 10  

(注)1．本表は塗装仕様により必要な面積を対象とする。 

2．諸雑費は，ハケ等の工具損料であり材料費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限と

して計上する。 

3．2 回塗りの場合は，上記歩掛の 2 倍とする。 
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業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－3－㉙－2

（前年度） 　　（削除）

Ⅳ－4－①－2

Ⅳ－4－①－4
(2) 副資材費 

副資材費は，工場製作にかかる溶接材料及び消耗材料で，加工鋼重（購入部品を除いた鋼材の質量）当り

溶接材料込みで 16,400 円/tとする。 

(注)1．鈑桁以外の加工鋼重は，大型材片質量及び小型材片質量の合計となる。 

2．単純鈑桁及び連続鈑桁の場合の加工鋼重は，大型材片質量･小型材片質量及び対斜傾構･横構の加工

鋼重の合計となる。 

(2) 副資材費 

副資材費は，工場製作にかかる溶接材料及び消耗材料で，加工鋼重（購入部品を除いた鋼材の質量）当り

溶接材料込みで 17,300 円/tとする。 

(注)1．鈑桁以外の加工鋼重は，大型材片質量及び小型材片質量の合計となる。 

2．単純鈑桁及び連続鈑桁の場合の加工鋼重は，大型材片質量･小型材片質量及び対斜傾構･横構の加工

鋼重の合計となる。 

3．単価表 

(1) コンクリート面清掃工 100m2当り単価表                                              SWB435310 
 

名  称 規 格 単位 数 量 摘 要 

塗 装 工  人 1.8 表 2.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

(2) コンクリート面下塗り工 1 回塗り 100m2当り単価表                                   SWB435320 
 

名  称 規 格 単位 数 量 摘 要 

塗 装 工  人 1.9 表 2.2 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

(3) コンクリート面上塗り 1 回塗り工 100m2当り単価表                                   SWB435330 
 

名  称 規 格 単位 数 量 摘 要 

塗 装 工  人 2.0 表 2.3 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

(4) 塗料材料費 100m2当り単価表                                                       SWB435340 
 

名  称 規 格 単位 数 量 摘 要 

塗 料  kg  必要量計上する 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

(2) 寸法エキストラ（鋼板についてのみ適用する） 

1) 中厚板（中板，厚板） 

標準的な寸法，構造諸元の橋梁の場合，巾，長さに関する寸法エキストラとしては，次の値を標準として

用いてよい。 

・ガーダー形式      1,200 円/t 

・ボックス 〃       1,900 円/t 

・トラス･アーチ 〃      1,600 円/t 

      なお、厚さに関する寸法エキストラは、物価資料等により別途加算する。 

(2) 寸法エキストラ（鋼板についてのみ適用する） 

1) 中厚板（中板，厚板） 

標準的な寸法，構造諸元の橋梁の場合，巾，長さに関する寸法エキストラとしては，次の値を標準として

用いてよい。 

・ガーダー形式      1,200 円/t 

・ボックス 〃       1,900 円/t 

・トラス･アーチ 〃      1,600 円/t 

      なお、厚さに関する寸法エキストラは、物価資料等により別途加算する。 

ただし，巾及び厚さの複合エキストラを考慮する必要がある 4.5＜t≦6mm の中板については，上記の巾，

長さに関する寸法エキストラの標準値は適用できないので，幅 1000≦W≦2000mm，長さ 3000≦ℓ≦6000mm

にて計上し，巾及び厚さの複合エキストラを物価資料等により別途加算すること。 

なお，これにより難い場合は別途考慮すること。 
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表 3.1 橋梁形式別標準工数 

要素 ａ1 

(人/個) 

ａ2 

(人/個) 

ｂ1 

(人/10m) 

ｂ2 

(人/10m) 

ｃ 

(人/個) 形式 

単 純 鈑 桁 1.15 0.25 0.94 0.39 0.43 

連 続 鈑 桁 1.22 0.19 0.78 0.37 0.38 

箱 桁 2.25 0.31 0.87 0.37 3.09 

鋼 床 版 鈑 桁 0.99 0.20 0.92 0.62 3.61 

鋼 床 版 箱 桁 3.78 0.33 1.03 0.53 6.24 

ト ラ ス 0.56 0.33 0.75 0.32 0.79 

ア ー チ 1.59 0.41 0.93 0.55 2.55 

ラ ー メ ン 1.98 0.40 0.80 0.57 3.26 

角 型 鋼 橋 脚 3.70 0.63 1.69 3.30 10.66 

丸 型 鋼 橋 脚 6.39 0.54 0.32 0.86 8.20 

角 型 ア ン カ ー 

フ レ ー ム 
－ 0.35 － － 11.67 

丸 型 ア ン カ ー 

フ レ ー ム 
－ 0.19 － － 5.57 

 

表 3.1 橋梁形式別標準工数 

要素 ａ1 

(人/個) 

ａ2 

(人/個) 

ｂ1 

(人/10m) 

ｂ2 

(人/10m) 

ｃ 

(人/個) 形式 

単 純 鈑 桁 1.48 0.32 0.94 0.39 0.43 

連 続 鈑 桁 1.22 0.19 0.78 0.37 0.38 

箱 桁 2.25 0.31 0.87 0.37 3.09 

鋼 床 版 鈑 桁 0.99 0.20 0.92 0.62 3.61 

鋼 床 版 箱 桁 3.78 0.33 1.03 0.53 6.24 

ト ラ ス 0.56 0.33 0.75 0.32 0.79 

ア ー チ 1.59 0.41 0.93 0.55 2.55 

ラ ー メ ン 1.98 0.40 0.80 0.57 3.26 

角 型 鋼 橋 脚 3.70 0.63 1.69 3.30 10.66 

丸 型 鋼 橋 脚 6.39 0.54 0.32 0.86 8.20 

角 型 ア ン カ ー 

フ レ ー ム 
－ 0.35 － － 11.67 

丸 型 ア ン カ ー 

フ レ ー ム 
－ 0.19 － － 5.57 

 

(2) 横断歩道橋の標準工数は表 4.1 のとおりとする。 

 

表 4.1 横断歩道橋標準工数 （人/t）

桁本体部 階段部 斜路部 支柱部 高欄部 

Ｉ桁：11.3 

Ｈ桁： 9.3 

Ｃ桁：11.8 

箱桁：13.9 

Ｉ桁： 9.9 

螺旋：12.3 

Ｉ桁： 8.8 

箱桁： 9.4 
8.2 11.6 

(2) 横断歩道橋の標準工数は表 4.1 のとおりとする。 

 

表 4.1 横断歩道橋標準工数 （人/t）

桁本体部 階段部 斜路部 支柱部 高欄部 

Ｉ桁：11.3 

Ｈ桁： 9.3 

Ｃ桁：11.8 

箱桁：13.9 

Ｉ桁：13.8 

螺旋：12.3 

Ｉ桁： 8.8 

箱桁： 9.4 
8.2 14.5 

 

3－2 製作工労務単価（県） 

工場製作における工数単価（直接労務費）は設計単価表とする。 
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表 5.1 鋼橋工場製作輸送費 （沖縄を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋   種 輸送単価（円/t） 

鈑桁（鋼床版鈑桁を除く） Ｙ＝35.07Ｘ＋ 13,051 

鈑桁（鋼床版鈑桁のみ） Ｙ＝33.11Ｘ＋ 14,686 

箱桁（鋼床版箱桁を除く） Ｙ＝29.94Ｘ＋ 12,939 

箱桁（鋼床版箱桁のみ） Ｙ＝26.38Ｘ＋ 13,472 

トラス，アーチ，ラーメン Ｙ＝24.95Ｘ＋ 14,523 

橋 脚 Ｙ＝26.12Ｘ＋ 8,518 

アンカーフレーム Ｙ＝24.01Ｘ＋ 11,384 

横断歩道橋 Ｙ＝80.84Ｘ＋ 11,938 

表 5.1 鋼橋工場製作輸送費 （沖縄を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋   種 輸送単価（円/t） 

鈑桁（鋼床版鈑桁を除く） Ｙ＝35.07Ｘ＋ 13,051 

鈑桁（鋼床版鈑桁のみ） Ｙ＝33.11Ｘ＋ 14,686 

箱桁（鋼床版箱桁を除く） Ｙ＝29.94Ｘ＋ 12,939 

箱桁（鋼床版箱桁のみ） Ｙ＝23.93Ｘ＋ 16,437 

トラス，アーチ，ラーメン Ｙ＝24.95Ｘ＋ 14,523 

橋 脚 Ｙ＝23.44Ｘ＋ 15,721 

アンカーフレーム Ｙ＝24.01Ｘ＋ 11,384 

横断歩道橋 Ｙ＝80.84Ｘ＋ 11,938 
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3－1 移動式クレーン 

移動式クレーンの機械･規格は，次表を標準とする。 

表 3.1 機種の選定 

作 業 種 別 用 途 機 種 ･ 規 格 

・移動式クレーン 

・移動式クレーンによる 

ステージング 

・架設用 

クレーン 

・合成床版用 

クレーン 

5t吊以上80t吊未満 ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 各種 

それ以外       トラッククレーン 

油圧伸縮ジブ型 各種 

・ケーブルクレーン 

・ケーブルクレーンによる

ステージング 

・ケーブルエレクション 

補助クレーン 
ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 各種 

(注)1．架設用クレーン，合成床版用クレーン，補助クレーンは，最大部材質量，作業半径，吊上げ高さ等を勘案し，

現場条件に適合した規格，台数を選定し計上する。 

2．地組を行う場合の主クレーンは架設と兼用するものとし，最大部材質量，作業半径は地組を考慮したものと

する。 

3．ケーブルクレーン，ケーブルクレーンによるステージング, ケーブルエレクション工法の場合，ケーブル

設備据付･解体等は補助クレーンを使用する。 

4．現場条件により上表により難い場合は，クレーンの機種･規格を別途選定する。その際にも本歩掛を適用

できる。 

5．トラッククレーン及びラフテレーンクレーンは、賃料とする。 

6．補助クレーンに使用するラフテレーンクレーンで 7t，10t，45t を選定した場合は，排出ガス対策型

（第 1 次基準値）とする。 

7．架設用クレーン，合成床版用クレーンについて，規格が 5t 吊以上 80t 吊未満となる場合は，ラフテレーン

クレーン（排出ガス対策型（第 2次基準値））を標準とする。 

8．支承工，落橋防止装置取付工，ベント設備設置･撤去，ベント基礎設置･撤去で使用するクレーンは各工種で

計上する。 

3－1 移動式クレーン 

移動式クレーンの機械･規格は，次表を標準とする。 

表 3.1 機種の選定 

作 業 種 別 用 途 機 種 ･ 規 格 

・移動式クレーン 

・移動式クレーンによる 

ステージング 

・架設用 

クレーン 

・合成床版用 

クレーン 

5t吊以上80t吊未満 ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 各種 

それ以外       トラッククレーン 

油圧伸縮ジブ型 各種 

・ケーブルクレーン 

・ケーブルクレーンによる

ステージング 

・ケーブルエレクション 

補助クレーン 
ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型･ 

排出ガス対策型（第2次基準値） 各種 

(注)1．架設用クレーン，合成床版用クレーン，補助クレーンは，最大部材質量，作業半径，吊上げ高さ等を勘案し，

現場条件に適合した規格，台数を選定し計上する。 

2．地組を行う場合の主クレーンは架設と兼用するものとし，最大部材質量，作業半径は地組を考慮したものと

する。 

3．ケーブルクレーン，ケーブルクレーンによるステージング, ケーブルエレクション工法の場合，ケーブル

設備据付･解体等は補助クレーンを使用する。 

4．現場条件により上表により難い場合は，クレーンの機種･規格を別途選定する。その際にも本歩掛を適用

できる。 

5．トラッククレーン及びラフテレーンクレーンは、賃料とする。 

6．架設用クレーン，合成床版用クレーンについて，規格が 5t 吊以上 80t 吊未満となる場合は，ラフテレーン

クレーン（排出ガス対策型（第 2次基準値））を標準とする。 

7．支承工，落橋防止装置取付工，ベント設備設置･撤去，ベント基礎設置･撤去で使用するクレーンは各工種で

計上する。 

3－6 仮締めボルト及びドリフトピンの規格及び数量 

仮締めボルト及びドリフトピンの規格及び数量は，次表を標準とする。これにより難い場合は，別途

考慮する。 

 

表 3.3 仮締めボルト及びドリフトピンの数量 

名 称 規 格 
本締めボルト 

規 格 
穴 径 

100 本当り損料 

（円/供用日） 
数 量 

仮 締 め ボ ル ト 
φ22mm 用 Ｍ22 φ24.5mm 48 本締めボルト総本

数×1/3×2/3 φ19mm 用 Ｍ19 φ21.5mm 24 

ド リ フ ト ピ ン 
φ24.5×150mm Ｍ22 φ24.5mm 別途 本締めボルト総本

数×1/3×1/3 φ21.5×150mm Ｍ19 φ21.5mm 別途 

 

3－6 仮締めボルト及びドリフトピンの規格及び数量 

仮締めボルト及びドリフトピンの規格及び数量は，次表を標準とする。これにより難い場合は，別途

考慮する。 

 

表 3.3 仮締めボルト及びドリフトピンの数量 

名 称 規 格 
本締めボルト 

規 格 
穴 径 

100 本当り損料 

（円/供用日） 
数 量 

仮 締 め ボ ル ト 
φ22mm 用 Ｍ22 φ24.5mm 48 本締めボルト総本

数×1/3×2/3 φ19mm 用 Ｍ19 φ21.5mm 24 

ド リ フ ト ピ ン 
φ24.5×150mm Ｍ22 φ24.5mm 別途 本締めボルト総本

数×1/3×1/3 φ21.5×150mm Ｍ19 φ21.5mm 別途 

(注)仮締めボルト及びドリフトピンの数量は、少数第１位を四捨五入し、整数とする。 
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表 11.1 ケーブルクレーン設備据付･解体歩掛 

建 方 型 式 
所要日数 

ｄｃ（日） 

編成人員 

（人） 

諸雑費率（%） 

(注)3 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 
門型 2 系統 0.095Ｗ＋0.12Ｌ＋1.47 

橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普 通 作 業 員 

1 

7 

1 

5 

(0.5) 

Ｗ：鉄塔質量（t） 

Ｌ：鉄塔間長（m） 

表 11.1 ケーブルクレーン設備据付･解体歩掛 

建 方 型 式 
所要日数 

ｄｃ（日） 

編成人員 

（人） 

諸雑費率（%） 

(注)3 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 
門型 2 系統 0.095Ｗ＋0.12Ｌ＋1.47 

橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普 通 作 業 員 

1 

7 

1 

4 

(0.5) 

Ｗ：鉄塔質量（t） 

Ｌ：鉄塔間長（m） 

表 11.4 ケーブルエレクション設備据付･解体歩掛 

建 方 型 式 
フォワード 

ケーブル 

所要日数 

ｄｅ（日） 

編成人員 

（人） 

諸雑費率（%） 

(注)3 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 

直吊  Ａ＋0.078Ｗ 
橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普 通 作 業 員 

1 

7 

1 

5 

(0.5) 斜吊 

3 本 

4 本 

5 本 

Ａ＋0.053Ｗ 

Ａ＋0.067Ｗ 

Ａ＋0.080Ｗ 

Ｗ：吊下橋体質量（t） 

Ａ：ケーブルクレーン設備据付･解体所要日数（日） 

表 11.4 ケーブルエレクション設備据付･解体歩掛 

建 方 型 式 
フォワード 

ケーブル 

所要日数 

ｄｅ（日） 

編成人員 

（人） 

諸雑費率（%） 

(注)3 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 

直吊  Ａ＋0.078Ｗ 
橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普 通 作 業 員 

1 

7 

1 

4 

(0.5) 斜吊 

3 本 

4 本 

5 本 

Ａ＋0.053Ｗ 

Ａ＋0.067Ｗ 

Ａ＋0.080Ｗ 

Ｗ：吊下橋体質量（t） 

Ａ：ケーブルクレーン設備据付･解体所要日数（日） 
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16－6 諸雑費 

諸雑費は，雑消耗材料費（酸素，アセチレン，ＣＯ2，ガウジングカーボン，裏当押え板，エンドタブ材等），

空気圧縮機･溶接工具（フラックス乾燥機，溶接用ケーブル，ファン（軸流式）等）の損料及び運転経費，電

力に関する経費等の費用であり，労務費，機械損料の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。

なお，商用電源を使用した場合は，（ ）内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 16.4 諸雑費率 （%）

諸雑費率 28(10) 

 

14．検査路架設工 

(1) 支承廻りの検査路で単独に発注する場合に適用する。 

(2) 架設工 

(イ) 組立工歩掛 

組立歩掛は，次表を標準とする。 

表 14.1 組立歩掛 

1 日当り架設質量 編 成 人 員 

1t/日 

橋 り ょ う 世 話 役 1人 

橋 り ょ う 特 殊 工 4人 

普 通 作 業 員 1人 

(注)1．上記歩掛はボルト組立式であり，溶接組立式の場合は，溶接工 0.5 人を編成

人員に加えるものとする。 

2．組立工使用機械は，トラック［クレーン装置付］ベーストラック 4～4.5t 積

吊能力 2.0t を必要日数計上する。 

3．溶接組立式の検査路の場合，溶接機（200 ～ 250 A 手動）を溶接工作業日数

計上する。 

4．トラック（クレーン装置付）及び溶接機の運転時間は 6.7h/日とする｡ 

(3) 足場工 

足場工は吊足場を標準とし，地上からの場合は枠組足場とする。 

(イ) 吊足場工は次による。 

足場工費＝(490＋0.060Ｙ)･Ａ 

Ｙ：橋りょう特殊工単価 

Ａ：吊足場面積 

Ａ＝(橋梁巾員＋2.0m)×(検査路巾＋1.0m) 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルトの穿孔及び設置歩掛は，次表を標準とする。 

表 14.2 穿孔及び設置歩掛 

1 日当り作業量 編 成 人 員 使 用 機 械 

42 本/日 

土木一般世話役 0.2 人 
電動ハンマドリル 

穴あけ能力 φ38～40mm 

特 殊 作 業 員 1 人 
発動発電機［ガソリンエンジン駆動］ 

定格容量 2kVA×1 台 

普 通 作 業 員 1 人  

(注) ハンマドリルの運転時間は，7 時間/日とする。 

15－6 諸雑費 

諸雑費は，雑消耗材料費（酸素，アセチレン，ＣＯ2，ガウジングカーボン，裏当押え板，エンドタブ材等），

空気圧縮機･溶接工具（フラックス乾燥機，溶接用ケーブル，ファン（軸流式）等）の損料及び運転経費，電

力に関する経費等の費用であり，労務費，機械損料の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。

なお，商用電源を使用した場合は，（ ）内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 15.4 諸雑費率 （%）

諸雑費率 27(10) 
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(27) 検査路架設工（ボルト組立式）1t当り単価表                                         SWB470590 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 1  

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 4  

普 通 作 業 員  〃 1  

ト ラ ッ ク 

［クレーン装置付］運転 

ベーストラック 

4～4.5t 積 

吊能力 2.0t 

h 6.7 機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

(28) 検査路架設工（溶接組立式）1t 当り単価表                                           SWB470590 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 1  

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 4  

普 通 作 業 員  〃 1  

溶 接 工  〃 0.5  

ト ラ ッ ク 

［クレーン装置付］運転 

ベーストラック 

4～4.5t 積 

吊能力 2.0t 

h 6.7 機械損料 

電 気 溶 接 機  日 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

 

(29) 足場工（検査路）吊足場 1m2当り単価表                                               SWB470600 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 0.06  

足 場 材 損 料  日 1  

諸 雑 費  式 1  

計     

 

(30) アンカーボルト設置 100 本当り単価表                                                  SWB470610 
 

名   称 規   格 単 位 数  量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.476  

特 殊 作 業 員  〃 2.381  

普 通 作 業 員  〃 2.381  

電動ハンマドリル 穴あけ能力 φ38～40mm 日 2.381 機械損料 

発 動 発 電 機 
ガソリンエンジン駆動 

2kVA 
〃 2.381 機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     
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表 3.1 トラッククレーンによる架設歩掛 

架設部材質量 
トラッククレーン 

規格･台数 

1日当り 

架設質量 

(t/日) 

編成人員(人/日) 

橋りょう 

世 話 役 

橋りょう 

特 殊 工 

普 通 

作 業 員 

諸雑費率 

(%) 

20t未満 
油圧伸縮ジブ型 

100t吊×1台 
125 1 5 3 

14 
20t以上 

35t未満 

油圧伸縮ジブ型 

160t吊×1台 
190 

1 7 3 
35t以上 

60t以下 

油圧伸縮ジブ型 

120t吊×2台 
225 

 

表 3.1 トラッククレーンによる架設歩掛 

架設部材質量 
トラッククレーン 

規格･台数 

1日当り 

架設質量 

(t/日) 

編成人員(人/日) 

橋りょう 

世 話 役 

橋りょう 

特 殊 工 

普 通 

作 業 員 

諸雑費率 

(%) 

20t未満 
油圧伸縮ジブ型 

100t吊×1台 
125 1 5 3 

13 
20t以上 

35t未満 

油圧伸縮ジブ型 

160t吊×1台 
190 

1 7 3 
35t以上 

60t以下 

油圧伸縮ジブ型 

120t吊×2台 
225 

 

 

表3.3 諸雑費率 (%) 

支間(m) 25以下 30以下 35以下 40以下 45以下 

諸雑費率(%) 53 44 37 27 23 

表3.3 諸雑費率 (%) 

支間(m) 25以下 30以下 35以下 40以下 45以下 

諸雑費率(%) 51 42 35 26 22 

表 3.6 横桁取付 

日当り作業量 

(箇所/日) 

編成人員(人/日) 諸雑費率

(%) 橋りょう世話役 橋りょう特殊工 普通作業員 

17 1 4 1 20 

表 3.6 横桁取付 

日当り作業量 

(箇所/日) 

編成人員(人/日) 諸雑費率

(%) 橋りょう世話役 橋りょう特殊工 普通作業員 

17 1 4 1 19 

(2)－2 架設機械器具経費（架設桁による架設）一式当り内訳書                             SWB471090 
 

名    称 規    格 単位 数量 摘   要 

架 設 桁 設 備  日 Ｃ×1.5  

引 出 し 設 備  〃 〃  

軌 道 設 備  〃 〃  

諸 雑 費  式 1 表3.3 

計     

(注) Ｃ＝架設日数＋架設機械据付･解体日数＋架設機械移動日数＋軌道設置･撤去日数 

(2)－2 架設機械器具経費（架設桁による架設）一式当り内訳書                             SWB471090 
 

名    称 規    格 単位 数量 摘   要 

架 設 桁 設 備  日 Ｃ×1.8  

引 出 し 設 備  〃 〃  

軌 道 設 備  〃 〃  

諸 雑 費  式 1 表3.3 

計     

(注) Ｃ＝架設日数＋架設機械据付･解体日数＋架設機械移動日数＋軌道設置･撤去日数 

(5) 架設機械器具経費 

架設機械は，移動式クレーン，架設桁設備，引出し設備，軌道設備とする。 

供用日数は次式による。なお，これにより難い場合は，別途考慮する。 

供用日数＝（架設日数＋架設機械据付･解体日数＋架設機械移動日数＋軌道設置･撤去日数）×1.5 

また，移動式クレーン（架設用）は賃料を標準とし，運転日数は次式による。 

移動式クレーン運転日数＝架設日数 

諸雑費は，仮締めボルト，ドリフトピン，架設工具損料及び電力に関する経費等の費用であり，

移動式クレーンを除く架設機械器具経費の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

(5) 架設機械器具経費 

架設機械は，移動式クレーン，架設桁設備，引出し設備，軌道設備とする。 

供用日数は次式による。なお，これにより難い場合は，別途考慮する。 

供用日数＝（架設日数＋架設機械据付･解体日数＋架設機械移動日数＋軌道設置･撤去日数）×1.8 

また，移動式クレーン（架設用）は賃料を標準とし，運転日数は次式による。 

移動式クレーン運転日数＝架設日数 

諸雑費は，仮締めボルト，ドリフトピン，架設工具損料及び電力に関する経費等の費用であり，

移動式クレーンを除く架設機械器具経費の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
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3－2 諸雑費 

諸雑費は，ポストテンション桁製作工にかかわる材料費（鉄筋，鋼製シース，グラウト材（超低粘性型），

グラウトホース，ビニルテープ等），消耗品費及び電力に関する経費等の費用であり，表 3.1 の労務費の合計

額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表 3.2 諸雑費率      (%) 

諸雑費率 31 

 

3－2 諸雑費 

諸雑費は，ポストテンション桁製作工にかかわる材料費（鉄筋，鋼製シース，グラウト材（超低粘性型），

グラウトホース，ビニルテープ等），消耗品費及び電力に関する経費等の費用であり，表 3.1 の労務費の合計

額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表 3.2 諸雑費率      (%) 

諸雑費率 38 

 

5．機種の選定等 

5－1 機種の選定 

ポストテンション桁製作工に，使用する機械･規格は次表を標準とする。 

表5.1 機種の選定 (1工事当り) 

作業種別 名  称 規  格 単 位 数 量 供用日数 
損 料 額 

規 格 円/供用日 

緊 張 工 
緊張ジャッキ･ 

ポンプ 
各種 組 2 Ａ 

1300kN(130t)型 

2200kN(225t)型 

3100kN(320t)型 

7,470 

8,200 

11,400 

門型クレーン工 
門型クレーン 

電動ホイスト 

[3.Ot吊 

電動ホイスト] 

3.Ot吊用 

基 

台 

1 

1 

Ａ 

Ａ 
 11,100 

主桁製作用型枠 鋼製型枠 
ポストテンショ 

ン桁用 
m2･日 必要量 Ａ 

1組当りの 

型枠面積を計上 
412 

(注)1．Ａ＝供用日数 

＝0.16×Ｖ×α＋20 

Ｖ：コンクリート設計量（m3） 

α：供用日補正係数 

供用日補正係数は，下記による。 

 
支間長Ｌ(m) 

Ｌ≦35 35＜Ｌ≦40 40＜Ｌ≦45 

α 1.0 0.73 0.60 

2．鋼製型枠面積の算出にあたっては，側部及び端部面積のみとし，定着部面積は考慮しないものとする。 

なお，底型枠は主桁製作台を利用する。 

3．鋼製型枠は 1組を標準とし必要数量を計上する。 

 

5－2 雑機械費 

雑機械費は，ポストテンション桁製作工に必要な表 5.1 の機械器具を除く雑機械（グラウトポンプ，

グラウト流量計，水槽，空気圧縮機，真空ポンプ等）の損料等の費用であり，表 5.1 の機械器具損料の

合計額に次表の率を乗じた額を上限として計上する。 

     表 5.2 雑機械費率     (%) 

雑機械費率 86 

 

5．機種の選定等 

5－1 機種の選定 

ポストテンション桁製作工に，使用する機械･規格は次表を標準とする。 

表5.1 機種の選定 (1工事当り) 

作業種別 名  称 規  格 単 位 数 量 供用日数 
損 料 額 

規 格 円/供用日 

緊 張 工 
緊張ジャッキ･ 

ポンプ 
各種 組 2 Ａ 

1300kN(130t)型 

2200kN(225t)型 

3100kN(320t)型 

7,470 

8,200 

11,400 

門型クレーン工 
門型クレーン 

電動ホイスト 

[3.Ot吊 

電動ホイスト] 

3.Ot吊用 

基 

台 

1 

1 

Ａ 

Ａ 
 11,100 

主桁製作用型枠 鋼製型枠 
ポストテンショ 

ン桁用 
m2･日 必要量 Ａ 

1組当りの 

型枠面積を計上 
412 

(注)1．Ａ＝供用日数 

＝0.19×Ｖ×α＋24 

Ｖ：コンクリート設計量（m3） 

α：供用日補正係数 

供用日補正係数は，下記による。 

 
支間長Ｌ(m) 

Ｌ≦35 35＜Ｌ≦40 40＜Ｌ≦45 

α 1.0 0.73 0.60 

2．鋼製型枠面積の算出にあたっては，側部及び端部面積のみとし，定着部面積は考慮しないものとする。 

なお，底型枠は主桁製作台を利用する。 

3．鋼製型枠は 1組を標準とし必要数量を計上する。 

 

5－2 雑機械費 

雑機械費は，ポストテンション桁製作工に必要な表 5.1 の機械器具を除く雑機械（グラウトポンプ，

グラウト流量計，水槽，空気圧縮機，真空ポンプ等）の損料等の費用であり，表 5.1 の機械器具損料の

合計額に次表の率を乗じた額を上限として計上する。 

     表 5.2 雑機械費率     (%) 

雑機械費率 83 

 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－4－⑧－1



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅳ－4－⑧－2

Ⅳ－4－⑨－7

4．施工歩掛 

4－1 プレキャストセグメント主桁組立工 

   プレキャストセグメント主桁組立工とはフロー図の示す通り，セグメントの取卸から緊張，グラウト

注入までのプレキャストセグメント桁の組立にかかる一連の作業であり，歩掛は次表を標準とする。 

表 4.1 プレキャストセグメント主桁組立工歩掛 

桁種別 分割数 日当り施工量（本/日） 編成人員（人/日） 

中空桁 

 3 
Ｄ＝-0.1063･H＋1.1 

ただしＨは 0.7≦Ｈ≦1.5 

橋りょう世話役 
 

橋りょう特殊工 
 

普通作業員 

1 
 
5 
 
3 

 5 
Ｄ＝-0.1133･H＋0.85 

ただしＨは 1.0≦Ｈ≦1.5 

Ｔ桁 

少数桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

（多径間含む）

3 
Ｄ＝-0.1098･H＋1.05 

ただしＨは 1.5≦Ｈ≦2.5 

5 
Ｄ＝-0.0751･H＋0.63 

ただしＨは 1.5≦Ｈ≦3.0 

 Ｄ：日当り施工量（本/日） 

 Ｈ：桁高（m） 

（注）日当り施工量Ｄは，小数第 2位を四捨五入し，第 1位とする。 

4－2 諸雑費 

   諸雑費は，接着剤，グラウト，コンクリート（端部)，型枠用合板，はく離剤等の材料費，表 6.1 の

機械器具を除く雑機械の損料等の経費，プレキャストセグメント桁組立に必要な消耗品費，電力に関

わる経費等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表 4.2 諸雑費率 （%） 

  

3 分割 5 分割 

中空桁 

Ｔ桁 

少数桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

 

PC ｺﾝﾎﾟ桁

（多径間） 

 

中空桁 

Ｔ桁 

少数桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

（多径間） 

諸 雑 費 率 35 37 49 43 39 58 

（注）PC コンポ桁（多径間）諸雑費率は架設桁による架設を行う場合にのみ適用できる。 

4．施工歩掛 

4－1 プレキャストセグメント主桁組立工 

   プレキャストセグメント主桁組立工とはフロー図の示す通り，セグメントの取卸から緊張，グラウト

注入までのプレキャストセグメント桁の組立にかかる一連の作業であり，歩掛は次表を標準とする。 

表 4.1 プレキャストセグメント主桁組立工歩掛 

桁種別 分割数 日当り施工量（本/日） 編成人員（人/日） 

中空桁 

 3 
Ｄ＝-0.1095×H＋1.13 

ただしＨは 0.7≦Ｈ≦1.5 

橋りょう世話役 
 

橋りょう特殊工 
 

普通作業員 

1 
 
5 
 
3 

 5 
Ｄ＝-0.1167×H＋0.88 

ただしＨは 1.0≦Ｈ≦1.5 

Ｔ桁 

少数桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

（多径間含む）

3 
Ｄ＝-0.1131×H＋1.08 

ただしＨは 1.5≦Ｈ≦2.5 

5 
Ｄ＝-0.0774×H＋0.65 

ただしＨは 1.5≦Ｈ≦3.0 

 Ｄ：日当り施工量（本/日） 

 Ｈ：桁高（m） 

（注）日当り施工量Ｄは，小数第 2位を四捨五入し，第 1 位とする。 

4－2 諸雑費 

   諸雑費は，プレキャストセグメント組立工にかかわる材料費（接着剤，グラウト材（超低粘性型），

コンクリート（端部)，型枠用合板，はく離剤等）,機械器具費（表 6.1 の機械器具を除く雑機械（重

量台車（引き出し用・調整用）,レバーブロック,軌条,グラウトポンプ,ウインチ,ワイヤロープ,グラ

ウト流量計,水槽,真空ポンプ,発動発電機,空気圧縮機等））,消耗品費，電力に関わる経費等の費用で

あり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表 4.2 諸雑費率 （%） 

  

3 分割 5 分割 

中空桁 

Ｔ桁 

少数桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

 

PC ｺﾝﾎﾟ桁

（多径間） 

 

中空桁 

Ｔ桁 

少数桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

PC ｺﾝﾎﾟ桁 

（多径間） 

諸 雑 費 率 65 71 82 76 71 87 

（注）PC コンポ桁（多径間）諸雑費率は架設桁による架設を行う場合にのみ適用できる。 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，架設工具等の費用及び電力に関する経費等の費用であり，架設機械器具費の合計額に次表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 4.6 諸雑費率       (%) 

ポストテンション桁 11 

プレキャストセグメント桁 9 

 

(2) 諸雑費 

諸雑費は，架設工具等の費用及び電力に関する経費等の費用であり，架設機械器具費の合計額に次表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表 4.6 諸雑費率       (%) 

ポストテンション桁 11 

プレキャストセグメント桁 8 
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表 5.1 間詰床版及び横桁の鉄筋加工･組立歩掛 (1t 当り) 

編成人員(人) 
諸雑費率(%) 

土木一般世話役 鉄筋工 普通作業員 

0.8 3.8 1.7 5 

 

表 5.1 間詰床版及び横桁の鉄筋加工･組立歩掛 (1t 当り) 

編成人員(人) 
諸雑費率(%) 

土木一般世話役 鉄筋工 普通作業員 

0.8 3.8 1.7 4 

 

表 5.4 コンクリート工歩掛 (10m3当り) 

桁 区 分 

編 成 人 員 (人) 
諸雑費率 

(%) 
橋りょう 

世話役 
特殊作業員 型わく工 普通作業員 

プレテンションＴ桁, 

ポストテンション桁 
2.9 4.0 9.3 9.1(7.5) 9(7) 

プレテンション床版桁 1.6 1.7 2.5 3.9(2.4) 10(5) 

 

表 5.4 コンクリート工歩掛 (10m3当り) 

桁 区 分 

編 成 人 員 (人) 
諸雑費率 

(%) 
橋りょう 

世話役 
特殊作業員 型わく工 普通作業員 

プレテンションＴ桁, 

ポストテンション桁 
2.9 4.0 9.3 9.1(7.5) 8(7) 

プレテンション床版桁 1.6 1.7 2.5 3.9(2.4) 10(5) 

 

表5.8 緊張工歩掛 (10ケーブル当り) 

種 類 

規 格 編成人員(人) 
諸雑費率 

(%) ＰＣケーブル 
橋りょう 

世話役 

橋りょう 

特殊工 
普通作業員 

シングルストランド 

システム 

390kN(40t)型(1S17.8) 

0.4 1.2 0.6 4 450kN(50t)型(1S19.3) 

570kN(60t)型(1S21.8) 

950kN(100t)型(1S28.6) 0.6 1.4 0.6 3 

 

表5.8 緊張工歩掛 (10ケーブル当り) 

種 類 

規 格 編成人員(人) 
諸雑費率 

(%) ＰＣケーブル 
橋りょう 

世話役 

橋りょう 

特殊工 
普通作業員 

シングルストランド 

システム 

390kN(40t)型(1S17.8) 

0.4 1.2 0.6 3 450kN(50t)型(1S19.3) 

570kN(60t)型(1S21.8) 

950kN(100t)型(1S28.6) 0.6 1.4 0.6 3 

 

表8.1 ＰＣ板支承工歩掛 （両側100m当り） 

編 成 人 員（人） 使 用 材 料 

諸雑費率 

（%） 橋りょう世話役 普通作業員 

支承工用目地材 

（m） 

無収縮モルタル 

（m3） 

10×15mm 
プレミックス 

タイプ 

0.4 1.3 205 0.36 5 

 

表8.1 ＰＣ板支承工歩掛 （両側100m当り） 

編 成 人 員（人） 使 用 材 料 

諸雑費率 

（%） 橋りょう世話役 普通作業員 

支承工用目地材 

（m） 

無収縮モルタル 

（m3） 

10×15mm 
プレミックス 

タイプ 

0.4 1.3 205 0.36 4 

 

表8.5 継目工歩掛 （100m当り）

編 成 人 員（人） 使 用 材 料 
諸雑費率 

（%） 橋りょう世話役 普通作業員 
無収縮モルタル（m3） 

プレミックスタイプ 

0.1 1.1 0.07 9 

 

表8.5 継目工歩掛 （100m当り）

編 成 人 員（人） 使 用 材 料 
諸雑費率 

（%） 橋りょう世話役 普通作業員 
無収縮モルタル（m3） 

プレミックスタイプ 

0.1 1.1 0.07 8 

 

（9）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

コンクリートポンプ車 トラック架装･ブーム式 
圧送能力90～110m3/h 機－18 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 99 
機械損料数量→ 1.00 

 

（9）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

コンクリートポンプ車 トラック架装･ブーム式 
圧送能力90～110m3/h 機－18 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 81 
機械損料数量→ 1.00 
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表 3.2 コンクリートアンカーボルト設置 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車 トラック架装リフト・ブーム型・ 

幅広デッキタイプ 作業床高さ 10～12ｍ以下 

・賃料 

・足場無しの場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊） ・足場無しの場合 

材料 

Ｚ1 あと施工アンカー 芯棒打込み式 M12  

Ｚ2 軽油 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

（7）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表  指 定 事 項  

コンクリートポンプ車 
トラック架装･ブーム式 
圧送能力90～110m3/h 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量→ 98 

機械損料数量→ 1.01 

 

（7）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表  指 定 事 項  

コンクリートポンプ車 
トラック架装･ブーム式 
圧送能力90～110m3/h 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量→ 79 

機械損料数量→ 1.01 

 

表 5.3 取替工歩掛 （1m 当り） 

名 称 規 格 単位 数量 

橋 り ょ う 世 話 役  人 0.2 

特 殊 作 業 員  〃 1.2 

普 通 作 業 員  〃 0.5 

ト ラ ッ ク 運 転 

クレーン装置付 
ベーストラック 4t 級 
吊能力 2.9t 

日 0.2 

諸 雑 費 率  % 23 

 

表 5.3 取替工歩掛 （1m 当り） 

名 称 規 格 単位 数量 

橋 り ょ う 世 話 役  人 0.2 

特 殊 作 業 員  〃 1.2 

普 通 作 業 員  〃 0.5 

ト ラ ッ ク 運 転 

クレーン装置付 
ベーストラック 4t級 
吊能力 2.9t 

日 0.2 

諸 雑 費 率  % 22 

 

表 3.2 コンクリートアンカーボルト設置 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車 トラック架装リフト・ブーム型・ 

幅広デッキタイプ 作業床高さ 10～12ｍ未満 

・賃料 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 あと施工アンカー 芯棒打込み式 M12  

Ｚ2 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

 

表 3.4 排水管設置 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車 トラック架装リフト・ブーム型・ 

幅広デッキタイプ 作業床高さ 10～12ｍ未満 

・賃料 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊）  

材料 

Ｚ1 軽油 1.2 号 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  

表 3.4 排水管設置 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ1 
高所作業車 トラック架装リフト・ブーム型・ 

幅広デッキタイプ 作業床高さ 10～12ｍ以下 

・賃料 

・足場無しの場合 

Ｋ2 －  

Ｋ3 －  

労務 

Ｒ1 特殊作業員  

Ｒ2 普通作業員  

Ｒ3 土木一般世話役  

Ｒ4 運転手（特殊） ・足場無しの場合 

材料 

Ｚ1 軽油 パトロール給油  

Ｚ2 －  

Ｚ3 －  

Ｚ4 －  

市場単価 Ｓ －  
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（15）機械運転単価表 
 

名 称 規 格 適用単価表  指 定 事 項  

ト ラ ッ ク 

クレーン装置付 

ベーストラック 4t 級･ 

吊能力 2.9t 

機－28 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 36 
機械賃料数量→ 1.00 

 

（15）機械運転単価表 
 

名 称 規 格 適用単価表  指 定 事 項  

ト ラ ッ ク 

クレーン装置付 

ベーストラック 4t 級･ 

吊能力 2.9t 

機－28 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 33 
機械賃料数量→ 1.00 

 

（5）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

コ ン ク リ ー ト 
ポ ン プ 車 

トラック架装･ブーム式 
圧送能力90～110m3/h 

機－20 

機 械 損 料 1→コンクリート 
ポンプ車 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 82 
機械損料数量→ 1.03 

機 械 損 料 2→コンクリート 
       圧送管(径125mm) 
単 位→m･供用日 
数 量→Ｌ×1.03 

(注) Ｌ：コンクリートポンプ車から作業範囲30mを超えた部分の圧送管延長 

 

（5）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

コ ン ク リ ー ト 
ポ ン プ 車 

トラック架装･ブーム式 
圧送能力90～110m3/h 

機－20 

機 械 損 料 1→コンクリート 
ポンプ車 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 66 
機械損料数量→ 1.03 

機 械 損 料 2→コンクリート 
       圧送管(径125mm) 
単 位→m･供用日 
数 量→Ｌ×1.03 

(注) Ｌ：コンクリートポンプ車から作業範囲30mを超えた部分の圧送管延長 
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表2.1 コンクリート打設歩掛 （人/10m3当り）

コンクリート打設量（m3/基）  

名 称   単位   

土 木 一 般 世 話 役 人 0.06 

特 殊 作 業 員 〃 0.18 

普 通 作 業 員 〃 0.24 

コ ン ク リ ー ト ポ ン プ 車 運 転 日 0.06 

諸 雑 費 率 % 4 

 

50m3以上 

 
表2.1 コンクリート打設歩掛 （人/10m3当り）

コンクリート打設量（m3/基）  

名 称   単位   

土 木 一 般 世 話 役 人 0.06 

特 殊 作 業 員 〃 0.18 

普 通 作 業 員 〃 0.24 

コ ン ク リ ー ト ポ ン プ 車 運 転 日 0.06 

諸 雑 費 率 % 3 

 

50m3以上 
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　　（新設）

3．施工歩掛 

 3－1 アンカーボルト設置歩掛 

検査路架設にかかるアンカーボルト設置歩掛は，次表を標準とする。 

 

          表 3.1 アンカーボルト設置歩掛 （100 本当り）

名  称 規  格 単 位 
数 量 

足場有り 足場無し 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.2 

特 殊 作 業 員  〃 1.3 

普 通 作 業 員  〃 0.7 

ア ン カ ー ボ ル ト 各種 本 100 

高 所 作 業 車 運 転 
トラック架装リフト 

（幅広デッキ,ブーム型）作業床高 12m 
日 － 1.1 

諸 雑 費 率  ％ 2 

（注）1．本歩掛は,検査路を架設する際のアンカーボルト設置（コンクリート削孔含む）である。 

2．諸雑費は，ハンマドリル・発動発電機の損料，燃料等の費用であり，労務費の合計額に 

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
3．足場の設置は，別途計上する。 

4．高所作業車は，賃料とする。 

なお，現場条件等により上記の高所作業車規格により難い場合は，別途考慮する。 

⑳ 橋梁検査路架設工（建地－E） 
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　　（新設） 3－2 検査路架設歩掛 

検査路架設歩掛は，次表を標準とする。 

 

          表 3.2 検査路架設歩掛 （10m 当り）

名  称 規  格 単 位 
数 量 

足場有り 足場無し 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.7 

特 殊 作 業 員  〃 1.7 

普 通 作 業 員  〃 0.8 

ト ラ ッ ク 運 転 
クレーン装置付ベーストラック 4t 級 

吊能力 2.9t 
日 0.71 

高 所 作 業 車 運 転 
トラック架装リフト 

（幅広デッキ,ブーム型）作業床高 12m 
〃 － 0.71 

諸 雑 費 率  ％ 0.3 

（注）1．本歩掛は，歩廊設置を含まない場合は適用できない。（（例）昇降設備のみ設置等） 

2．本歩掛は，トラック[クレーン装置付]により検査路を架設（現地組立， 

ブラケット設置，昇降設備設置含）するものである。 

3．諸雑費は，インパクトレンチ・チェーンブロックの損料の費用であり，労務費の 

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

4．足場の設置は，別途計上する。 

5．高所作業車は，賃料とする。 

なお，現場条件等により上記の高所作業車規格により難い場合は，別途考慮する。 
6．トラック[クレーン装置付]は，賃料とする。 

なお，現場条件等により上記のトラック[クレーン装置付]規格により難い場合は， 

別途考慮する。 

7．検査路の数量は，歩廊長（中心延長）とする。 

 

4．日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

作 業 名 
作業日当り標準作業量 

摘 要 
足場有り 足場無し 

ア ン カ ー ボ ル ト 設 置 92 本／日  

検 査 路 架 設 14 ｍ／ 日  
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　　（新設）

（1）アンカーボルト設置 100本当り単価表 

 SWB474510 

名  称 規  格 単 位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ア ン カ ー ボ ル ト 各種 本 100  

高 所 作 業 車 運 転 

トラック架装リフト 

（幅広デッキ,ブーム型） 

作業床高 12m 

日  

表 3.1 機械賃料 

足場を使用しない場合に

計上 

諸 雑 費  式 1 表3.1 

計     

（注）アンカーボルトの材料費は，別途計上する。 

 

（2）検査路架設 10m 当り単価表 

 SWB474520 

名  称 規  格 単 位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.2 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ト ラ ッ ク 運 転 

クレーン装置付 

ベーストラック 4t級 

吊能力 2.9t 

日  〃 機械賃料 

高 所 作 業 車 運 転 

トラック架装リフト 

（幅広デッキ,ブーム型） 

作業床高 12m 

〃  

〃 機械賃料 

足場を使用しない場合に

計上 

諸 雑 費  式 1 表3.2 

計     

（注）検査路の材料費は，別途計上する。 

 

（3）機械運転単価表 

 

機 械 名 規  格 適用単価表 指定事項  

高 所 作 業 車 

トラック架装リフト 

（幅広デッキ,ブーム型） 

作業床高 12m 

機－28 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量→ 23 

機械賃料数量→ 1.36 

ト ラ ッ ク 

クレーン装置付 

ベーストラック 4t級 

吊能力 2.9t 

機－28 

運転労務数量→ 1.00 

燃料消費量→ 29 

機械賃料数量→ 1.31 

 

5．単価表 
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表 1.5  モルタル金ゴテ仕上げ歩掛表 

SWC696100 

（1m2 当り）

名      称 規  格 単 位 
数          量 

備 考 
床 壁 特  殊 

モ ル タ ル 1：2 m3 0.02 － －  

〃 1：3 〃 － 0.02 0.02  

左 官 工  人 0.048 0.15 0.225  

普 通 作 業 員  〃 0.006 0.018 0.027     

 

 

表 1.5  モルタル金ゴテ仕上げ歩掛表 

SWC696100 

（1m2 当り）

名      称 規  格 単 位 
数          量 

備 考 
床 壁 特  殊 

モ ル タ ル 1：3 m3 0.02 － －  

〃 1：3 〃 － 0.02 0.02  

左 官 工  人 0.048 0.15 0.225  

普 通 作 業 員  〃 0.006 0.018 0.027     

 

 

表 1.7  モルタルハケ引き仕上げ歩掛表 

SWC696200 

（1m2 当り）

名      称 規  格 単 位 
数          量 

備      考 
床 壁 特  殊 

モ ル タ ル 1：2 m3 0.02 － －  

〃 1：3 〃 － 0.02 0.02  

左 官 工  人 0.038 0.12 0.18  

普 通 作 業 員  〃 0.006 0.018 0.027      

 

 

表 1.7  モルタルハケ引き仕上げ歩掛表 

SWC696200 

（1m2 当り）

名      称 規  格 単 位 
数          量 

備      考 
床 壁 特  殊 

モ ル タ ル 1：3 m3 0.02 － －  

〃 1：3 〃 － 0.02 0.02  

左 官 工  人 0.038 0.12 0.18  

普 通 作 業 員  〃 0.006 0.018 0.027      

 

表 1.6  モルタル金ゴテ仕上げ（床）（壁）（特殊）1m2 当り単価表 
 

名   称 規  格 単 位 数 量 摘   要 

モ ル タ ル 1：○ m3  表 1.5 

左 官 工  人    〃 

普通作業員  〃    〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

表 1.8  モルタルハケ引き仕上げ（床）（壁）（特殊）1m2 当り単価表 
 

名   称 規  格 単 位 数 量 摘   要 

モ ル タ ル 1：○ m3  表 1.7 

左 官 工  人   〃 

普通作業員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

表 1.6  モルタル金ゴテ仕上げ（床）（壁）（特殊）1m2 当り単価表 
 

名   称 規  格 単 位 数 量 摘   要 

モ ル タ ル 1：3 m3  表 1.5 

左 官 工  人    〃 

普通作業員  〃    〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

表 1.8  モルタルハケ引き仕上げ（床）（壁）（特殊）1m2 当り単価表 
 

名   称 規  格 単 位 数 量 摘   要 

モ ル タ ル 1：3 m3  表 1.7 

左 官 工  人   〃 

普通作業員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  

計     
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表 1.9  防水モルタル塗り歩掛表 

SWC696300 

（1m2 当り）

名      称 規  格 単 位  
数          量 

備    考 
床 壁 特  殊 

モ ル タ ル 1：2 m3 0.02 0.02 0.02  

防 水 剤  kg 0.6 0.6 0.6  

左 官 工  人 0.048 0.15 0.225  

普 通 作 業 員  〃 0.006 0.018 0.027      

 
表 1.10  防水モルタル塗り（床）（壁）（特殊）1m2 当り単価表  

名   称 規  格 単 位 数 量 摘   要 

モ ル タ ル 1：2 m3  表 1.9 

防 水 剤  kg   〃 

左 官 工  人   〃 

普通作業員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

 

表 1.9  防水モルタル塗り歩掛表 

SWC696300 

（1m2 当り）

名      称 規  格 単 位 
数          量 

備    考 
床 壁 特  殊 

モ ル タ ル 1：3 m3 0.02 0.02 0.02  

防 水 剤  kg 0.6 0.6 0.6  

左 官 工  人 0.048 0.15 0.225  

普 通 作 業 員  〃 0.006 0.018 0.027      

 
表 1.10  防水モルタル塗り（床）（壁）（特殊）1m2 当り単価表  

名   称 規  格 単 位 数 量 摘   要 

モ ル タ ル 1：3 m3  表 1.9 

防 水 剤  kg   〃 

左 官 工  人   〃 

普通作業員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

④―2 コンクリートはつり、つつき仕上げ工（建都―Ｋ） 
(1) 施工歩掛 

コンクリート表面のはつり、つつき仕上げの施工歩掛は次表を標準とする。 

 

表 2.1  コンクリートはつり、つつき仕上げ工歩掛表 

（1m2 当り）

名        称 労  務 単  位 数  量 摘        要 

コンクリートはつり仕上げ 石 工 人 0.38  

コンクリートつつき仕上げ 石 工 〃 0.25  

(注) 1.  はつり仕上げ……一般に、のみ、たがねを用いてコンクリート面を削る作業をいう。 

切削深さはおおむね 5～10mm である。 

     2.  つつき仕上げ……主として、トンボ又はこれに類する工具を用いてコンクリート面をつつく 

作業をいう。切削深さはおおむね 3～5mm である。 

 

(2)単価表 

 

表 2.2 コンクリートはつり、つつき仕上げ 1m2 当り単価表   SWB610340 
 

名      称 規        格 単  位 数  量 備        考 

石   工  人  表 2.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

④―2 コンクリート表面はつり、つつき仕上げ工（建都―Ｋ） 
(1) 施工歩掛 

コンクリート表面はつり、つつき仕上げの施工歩掛は次表を標準とする。 

 

表 2.1  コンクリート表面はつり、つつき仕上げ工歩掛表 

（1m2 当り）

名        称 労  務 単  位 数  量 摘        要 

コンクリート表面はつり仕上げ 石 工 人 0.38  

コンクリートつつき仕上げ 石 工 〃 0.25  

(注) 1.  はつり仕上げ……一般に、のみ、たがねを用いてコンクリート面を削る作業をいう。 

切削深さはおおむね 5～10mm である。 

     2.  つつき仕上げ……主として、トンボ又はこれに類する工具を用いてコンクリート面をつつく 

作業をいう。切削深さはおおむね 3～5mm である。 

 

(2)単価表 

 

表 2.2 コンクリート表面はつり、つつき仕上げ 1m2 当り単価表   SWB610340
 

名      称 規        格 単  位 数  量 備        考 

石   工  人  表 2.1 

諸 雑 費  式 1  

計     
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（7）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

小 型 バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.13m3（平積0.1m3) 

機－28 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量  →  21 
機械賃料数量→  1.63 

ト ラ ッ ク 
クレーン装置付 
ベーストラック4～4.5t積・ 
吊能力2.9t 

機－1  

 

（7）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

小 型 バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.13m3（平積0.1m3) 

機－28 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量  →  20 
機械賃料数量→  1.63 

ト ラ ッ ク 
クレーン装置付 
ベーストラック4～4.5t積・ 
吊能力2.9t 

機－1  

 

表 3.2 インバート上塗り 1m2 当り単価表 SWC692600 
 

名   称 規   格 単位 数 量 備     考 

モ ル タ ル 1:2 m3   

左 官 工  人  表 3.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

表 3.2 インバート上塗り 1m2 当り単価表  SWC692600 
 

名   称 規   格 単位 数 量 備     考 

モ ル タ ル 1:3 m3   

左 官 工  人  表 3.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  

計     
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1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，防護柵設置工（ガードレール）に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 新設・更新，撤去工事。 

(2) 部材設置，部材撤去。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 橋梁建込の場合。 

(2) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの。 

1） 事故後の復旧工事（設置・撤去）。 

(3) 特別調査等別途考慮するもの。 

1） ベースプレート式の設置の場合。 

2） 2－2 市場単価の規格・仕様（表 2.1～2.5）以外の製品の場合 

3） S 種，A 種で標準支柱より長い場合や曲げ支柱の場合。 

4） 標準型ガードレールに根巻きコンクリートを設置する場合。 

5） 離島および山間僻地等で、明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

6） その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，防護柵設置工（ガードレール）に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 新設・更新，撤去工事。 

(2) 部材設置，部材撤去。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 橋梁建込の場合。 

(2) 見積り等により別途積算するもの。 

1） 事故後の復旧工事（撤去）。 

(3) 特別調査等別途考慮するもの。 

1） ベースプレート式ガードレールの場合。 

2） 2－2 市場単価の規格・仕様（表 2.1～2.5）以外の製品の場合 

3） S 種，A 種で標準支柱より長い場合や曲げ支柱の場合。 

4） 標準型ガードレールに根巻きコンクリートを設置する場合。 

5） 離島および山間僻地等で、明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

6） その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

表 2.2 規格・仕様区分 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 単位 コード 
一般構造物 構造物の鉄筋の加工・組立 

t SWB810010 
場所打杭用かご筋 場所打杭用鉄筋かごの加工・組立 

（注）1．クレーン使用を標準とする。 

2．規格・仕様区分における「場所打杭用かご筋」は，かご筋をあらかじめ掘削孔内以外において

組立てる場合に適用し，掘削孔内でかご状に組立てる場合については「一般構造物」を適用する。 

3．場所打杭用かご筋は，固定金具，補強材及びスペーサの重量は含めない。ただし，補強材及び

スペーサに異形棒鋼または丸鋼を使用する場合は，補強材及びスペーサの重量を加算する。 

表 2.2 規格・仕様区分 

規 格 ・ 仕 様 適 用 基 準 単位 コード 
一般構造物 構造物の鉄筋の加工・組立 

t SWB810010 
場所打杭用かご筋 場所打杭用鉄筋かごの加工・組立 

（注）1．クレーン使用を標準とする。 

2．規格・仕様区分における「場所打杭用かご筋」は，かご筋をあらかじめ掘削坑内以外において

組立てる場合に適用し，掘削坑内でかご状に組立てる場合については「一般構造物」を適用する。 

3．場所打杭用かご筋は，固定金具，補強材及びスペーサの重量は含めない。ただし，補強材及び

スペーサに異形棒鋼または丸鋼を使用する場合は，補強材及びスペーサの重量を加算する。 

2) 補正係数 2（1 項目を選択） 

補

正

係

数

2 

切梁のある構造物 
切梁のある構造物,立坑,及び,深礎工の場合,単価を係数で 

補正する。(Ｈ1)<(Ｈ2)×2 
Ｔ1 対象数量 

地 下 構 造 物 
地表面下,覆工板等に覆われて施工する構造物の場合,単価を 

係数で補正する。 
Ｔ2 対象数量 

橋 梁 用 床 版 
鋼橋用及びコンクリート橋（ＰＣコンポ橋,ＰＣ合成桁橋）用 

床版(ＰＣ床版は除く)の場合,単価を係数で補正する。 
Ｔ3 対象数量 

Ｒ Ｃ 場 所 打 

ホロースラブ橋 
ＲＣ場所打ホロースラブ橋の場合,単価を係数で補正する。 Ｔ4 対象数量 

差筋及び杭頭処理 差筋もしくは杭頭処理の場合,単価を係数で補正する。 Ｔ5 対象数量 

 

2) 補正係数 2（1 項目を選択） 

補

正

係

数

2 

切梁のある構造物 
切梁のある構造物,立坑,及び,深礎工(掘削坑内組立て)の場合,

単価を係数で補正する。(Ｈ1)<(Ｈ2)×2 
Ｔ1 対象数量 

地 下 構 造 物 
地表面下,覆工板等に覆われて施工する構造物の場合,単価を 

係数で補正する。 
Ｔ2 対象数量 

橋 梁 用 床 版 
鋼橋用及びコンクリート橋（ＰＣコンポ橋,ＰＣ合成桁橋）用 

床版(ＰＣ床版は除く)の場合,単価を係数で補正する。 
Ｔ3 対象数量 

Ｒ Ｃ 場 所 打 

ホロースラブ橋 
ＲＣ場所打ホロースラブ橋の場合,単価を係数で補正する。 Ｔ4 対象数量 

差筋及び杭頭処理 差筋もしくは杭頭処理の場合,単価を係数で補正する。 Ｔ5 対象数量 

 

(11) 使用クレーンの規格は，25t 吊り以下のトラッククレーン及びラフテレーンクレーンとする。また，30t

吊り以上のトラッククレーン，ラフテレーンクレーン，ケーブルクレーン及びタワークレーンを使用する

場合は別途特別調査等による。 

(12) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を

判定する。 

(13) エポキシ塗装鉄筋の場合も，適用できる。 

(11) 使用クレーンの規格は，25t 吊り以下のトラッククレーン及びラフテレーンクレーンとする。なお、使用

クレーンの規格や仕様が異なる場合は別途考慮する。 

(12) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を

判定する。 

(13) エポキシ塗装鉄筋の場合も，適用できる。 



ページ番号

業　　種 積算基準及び歩掛表(土木)

現                    行 改                    定 備    考
Ⅵ－1－③－2

Ⅵ－1－③－6

Ⅵ－1－③－11

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，防護柵設置工（歩車道境界用ガードパイプ）に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 新設・更新，撤去工事。 

(2) 部材設置，部材撤去。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの。 

1) 事故後の復旧工事（撤去・設置）。 

(2) 特別調査等別途考慮するもの。 

1) 耐雪型を用いる場合。 

2) ベースプレート式ガードパイプの場合。 

3) 2－2 市場単価の規格・仕様（表 2．1～2．5）以外の製品の場合。 

4) 景観型ガードパイプの場合（Gp-A-3E4,Gp-A-3EV 等）。 

5) Ａ種で標準支柱より長い場合や曲げ支柱の場合。 

6) 特殊袖ビーム（張出し幅 300mm・500mm の E 型袖など）の場合。 

7) 離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

8) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，防護柵設置工（歩車道境界用ガードパイプ）に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 新設・更新，撤去工事。 

(2) 部材設置，部材撤去。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 見積り等により別途積算するもの。 

1) 事故後の復旧工事（撤去）。 

(2) 特別調査等別途考慮するもの。 

1) 耐雪型を用いる場合。 

2) ベースプレート式ガードパイプの場合。 

3) 2－2 市場単価の規格・仕様（表 2．1～2．5）以外の製品の場合。 

4) 景観型ガードパイプの場合（Gp-A-3E4,Gp-A-3EV 等）。 

5) Ａ種で標準支柱より長い場合や曲げ支柱の場合。 

6) 特殊袖ビーム（張出し幅 300mm・500mm の E 型袖など）の場合。 

7) 離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

8) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，柵高 70cm 以上 125cm 以下の防護柵設置工（横断・転落防止柵）に適用する。

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 新設・更新，撤去工事。 

(2) 部材設置，部材撤去工事。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの。 

1) 事故後の復旧工事（設置・撤去）。 

(2) 特別調査等別途考慮するもの。 

1) 防護柵（Ｐ種）〔横断・転落防止柵〕以外の製品の場合。 

2) 高さが 125cm 超の場合。 

3) 門型の横断防止柵を車止めとして設置する場合。 

4) アンカーボルト固定のアンカーボルトにステンレス製やケミカルアンカーを使用する場合。 

5） 勾配 2 割未満（1:2.0 未満）の階段部、法面に設置する場合。 

6） 離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

7) その他，規格・仕様等が適合せず市場単価が適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，柵高 70cm 以上 125cm 以下の防護柵設置工（横断・転落防止柵）に適用する。

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 新設・更新，撤去工事。 

(2) 部材設置，部材撤去工事。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 見積り等により別途積算するもの。 

1) 事故後の復旧工事（撤去）。 

(2) 特別調査等別途考慮するもの。 

1) 防護柵（Ｐ種）〔横断・転落防止柵〕以外の製品の場合。 

2) 高さが 125cm 超の場合。 

3) 門型の横断防止柵を車止めとして設置する場合。 

4) アンカーボルト固定のアンカーボルトにステンレス製やケミカルアンカーを使用する場合。 

5） 勾配 2 割未満（1:2.0 未満）の階段部、法面に設置する場合。 

6） 離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

7) その他，規格・仕様等が適合せず市場単価が適用できない場合。 
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1．適用範囲 

本資料は市場単価方式による，落石防護柵（ストーンガード）設置及び撤去工に適用する。 

なお，市場単価の適用工種は，下記のとおりとする。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 防護柵設置工のうち，落石防護柵（ストーンガード）設置及び撤去に適用し，柵高は 4m 以下，支柱間隔は

3m（耐雪型（上弦材付き）は 3m，2m）とする。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 特別調査等別途考慮するもの。 

1）柵高が 1.5m 未満,または 4m を超える場合。 

2）耐雪型のロープ・金網設置工（上弦材なし）の場合。 

3）耐雪型のロープ・金網設置工（上弦材付き）で柵高が 3m を超える場合。 

4）落雪（せり出し）防護柵の場合。 

5）支柱の塗装仕様が現場塗装の場合。 

6）高エネルギー吸収柵の場合。 

7）離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。  

8）その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は市場単価方式による，落石防護柵（ストーンガード）設置及び撤去工に適用する。 

なお，市場単価の適用工種は，下記のとおりとする。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 防護柵設置工のうち，落石防護柵（ストーンガード）設置及び撤去に適用し，柵高は 4m 以下，支柱間隔は

3m（耐雪型（上弦材付き）は 3m，2m）とする。 

(2) 落石対策便覧（平成 12 年度版）に対応した製品を採用する場合。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 特別調査等別途考慮するもの。 

1）柵高が 1.5m 未満,または 4m を超える場合。 

2）耐雪型のロープ・金網設置工（上弦材なし）の場合。 

3）耐雪型のロープ・金網設置工（上弦材付き）で柵高が 3m を超える場合。 

4）落雪（せり出し）防護柵の場合。 

5）支柱の塗装仕様が現場塗装の場合。 

6）高エネルギー吸収柵の場合。 

7）離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。  

8）その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

(2) 落石対策便覧（平成 29 年度版）に対応した製品を採用する場合。 

3．適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること｡ 

(1) 支柱は溶融亜鉛メッキ 2種(HDZ55)を標準とする。 

なお、メッキ＋焼付塗装（工場加工）は補正係数（Ｋ3）により補正を行う。 

(2) 金網は亜鉛メッキを標準とする。 

なお，亜鉛メッキはJIS G 3552 の内，Z-GS3種，Z-GS4 種を対象とし，Z-GS7種（厚メッキ）は補正係数（Ｋ5）

により補正を行う。 

(3) ロープ・金網設置工は支柱間隔に関わらず適用できる。 

(4) 間隔保持材なしの場合の補正係数（Ｋ4）により，補正を行った場合の柵高とロープ本数は，下表のとおりである。

3．適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること｡ 

(1) 支柱は溶融亜鉛メッキ 2種(HDZT77)を標準とする。 

なお、メッキ＋焼付塗装（工場加工）は補正係数（Ｋ3）により補正を行う。 

(2) 金網は亜鉛メッキを標準とする。 

なお，亜鉛メッキはJIS G 3552 の内，Z-GS3種，Z-GS4 種を対象とし，Z-GS7種（厚メッキ）は補正係数（Ｋ5）

により補正を行う。 

(3) ロープ・金網設置工は支柱間隔に関わらず適用できる。 

(4) 間隔保持材なしの場合の補正係数（Ｋ4）により，補正を行った場合の柵高とロープ本数は，下表のとおりである。

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による落石防止網（ロックネット）設置工に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 資材持ち上げ直高が 45m 以下で，覆式の鋼製落石防止網（ロックネット）設置工及びポケット式の鋼製落石

防止網（ロックネット）設置工のうち支柱がアンカー固定式による場合の新設工事。 

(2) 支柱の表面仕様が工場メッキ仕上げ,または現場塗装仕上げ（メッキなし）の場合。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの｡ 

1) 落石防止網（繊維網）設置工。 

(2) 特別調査等別途考慮するもの｡ 

1) ロープ伏工及び密着型安定ネット工による落石予防工の場合。 

2) ポケット式の鋼製落石防止網（ロックネット）設置工のうち，支柱が埋め込み式及びミニポケット式

（支柱据置式）による場合。 

3) アンカー及び支柱の設置がコンクリートの基礎による場合。 

4) 支柱の表面仕様がメッキの上に塗装仕上げする場合。 

5) 離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。  

6) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による落石防止網（ロックネット）設置工に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 資材持ち上げ直高が 45m 以下で，覆式の鋼製落石防止網（ロックネット）設置工及びポケット式の鋼製落石

防止網（ロックネット）設置工のうち支柱がアンカー固定式による場合の新設工事。 

(2) 支柱の表面仕様が工場メッキ仕上げ,または現場塗装仕上げ（メッキなし）の場合。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 特別調査等別途考慮するもの｡ 

1) ロープ伏工及び密着型安定ネット工による落石予防工の場合。 

2) ポケット式の鋼製落石防止網（ロックネット）設置工のうち，支柱が埋め込み式及びミニポケット式

（支柱据置式）による場合。 

3) アンカー及び支柱の設置がコンクリートの基礎による場合。 

4) 支柱の表面仕様がメッキの上に塗装仕上げする場合。 

5) 離島及び山間僻地等で明らかに単価が異なると判断される地域の場合。  

6) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

7) 落石防止網（繊維網）設置工。 
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1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による法面工に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 法面工のうち，モルタル吹付工，コンクリート吹付工，繊維ネット工，機械播種施工による植生工（植生基

材吹付工，客土吹付工，種子散布工），人力施工による植生工（植生マット工，植生シート工，植生筋工，筋

芝工，張芝工）及び吹付枠工のうち枠内吹付工（モルタル吹付工，コンクリート吹付工，植生基材吹付工）

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの 

1) 法面工のうち法面整形工，コンクリート法枠工，法面施肥工，吹付枠工（枠内吹付を除く）及び吹付法面

とりこわし工 

(2) 特別調査等別途考慮するもの 

1) モルタル・コンクリート吹付工で法面垂直高が 45m を超える場合，または，吹付けのホース延長が 100m を

超える場合，植生基材吹付工で法面垂直高が 80m を超える場合，客土吹付工で法面垂直高が 25m を超える

場合，及び種子散布工で法面垂直高が 30m を超える場合 

2) 使用植物（種子）に花系及び表 2.6 以外の種子を主体として用いる植生基材吹付工，客土吹付工，種子散

布工，植生マット工，植生シート工 

3) 使用植物（種子）に国産の種子を用いる植生基材吹付工、客土吹付工、種子散布工、植生マット工、植生

シート工 

4) 吹付枠工の枠内吹付で，モルタル，コンクリート及び植生基材以外を吹付ける場合  

5) 植生マット工・繊維ネット工・植生シート工で以下の場合 

① 繊維ネット工で金属繊維を用いたネットを使用する場合 

② 肥料袋付で肥料袋の形状がパイプ状でないもの 

③ 岩盤法面相当に適用する高規格製品（植生基材封入タイプ等）を使用する場合 

6) 植生筋工・筋芝工・張芝工で以下の場合 

① 植生筋工，筋芝工を切土法面に施工する場合 

② 部分張り( 目地張り，千鳥張り，市松張り) の場合 

③ 公園工事の場合 

④ 道路植栽工事の場合 

7) 植生基材吹付工で現場発生木材（チップ材等）を使用する場合 

8)  モルタル吹付工, コンクリート吹付工, 植生基材吹付工でラス・アンカーピン等の設置をしない場合。 

9) 離島および山間僻地等で, 明らかに単価が異なると判断される地域の場合 

10) 夜間作業の部分 

11) その他，規格･仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，橋梁用伸縮継手装置（ジョイント）設置工に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 伸縮装置本体質量（ボルト後締めの場合は，本体に付属するアンカーボルトを除く）が，1.8m 当り 180kg

以下の伸縮装置（別紙一覧表参照）の新設及び補修工事で，以下の工事とする。 

1) 未供用部の橋梁及び拡幅部等の伸縮装置を新たに設置する工事。 

2) 1 日で完了する急速施工の既設橋の伸縮装置補修（取替）工事。 

3) 上記に該当する工事で，縦目地を施工する場合。 

1－2 市場単価を適用できない範囲 

(1) 特別調査等，別途考慮するもの。 

1) 旧伸縮装置本体質量（ボルト後締めの場合は，本体に付属するアンカーボルトを除く）が，1.8m 当り 180kg

を超える補修工事。 

2) 旧伸縮装置が，鋼製フィンガージョイント及び鋼製スライドジョイント,埋設型伸縮装置の場合。 

3) 打設コンクリートに樹脂コンクリート，あるいは樹脂モルタルを使用する場合。 

4) 新設工事で打設コンクリートに超速硬コンクリートを使用する場合。 

5) 補修において，はつり部に補強鉄筋のある樹脂コンクリートの場合。 

6) 仮復旧等を伴う作業。 

7) ボルト固定による取り替え可能な伸縮装置の場合。 

8) 離島および山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

9) 鋼床版の場合。 

10) 補修において，はつり工にウォータージェットを用いる場合。 

11) その他，規格・仕様が適合せず市場単価を適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による，橋梁用伸縮継手装置（ジョイント）設置工に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 伸縮装置本体質量（ボルト後締めの場合は，本体に付属するアンカーボルトを除く）が，1.8m 当り 180kg

以下の伸縮装置（別紙一覧表参照）の新設及び補修工事で，以下の工事とする。 

1) 未供用部の橋梁及び拡幅部等の伸縮装置を新たに設置する工事。 

2) 1 日で完了する急速施工の既設橋の伸縮装置補修（取替）工事。 

3) 上記に該当する工事で，縦目地を施工する場合。 

1－2 市場単価を適用できない範囲 

(1) 特別調査等，別途考慮するもの。 

1) 旧伸縮装置本体質量（ボルト後締めの場合は，本体に付属するアンカーボルトを除く）が，1.8m 当り 180kg

を超える補修工事。 

2) 旧伸縮装置が，鋼製フィンガージョイント及び鋼製スライドジョイント,埋設型伸縮装置の場合。 

3) 打設コンクリートに樹脂コンクリート，あるいは樹脂モルタルを使用する場合。 

4) 新設工事で打設コンクリートに超速硬コンクリートを使用する場合。 

5) 補修において，はつり部に補強鉄筋のある樹脂コンクリート，あるいは繊維補強コンクリートの場合。 

6) 仮復旧等を伴う作業。 

7) ボルト固定による取り替え可能な伸縮装置の場合。 

8) 離島および山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

9) 鋼床版の場合。 

10) 補修において，はつり工にウォータージェットを用いる場合。 

11) ジョイントの据付に特殊型枠を使用する場合。 

12) その他，規格・仕様が適合せず市場単価を適用できない場合。 

1．適用範囲 

本資料は，市場単価方式による法面工に適用する。 

1－1 市場単価が適用できる範囲 

(1) 法面工のうち，モルタル吹付工，コンクリート吹付工，繊維ネット工，機械播種施工による植生工（植生基

材吹付工，客土吹付工，種子散布工），人力施工による植生工（植生マット工，植生シート工，植生筋工，筋

芝工，張芝工）及び吹付枠工のうち枠内吹付工（モルタル吹付工，コンクリート吹付工，植生基材吹付工） 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの 

1) 法面工のうち法面整形工，コンクリート法枠工，吹付枠工（枠内吹付を除く）及び吹付法面とりこわし工 

(2) 特別調査等別途考慮するもの 

1) モルタル・コンクリート吹付工で法面垂直高が 45m を超える場合，または，吹付けのホース延長が 100m を

超える場合，植生基材吹付工で法面垂直高が 80m を超える場合，客土吹付工で法面垂直高が 25m を超える

場合，及び種子散布工で法面垂直高が 30m を超える場合 

2) 使用植物（種子）に花系及び表 2.6 以外の種子を主体として用いる植生基材吹付工，客土吹付工，種子散

布工，植生マット工，植生シート工 

3) 使用植物（種子）に国産の種子を用いる植生基材吹付工、客土吹付工、種子散布工、植生マット工、植生

シート工 

4) 吹付枠工の枠内吹付で，モルタル，コンクリート及び植生基材以外を吹付ける場合  

5) 植生マット工・繊維ネット工・植生シート工で以下の場合 

① 繊維ネット工で金属繊維を用いたネットを使用する場合 

② 肥料袋付で肥料袋の形状がパイプ状でないもの 

③ 岩盤法面相当に適用する高規格製品（植生基材封入タイプ等）を使用する場合 

6) 植生筋工・筋芝工・張芝工で以下の場合 

① 植生筋工，筋芝工を切土法面に施工する場合 

② 部分張り( 目地張り，千鳥張り，市松張り) の場合 

③ 公園工事の場合 

④ 道路植栽工事の場合 

7) 植生基材吹付工で現場発生木材（チップ材等）を使用する場合 

8)  法面施肥工を使用する場合 

9)  モルタル吹付工, コンクリート吹付工, 植生基材吹付工でラス・アンカーピン等の設置をしない場合。 

10) 離島および山間僻地等で, 明らかに単価が異なると判断される地域の場合 

11) 夜間作業の部分 

12) その他，規格･仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合 
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～
12

9.
5

○
○

○
　

　
〃

VM
ジ
ョ

イ
ン
ト

V
M

○
○

○
○

○
20

○
6.

2
31
.5

○
○

○
鉛

直
伸
縮

量
20

㎜

3S
-V
ジ

ョ
イ
ン

ト

(歩
道

用
)

3
S
-
V
,
3
S
-
2
0
V
,
3
0
V

○
○

○
○

20
～

30
○

6.
2

37
.8

～
39
.3

○
○

○

A
I
J
-
2
0
,
3
0

○
○

○
20

～
30

○
4.

0
42
.3

～
44
.8

○
○

○

A
I
J
-
4
0
,
5
0

○
○

○
40

～
50

○
6.

2
55
.3

～
58
.1

○
○

○

S
B
H
-
4
0

○
○

○
40

○
4.

0
40
.5

○
○

○

S
B
H
-
6
0
,
8
0

○
○

○
60

～
80

○
4.

0
53
.8

～
60
.1

○
○

○

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

橋
　
梁

ﾒﾝ
ﾃﾅ
ﾝｽ

KM
Sジ

ョ
イ

ン
ト

KM
Aジ

ョ
イ

ン
ト

シ
ー
ペ

ッ
ク
ジ

ョ
イ

ン
ト

シ ョ ー ボ ン ド 建 設

3S
-V
ジ

ョ
イ
ン

ト

ST
ジ
ョ

イ
ン
ト

AI
ジ
ョ

イ
ン
ト

SB
Hジ

ョ
イ

ン
ト

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

軽 量 型

普 通 型

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

本
体

付
属

ｱﾝ
ｶｰ

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　
作

会
社
名

伸
縮

装
置

【
 用

  
途
  

関
  

係
 】

【
　

構
　

　
　

造
　
　

　
関

　
　
　

係
　

】

摘
　

要

歩
車
道

区
　
分

積
雪

地

対
　

応

設
　

置

方
　

向

遊
間
部

形
　
状
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Ⅵ－1－⑥－6

　　（追加）

（
㎜
）

（
㎏
/ｍ

）
（

㎏
/1
.8

ｍ
）

チ
ュ

ー
リ

ッ
プ
ジ

ョ
イ

ン

ト
SK

J型
2
0
,
3
5
,
5
0
,
6
0

○
○

○
○

○
20

～
60

○
1.

56
50

～
10
0

○
○

○
誘

導
板

別
途

2
0
,
3
5
,
5
0

○
○

○
○

○
20

～
50

○
1.

56
41
～

48
○

○
○

6
0
,
8
0
,
1
0
0

○
○

○
○

○
60

～
10

0
○

1.
56

68
～

77
○

○
○

i
G
-
1
s
,
1
s
w
,
1
v

○
○

○
○

○
○

80
○

10
.5

8
95

～
18
0

○
○

○
誘

導
板

含
む

,二
次

止
水

構
造

別

途

F
○

○
○

○
○

60
○

7.
86

63
.0
0

○
○

○
誘

導
板

,二
次
止

水
構
造

別
途

○
○

○
○

60
○

5.
15

71
.0
0

○
○

○
誘

導
板

,二
次
止

水
構
造

別
途

○
○

○
○

60
○

3.
53

49
.0
0

○
○

○
鉛

直
伸

縮
量

±
30
mm

、
二

次
止
水

構
造
別

途

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

T

新 日 本 構 研

ス
ー

パ
ー

リ
ー
ド

ジ
ョ

イ

ン
ト

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

山 陽 化 学
チ
ュ

ー
リ

ッ
プ
ジ

ョ
イ

ン
ト
SK

J-
F型

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

軽 量 型

普 通 型

本
体
付

属
ｱﾝ
ｶｰ

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

遊
間
部

形
　
状

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作
会
社

名

伸
縮
装

置

【
 用

  
途
  

関
  

係
 】

【
　
構

　
　
　

造
　

　
　
関

　
　

　
係
　

】

摘
　

要

歩
車

道

区
　

分

積
雪
地

対
　
応

設
　

置

方
　

向
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Ⅵ－1－⑥－7

Ⅵ－1－⑥－8

（
㎜
）

（
㎏
/
ｍ

）
（
㎏

/
1
.
8
ｍ
）

G
S
-
2
0
,
2
5
,
3
0
,
5
0
,
8
0
,
1
0
0
,
1
2
5
,

1
5
0
,
1
7
5
,
2
0
0
,
2
2
0

○
○

○
○

2
0
～
2
2
0

○
4
.
0

8
3
～

1
1
9

○
○

○

 
G
S
-
N
L
2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0
,
7
0

○
○

○
○

2
0
～
7
0

○
6
.
2

9
1
.
0
～
1
1
0
.
0

○
○

○

S
G
T
d
-
2
0
,
2
5
,
3
0
,
5
0

○
○

○
○

○
2
0
～
5
0

○
6
.
2

5
0
～

5
6

○
○

○
誘
導

板
別

途

S
G
T
d
-
8
0
,
1
0
0

○
○

○
○

○
8
0
～
1
0
0

○
1
2
.
5

7
0
～

8
3

○
○

○
　
　

〃

S
G
T
d
-
1
2
5
,
1
5
0
,
1
7
5

○
○

○
○

○
1
2
5
～
1
7
5

○
1
2
.
5

9
5
～

1
6
0

○
○

○
　
　

〃

N
L
-
2
0
F
L
,
3
0
F
L
,
4
0
F
L
,
5
0
F
L
,
6
0
F
L
,
7
0
F
L

○
○

○
○

○
2
0
～
7
0

○
6
.
2
～

1
2
.
5

5
9
～

1
4
9

○
○

○
　
　

〃

N
T
-
8
0
F
F
L
,
1
O
O
F
F
L

○
○

○
○

○
8
0
～
1
0
0

○
1
2
.
5

9
0
～

1
8
0

○
○

○
　
　

〃

Ｃ
Ｇ
ス

チ
ー

ル

ジ
ョ
イ

ン
ト

N
L
-
2
0
F
,
3
0
F
,
4
0
F
,
5
0
F
,
6
0
F

○
○

○
○

○
2
0
～
6
0

○
6
.
2
～

1
2
.
5

5
0
～

7
9

○
○

○
　
　

〃

メ
タ
ル

ト
ッ

プ

ス
ー
パ

ー
Ｌ

ジ
ョ

イ
ン

ト
M
T
S
-
3
5
L
,
5
0
L
,
9
0
L

○
○

○
○

○
3
5
～
9
0

○
9
.
4

7
9
～

1
7
6

○
○

○
○

　
　

〃

メ
タ
ル

ト
ッ

プ
ス

ー
パ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

M
T
S
-
3
5
,
5
0
,
9
0

○
○

○
○

○
3
5
～
9
0

○
9
.
4

7
2
～

8
5

○
○

○
○

　
　

〃

R
T
S
-
3
5
,
5
0
,
9
0

○
○

○
○

○
3
5
～
9
0

○
9
.
4

4
7
～

4
9

○
○

○
○

R
T
H
-
3
5
,
6
0

○
○

○
○

○
○

3
5
～
6
0

○
6
.
2

4
1
～

4
7

○
○

○
誘
導

板
別

途

R
T
-
A
S

○
○

○
○

○
○

2
0

○
6
.
2

4
1
.
0

○
○

○
　
　

〃

P
C
J
-
2
0
,
2
5

○
○

○
○

○
2
0
～
2
5

○
6
.
2

4
9
～

5
0

○
○

○
　
　

〃

P
C
J
-
3
5

○
○

○
○

○
2
0
～
3
5

○
6
.
2

5
8
.
0

○
○

○
　
　

〃

L
C
-
A
4
0
,
A
6
0
,
A
9
0
,
A
1
2
0
,
A
1
7
0

○
○

○
○

4
0
～
1
7
0

○
6
.
2

7
7
.
5
～
1
2
9
.
0

○
○

○

K
C
-
A
2
0
,
A
3
0
,
A
5
0
,
A
7
0

○
○

○
○

○
2
0
～
7
0

○
6
.
2

6
5
.
5
～
1
4
1
.
4

○
○

○

S
C
-
A
3
0

○
○

○
○

○
3
0

○
4
.
0

3
3
.
3

○
○

○

K
C
-
A
2
0
G
,
A
3
0
G
,
A
5
0
G
,
A
7
0
G

○
○

○
○

○
○

2
0
～
7
0

○
6
.
2

7
0
.
7
～
1
4
8
.
2

○
○

○
片
側

誘
導

板
付

き

K
C
-
2
0
W
G
,
A
3
0
W
G
,
A
5
0
W
G
,
A
7
0
W
G

○
○

○
○

○
○

2
0
～
7
0

○
6
.
2

7
6
.
9
～
1
5
6
.
4

○
○

○
両
側

誘
導

板
付

き

S
C
-
A
3
0
W
G

○
○

○
○

○
○

3
0

○
4
.
0

3
9
.
6

○
○

○
　
　

〃

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作

会
社

名

伸
縮
装

置

【
 
用

 
 
途

 
 
関

 
 
係

 
】

【
　
構

　
　

　
造

　
　

　
関

　
　

　
係

　
】

摘
　

要

歩
車

道

区
　

分

積
雪

地

対
　

応

設
　

置

方
　

向

遊
間

部

形
　

状 歯 型

軽 量 型

普 通 型

特 殊 型 枠 使 用

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

本
体
付

属
ｱ
ﾝ
ｶ
ｰ

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

中 　 　 外 　 　 道 　 　 路

ガ
イ
ス

ラ
イ

ド
ジ

ョ
イ

ン
ト

ス
ー
パ

ー
ガ

イ
ト

ッ
プ

ジ
ョ
イ

ン
ト

メ
タ
ル

ガ
ー

ジ
ョ

イ
ン

ト

ラ
バ
エ

ー
ス

ジ
ョ

イ
ン

ト

Ｐ
Ｃ
Ｊ

ジ
ョ

イ
ン

ト

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

秩 父 産 業

メ
タ
ル

ジ
ョ

イ
ン

ト

（
㎜

）
（

㎏
/ｍ

）
（
㎏

/1
.8

ｍ
）

GS
-2
0,

25
,3

0,
50

,8
0,
10

0,
12

5,

15
0,
17

5,
20

0,
22

0
○

○
○

○
20

～
22

0
○

4.
0

83
～

11
9

○
○

○

 G
S-
NL

20
,3

0,
40

,5
0,
60

,7
0

○
○

○
○

20
～

70
○

6.
2

91
.0
～

11
0.

0
○

○
○

SG
Td
-2

0,
25

,3
0,

50
○

○
○

○
○

20
～

50
○

6.
2

50
～

56
○

○
○

誘
導

板
別

途

SG
Td
-8

0,
10

0
○

○
○

○
○

80
～
10

0
○

12
.5

70
～

83
○

○
○

　
　

〃

SG
Td
-1

25
,1

50
,1

75
○

○
○

○
○

12
5～

17
5

○
12

.5
95

～
16

0
○

○
○

　
　

〃

NL
-2
0F

L,
30

FL
,4

0F
L,
50

FL
,6

0F
L,

70
FL

○
○

○
○

○
20

～
70

○
6.

2～
12

.5
59

～
14

9
○

○
○

　
　

〃

NT
-8
0F

FL
,1

OO
FF

L
○

○
○

○
○

80
～
10

0
○

12
.5

90
～

18
0

○
○

○
　

　
〃

Ｃ
Ｇ

ス
チ

ー
ル

ジ
ョ

イ
ン

ト
NL

-2
0F

,3
0F

,4
0F

,5
0F
,6

0F
○

○
○

○
○

20
～

60
○

6.
2～

12
.5

50
～

79
○

○
○

　
　

〃

RT
H-
35

,6
0

○
○

○
○

○
○

35
～

60
○

6.
2

41
～

47
○

○
○

誘
導

板
別

途

RT
-A
S

○
○

○
○

○
○

20
○

6.
2

41
.0

○
○

○
　

　
〃

PC
J-
20

○
○

○
○

○
20

○
6.

2
49

○
○

○
　

　
〃

PC
J-
25

,3
5

○
○

○
○

○
25

～
35

○
6.

2
50

～
58

○
○

○
　

　
〃

LC
-A
40

,A
60

,A
90

,A
12
0,

A1
70

○
○

○
○

40
～
17

0
○

6.
2

77
.5
～

12
9.

0
○

○
○

KC
-A
20

,A
30

,A
50

,A
70

○
○

○
○

○
20

～
70

○
6.

2
65

.5
～

14
1.

4
○

○
○

SC
-A
30

○
○

○
○

○
30

○
4.

0
33

.3
○

○
○

KC
-A
20

G,
A3

0G
,A

50
G,
A7

0G
○

○
○

○
○

○
20

～
70

○
6.

2
70

.7
～

14
8.

2
○

○
○

片
側

誘
導

板
付

き

KC
-2
0W

G,
A3

0W
G,

A5
0W
G,

A7
0W

G
○

○
○

○
○

○
20

～
70

○
6.

2
76

.9
～

15
6.

4
○

○
○

両
側

誘
導

板
付

き

SC
-A
30

WG
○

○
○

○
○

○
30

○
4.

0
39

.6
○

○
○

　
　

〃

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

ラ
バ

エ
ー

ス
ジ

ョ
イ
ン

ト

秩 父 産 業

メ
タ

ル
ジ

ョ
イ

ン
ト

中 　 　 外 　 　 道 　 　 路

ガ
イ

ス
ラ

イ
ド

ジ
ョ

イ
ン

ト

ス
ー

パ
ー

ガ
イ

ト
ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン

ト

メ
タ

ル
ガ

ー
ジ

ョ
イ
ン

ト

Ｐ
Ｃ

Ｊ
ス

ー
パ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

軽 量 型

普 通 型

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

本
体

付
属

ｱﾝ
ｶｰ

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作
会
社

名

伸
縮

装
置

【
 用

  
途

  
関

  
係
 】

【
　

構
　

　
　

造
　

　
　

関
　
　

　
係

　
】

摘
　

要

歩
車

道
区
　

分
積

雪
地

対
　

応
設

　
置

方
　

向
遊

間
部

形
　

状
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Ⅵ－1－⑥－9

（
㎜
）

（
㎏

/
ｍ
）

（
㎏
/
1
.
8
ｍ
）

N
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0

○
○

○
○

2
0
～
6
0

○
6
.
2
4

6
3
～
1
0
2

○
○

○

N
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0
,
8
0
,
1
0
0

○
○

○
○

2
0
～
1
0
0

○
6
.
2
4

5
3
～
9
6

○
○

○

N
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0
,
8
0
,
1
0
0

○
○

○
○

2
0
～
1
0
0

○
6
.
2
4

6
7
～
1
2
2

○
○

○
二
重

止
水
構

造
付
き

C
D
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0

○
○

○
2
0
～
6
0

○
6
.
2
4

6
0
～
1
1
5

○
○

○

C
D
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0

○
○

○
○

2
0
～
6
0

○
6
.
2
4

6
5
～
1
2
0

○
○

○
誘
導

板
付
き

C
D
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0

○
○

○
2
0
～
6
0

○
6
.
2
4

8
4
～
1
4
3

○
○

○
二
重

止
水
構

造
付
き

C
D
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0

○
○

○
○

2
0
～
6
0

○
6
.
2
4

8
8
～
1
4
7

○
○

○
二
重

止
水
構

造
付
き

誘
導

板
付
き

S
W
x
型

2
0
,
3
0
,
4
0

○
○

○
○

2
0
～
4
0

○
6
.
2
4

9
8
～
1
4
8

○
○

○
誘
導

板
付
き

Ｅ
Ｐ

ジ
ョ
イ

ン
ト

Ｅ
Ｐ

型
3
0

○
○

○
○

3
0

○
1
.
9
9

3
1
.
5

○
○

○

ト
ラ

ン
ス
フ

レ
ッ
ク

ス

ジ
ョ

イ
ン
ト

T
F
-
S
,
T
F
-
S
5
0

○
○

○
○

○
3
5
～
4
0

○
8
.
4

2
2
.
0
～
3
9
.
1

○
○

○

2
0
N
,
3
0
N
,
5
0
N
,
7
0
N
,
8
0
N

○
○

○
○

○
2
0
～
8
0

○
6
.
2

5
2
.
8
～
1
3
3
.
2

○
○

○

2
0
S
,
3
0
S
,
5
0
S
,
7
0
S
,
8
0
S

○
○

○
○

○
○

2
0
～
8
0

○
6
.
2

5
9
.
2
～
1
4
2
.
4

○
○

○
誘
導

板
付
き

2
0
R
,
3
0
R
,
4
0
R
,
5
0
R
,
6
0
R

○
○

○
○

○
2
0
～
6
0

○
6
.
2

5
1
.
3
～
1
1
1
.
6

○
○

○

2
0
S
,
3
0
S
,
4
0
S
,
5
0
S
,
6
0
S

○
○

○
○

○
○

2
0
～
6
0

○
6
.
2

5
9
.
2
～
1
1
9
.
2

○
○

○
誘
導

板
付
き

Ａ
Ｆ

ジ
ョ
イ

ン
ト

5
0
,
7
0
,
1
0
0
,
1
6
0

○
○

○
○

5
0
～
1
6
0

○
2
.
0

1
9
.
3
～
3
1
.
7

○
○

○

№
3
5
,
4
5
,
5
0

○
○

○
○

○
○

3
5
～
5
0

○
1
3
.
0

3
2
.
6
～
4
9
.
0

○
○

○
○

誘
導

板
別
途

№
6
0
,
7
0
,
8
0

○
○

○
○

○
○

6
0
～
8
0

○
1
3
.
5

6
2
.
5
～
8
7
.
5

○
○

○
○

　
　

〃

№
1
0
0

○
○

○
○

○
○

1
0
0

○
1
4
.
0

1
5
5

○
○

○
○

　
　

〃

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　
作

会
社
名

伸
縮
装

置

【
 
用

 
 
途
 
 
関
 
 
係

 
】

【
　
構
　

　
　

造
　
　

　
関
　

　
　
係

　
】

摘
　
要

歩
車

道

区
　

分

積
雪

地

対
　

応

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

本
体
付
属

ｱ
ﾝ
ｶ
ｰ

特 殊 型 枠 使 用

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

軽 量 型

普 通 型

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

設
　

置

方
　

向

遊
間

部

形
　

状

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

東 京 フ ァ ブ リ ッ ク 工 業

ブ
ロ

フ
ジ
ョ

イ
ン
ト

ニ 　 ッ 　 タ

Ｓ
Ｐ

ジ
ョ
イ

ン
ト

Ｃ
Ｗ

ジ
ョ
イ

ン
ト

ト
ラ

ン
ス
フ

レ
ッ
ク

ス

ジ
ョ

イ
ン
ト名

称
型
番

車 道 用

（
㎜

）
（

㎏
/ｍ

）
（

㎏
/1
.8
ｍ

）

Nx
型
20
,3
0,
40
,5
0,
60

○
○

○
○

20
～

60
○

6.
24

63
～

10
2

○
○

○

Nx
型
20
,3
0,
40
,5
0,
60
,8
0,
10
0

○
○

○
○

20
～

10
0

○
6.
24

53
～

96
○

○
○

Nx
型
20
,3
0,
40
,5
0,
60
,8
0,
10
0

○
○

○
○

20
～

10
0

○
6.
24

67
～

12
2

○
○

○
二

重
止

水
構

造
付

き

CD
x型

20
,3
0,
40
,5
0,
60

○
○

○
20
～

60
○

6.
24

60
～

11
5

○
○

○

CD
x型

20
,3
0,
40
,5
0,
60

○
○

○
○

20
～

60
○

6.
24

65
～

12
0

○
○

○
誘

導
板

付
き

CD
x型

20
,3
0,
40
,5
0,
60

○
○

○
20
～

60
○

6.
24

84
～

14
3

○
○

○
二

重
止

水
構

造
付

き

CD
x型

20
,3
0,
40
,5
0,
60

○
○

○
○

20
～

60
○

6.
24

88
～

14
7

○
○

○
二

重
止

水
構

造
付

き
誘

導
板

付
き

Ｅ
Ｐ

ジ
ョ

イ
ン

ト
Ｅ
Ｐ
型
30

○
○

○
○

30
○

1.
99

31
.5

○
○

○

ト
ラ

ン
ス

フ
レ

ッ
ク

ス

ジ
ョ

イ
ン

ト
TF

-S
,T

F-
S5

0
○

○
○

○
○

35
～

40
○

8.
4

22
.0
～

39
.1

○
○

○

20
N,

30
N,

36
N,

50
N,

70
N,

80
N

○
○

○
○

○
20
～

80
○

6.
2

52
.8
～

13
3.
2

○
○

○

20
S,

30
S,

36
S,

50
S,

70
S,

80
S

○
○

○
○

○
○

20
～

80
○

6.
2

59
.2
～

14
2.
4

○
○

○
誘

導
板

付
き

20
R,

30
R,

40
R,

50
R,

60
R

○
○

○
○

○
20
～

60
○

6.
2

51
.3
～

11
1.
6

○
○

○

20
S,

30
S,

40
S,

50
S,

60
S

○
○

○
○

○
○

20
～

60
○

6.
2

59
.2
～

11
9.
2

○
○

○
誘

導
板

付
き

Ａ
Ｆ

ジ
ョ

イ
ン

ト
50

,7
0,

10
0,

16
0

○
○

○
○

50
～

16
0

○
2.
0

19
.3
～

31
.7

○
○

○

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作
会

社
名

伸
縮

装
置

【
 用

  
途

  
関

  
係

 】
【

　
構

　
　

　
造

　
　

　
関

　
　

　
係

　
】

摘
　

要

歩
車

道
区

　
分

積
雪

地
対

　
応

専 用 型

仕 様 有 り

本
体

付
属

ｱﾝ
ｶｰ

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

軽 量 型

普 通 型

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

設
　

置
方

　
向

遊
間

部
形

　
状

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

東 京 フ ァ ブ リ ッ ク 工 業

ブ
ロ

フ
ジ

ョ
イ

ン
ト

ニ 　 ッ 　 タ

Ｓ
Ｐ

ジ
ョ

イ
ン

ト

Ｃ
Ｗ

ジ
ョ

イ
ン

ト

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用
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（
㎜
）

（
㎏
/
ｍ
）

（
㎏

/
1
.
8
ｍ

）

K
-
4
0

○
○

○
○

○
4
0

○
9
.
6

4
4
.
1

○
○

別
途

○
誘

導
板
別

途
,

K
-
4
0
T

○
○

○
○

○
○

9
.
6

4
4
.
1

○
○

別
途

○
誘

導
板

別
途

,

橋
軸

伸
縮

量
3
5
m
m

鉛
直

伸
縮

量
2
0
m
m

K
-
5
0
T
,
8
0
T

○
○

○
○

○
○

8
.
9

8
0
.
9
～

9
3
.
1

○
○

別
途

○
誘

導
板

別
途

,

橋
軸

伸
縮

量
3
5
～

5
0
m
m

鉛
直

伸
縮

量
3
0
～

4
0
m
m

K
-
5
0
,
8
0
,
1
1
0

○
○

○
○

○
5
0
～
1
0
0

○
8
.
9
～
1
7
.
9

8
9
.
2
～
1
6
2
.
7

○
○

別
途

○
誘

導
板
別

途

日
本

鋳
造

マ
ウ

ラ
ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

E
-
8
0

○
○

○
○

○
8
0

○
2
5
.
0

1
1
7

○
○

○
積

雪
地
兼

用
，
誘

導
板

別
途

Y
M
N
-
1

○
○

○
○

2
0

○
4
.
9
8

1
1
.
8
8

○
○

○

Y
M
-
1

○
○

○
○

5
0

○
5
.
1
7

2
3
.
9
4

○
○

○

Y
M
G
-
2
0

○
○

○
○

○
2
0

○
3
.
9
8

2
0
.
1
6

○
○

○

Ｙ
Ｈ

Ｔ
タ
イ

プ
Y
H
T
-
2
0
,
3
0

○
○

○
○

○
2
0
～

3
0

○
6
.
2
4

6
0
.
1
2
～
6
0
.
8
4

○
○

○

Y
H
T
-
5
0
-
N
,
7
0
-
N
,
9
0
-
N

○
○

○
○

○
○

5
0
～

9
0

○
6
.
2
4

1
0
2
.
6
～
1
5
6
.
6

○
○

○
誘

導
板
別

途

Y
H
T
-
9
0
-
N
改

○
○

○
○

○
○

9
0

○
6
.
2
4

1
5
8
.
4

○
○

○
○

誘
導

板
別

途
二

輪
車
転

倒
防
止

構
造

Ｙ
Ｆ

Ｓ
タ
イ

プ
Y
F
S
-
2
0
,
3
0

○
○

○
○

○
○

2
0
～

3
0

○
6
.
2
4

6
6
.
9
6
～
6
7
.
6
8

○
○

○
誘

導
板
付

き

Ｙ
Ｍ

Ｆ
タ
イ

プ
Y
M
F
-
2
0
,
2
5
,
3
5
,
5
0
,
6
0

○
○

○
○

○
○

2
0
～

6
0

○
6
.
2
4

5
0
.
7
6
～
6
2
.
6
4

○
○

○
誘

導
板
別

途

ラ
バ

ト
ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン
ト

(
車

道
用

)
G
Y
-
S
2
0
,
S
2
5
,
S
3
5
,
S
5
0
,
S
6
0

○
○

○
2
0
～

6
0

○
4
.
0

5
9
.
4
～

7
2
.
7

○
○

○

ラ
バ

ト
ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン
ト

(
歩

道
用

)
G
Y
-
H
2
0
,
H
2
5
,
H
3
5
,
H
5
0
,
H
6
0

○
○

○
2
0
～

6
0

○
4
.
0

4
1
.
2
～

4
5
.
9

○
○

○

G
Y
-
G
2
0
,
G
2
5
,
G
3
5
,
G
5
0
,
G
6
0

○
○

○
○

2
0
～

6
0

○
4
.
0

6
9
.
7
～

8
3
.
0

○
○

○
誘

導
板
付

き

G
Y
-
G
L
2
0
,
G
L
2
5
,
G
L
3
5

○
○

○
○

2
0
～

3
5

○
4
.
0

7
6
.
1
～

8
2
.
6

○
○

○
　

　
〃

ラ
バ

ト
ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン
ト

G
T

○
○

○
○

○
4
.
0

1
4
.
8

○
○

○

Z
A
K
U
2
5

○
○

○
○

2
5

○
3
.
9
8

4
9
.
0

○
○

○
誘

導
板
別

途

Z
A
K
U
3
5

○
○

○
○

3
5

○
3
.
9
8

7
0
.
0

○
○

○
誘

導
板
別

途

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作

会
社

名

伸
縮

装
置

【
 
用

 
 
途

 
 
関
 
 
係
 
】

【
　
構

　
　
　

造
　

　
　
関

　
　
　

係
　

】

摘
　
要

歩
車
道

区
　
分

積
雪

地
対
　

応
設

　
置

方
　

向
遊

間
部

形
　
状

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

軽 量 型

普 通 型

特 殊 型 枠 使 用

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

本
体

付
属
ｱ
ﾝ
ｶ
ｰ

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

日 本 橋 梁 工 業

ダ
イ

ヤ
フ
リ

ー
ジ
ョ

イ
ン
ト

横 浜 ゴ ム M B ジ ャ パ ン

Ｙ
Ｍ

タ
イ
プ

Ｙ
Ｈ

Ｔ
－
Ｎ

タ
イ

プ

ア オ イ 化 学 工 業

ラ
バ

ト
ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン
ト

(
耐

グ
レ

ー
ダ
ー

用
)

ラ
バ

ト
ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン
ト

Z
A
K
U

道 路 縦 断 方 向

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

（
㎜

）
（

㎏
/
ｍ

）
（

㎏
/
1
.
8
ｍ

）

日
本

鋳
造

マ
ウ

ラ
ー

ジ
ョ

イ
ン

ト
E
-
8
0

○
○

○
○

○
8
0

○
2
5
.
0

1
1
7

○
○

○
積

雪
地

兼
用

，
誘

導
板

別
途

Y
M
N
-
1

○
○

○
○

2
0

○
4
.
9
8

1
1
.
8
8

○
○

○

Y
M
-
1

○
○

○
○

5
0

○
5
.
1
7

2
3
.
9
4

○
○

○

Y
M
G
-
2
0

○
○

○
○

○
2
0

○
3
.
9
8

2
0
.
1
6

○
○

○

Ｙ
Ｈ

Ｔ
タ

イ
プ

Y
H
T
-
2
0
,
3
0

○
○

○
○

○
2
0
～

3
0

○
6
.
2
4

6
0
.
1
2
～

6
0
.
8
4

○
○

○

Y
H
T
-
5
0
-
N
,
7
0
-
N
,
9
0
-
N

○
○

○
○

○
○

5
0
～

9
0

○
6
.
2
4

1
0
2
.
6
～

1
5
6
.
6

○
○

○
誘

導
板

別
途

Y
H
T
-
9
0
-
N
改

○
○

○
○

○
○

9
0

○
6
.
2
4

1
5
8
.
4

○
○

○
誘

導
板

別
途

二
輪

車
転

倒
防
止

構
造

Ｙ
Ｆ

Ｓ
タ

イ
プ

Y
F
S
-
2
0
,
3
0

○
○

○
○

○
○

2
0
～

3
0

○
6
.
2
4

6
6
.
9
6
～

6
7
.
6
8

○
○

○
誘

導
板

付
き

Ｙ
Ｍ

Ｆ
タ

イ
プ

Y
M
F
-
2
0
,
2
5
,
3
5
,
5
0
,
6
0

○
○

○
○

○
○

2
0
～

6
0

○
6
.
2
4

5
0
.
7
6
～

6
2
.
6
4

○
○

○
誘

導
板

別
途

ラ
バ

ト
ッ

プ
ジ

ョ
イ

ン
ト

(
車

道
用

)
G
Y
-
S
2
0
,
S
2
5
,
S
3
5
,
S
5
0
,
S
6
0

○
○

○
2
0
～

6
0

○
4
.
0

5
9
.
4
～

7
2
.
7

○
○

○

ラ
バ

ト
ッ

プ
ジ

ョ
イ

ン
ト

(
歩

道
用

)
G
Y
-
H
2
0
,
H
2
5
,
H
3
5
,
H
5
0
,
H
6
0

○
○

○
2
0
～

6
0

○
4
.
0

4
1
.
2
～

4
5
.
9

○
○

○

G
Y
-
G
2
0
,
G
2
5
,
G
3
5
,
G
5
0
,
G
6
0

○
○

○
○

2
0
～

6
0

○
4
.
0

6
9
.
7
～

8
3
.
0

○
○

○
誘

導
板

付
き

G
Y
-
G
L
2
0
,
G
L
2
5
,
G
L
3
5

○
○

○
○

2
0
～

3
5

○
4
.
0

7
6
.
1
～

8
2
.
6

○
○

○
　

　
〃

ラ
バ

ト
ッ

プ
ジ

ョ
イ

ン
ト

G
T

○
○

○
○

○
4
.
0

1
4
.
8

○
○

○

Z
A
K
U
2
5

○
○

○
○

2
5

○
3
.
9
8

4
9
.
0

○
○

○
誘

導
板

別
途

Z
A
K
U
3
5

○
○

○
○

3
5

○
3
.
9
8

7
0
.
0

○
○

○
誘

導
板

別
途

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

横 浜 ゴ ム M B ジ ャ パ ン

Ｙ
Ｍ

タ
イ

プ

Ｙ
Ｈ

Ｔ
－

Ｎ
タ

イ
プ

ア オ イ 化 学 工 業

ラ
バ

ト
ッ

プ
ジ

ョ
イ

ン
ト

(
耐

グ
レ

ー
ダ

ー
用
)

ラ
バ

ト
ッ

プ
ジ

ョ
イ

ン
ト

Z
A
K
U

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

軽 量 型

普 通 型

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

本
体

付
属

ｱ
ﾝ
ｶ
ｰ

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作

会
社

名

伸
縮

装
置

【
 
用
 
 
途

 
 
関

 
 
係

 
】

【
　

構
　

　
　

造
　

　
　

関
　

　
　

係
　

】

摘
　

要

歩
車
道

区
　
分

積
雪
地

対
　
応

設
　
置

方
　
向

遊
間
部

形
　
状
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（
㎜

）
（

㎏
/ｍ

）
（

㎏
/
1.

8ｍ
）

ウ
ェ

イ
ビ

ー
フ

ッ
ク

ジ
ョ

イ
ン

ト
W･

V-
20
,
30

,5
0,

80
,1

00
,1

25
,
15

0,
17

5,
20

0
○

○
○

○
2
0～

2
00

○
6.

24
～

12
.4

8
51

.0
～

15
3.
0

○
○

○

ウ
ェ

イ
ビ

ー
フ

ッ
ク

リ
ブ

ジ
ョ

イ
ン

ト
W･

V･
R-
2
0,

30
,5

0,
80

,1
00

,1
2
5,

15
0,

17
5,

20
0

○
○

○
○

2
0～

2
00

○
6.

24
～

12
.4

8
65

.0
～

16
4.
0

○
○

○
誘

導
板

付
き

ウ
ェ

ル
タ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

W･
T-

20
,
30

,4
0,

50
,6

0,
70

,8
0
,9

0,
10

0
○

○
○

○
2
0～

1
00

○
6.

24
～

12
.4

8
76

.0
～

11
5.
0

○
○

○

ウ
ェ

ル
タ

ー
リ

ブ
ジ

ョ
イ

ン
ト

W･
T･

R-
2
0,

30
,4

0,
50

,6
0,

70
,
80

,,
90

,1
00

○
○

○
○

2
0～

1
00

○
6.

24
～

12
.4

8
83

.0
～

12
2.
0

○
○

○
誘

導
板

付
き

ウ
ェ

ル
タ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

Ｋ
型

W･
T･

K-
2
0,

25
,3

5,
50

○
○

○
○

○
20

～
50

○
6
.2

4
5
2.

0～
5
9.
0

○
○

○

ウ
ェ

ル
タ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

Ｇ
型

WT
-G

20
,
G3

0,
G5

0,
G7

0
○

○
○

○
○

20
～

70
○

6
.2

4
70

.0
～

16
1.
0

○
○

○
二

重
止

水
構

造
付

き

ウ
ェ

ル
タ

ー
リ

ブ
ジ

ョ
イ

ン
ト

Ｇ
型

WT
R-

G2
0
,G

30
,G

50
,G

70
○

○
○

○
20

～
70

○
6
.2

4
80

.0
～

17
1.
0

○
○

○
二

重
止

水
構

造
,
誘

導
板

付
き

ウ
ェ

ル
タ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

Ｇ
Ｎ

Ｓ
型

WT
-G

20
N
S,

G3
0N

S,
G5

0N
S,

G7
0
NS

○
○

○
20

～
70

○
6
.2

4
76

.0
～

17
2.
0

○
○

○
二

重
止

水
構

造
付

き

シ
ー

ア
ー

ル
テ

ィ
ー

ジ
ョ

イ
ン

ト
C･

R･
T-
2
0,

30
,3

5,
50

,6
0

○
○

○
○

○
20

～
60

○
6
.2

4
4
7.
0

○
○

○

N･
S-

20
,
30

,5
0

N･
S-

80
,
10

0,
12

5,
15

0,
○

○
○

20
～

50
○

6
.2

4
4
1.

0～
4
6.
0

○
○

○

N･
S-

80
,
10

0,
12

5,
15

0,
17

5,
2
00

,2
20

,2
30

○
○

○
8
0～

2
30

○
6
.2

4
5
1.

0～
8
3.
0

○
○

○

SS
-2

0
○

○
○

○
○

○
20

○
6
.2

4
2
8.
1

○
○

○
二

次
止

水
材

，
誘

導
板

別
途

NS
-2

0
○

○
○

○
○

20
○

6
.2

4
3
2.
8

○
○

○
　

　
〃

S-
30

,4
0
,5

0
○

○
○

○
○

30
～

50
○

1
5.

6
5
5.

1～
5
8.
3

○
○

○
　

　
〃

L-
60

,7
0
,8

0,
90

,1
00

○
○

○
○

○
6
0～

1
00

○
1
5.

6
7
9.

0～
8
3.
3

○
○

○
　

　
〃

LL
-1

25
,
15

0,
17

5
○

○
○

○
○

12
5～

1
75

○
1
5.

6
1
00

.3
～

13
1.
0

○
○

○
　

　
〃

PS
-2

0,
3
0,

40
,5

0,
60

,7
0,

80
,
90

,1
00

,
12

5,
15
0
,1

75
,2

00
,2

50
,3

00
,
35

0,
40

0
○

○
○

○
2
0～

4
00

○
6
.2

4
63

.0
～

13
5.
7

○
○

○
二

次
止

水
材

別
途

NP
S-

30
○

○
○

○
30

○
6
.2

4
2
3.
0

○
○

○

NR
C-

20
,
35

○
○

○
○

○
○

20
～

35
○

3.
1

3
3.

5～
4
0.
3

○
○

○
誘

導
板

別
途

HS
-2

0
○

○
○

20
○

6
.2

4
2
4.
7

○
○

○

積
雪

地
兼
用

,

誘
導

板
別
途

※
本

体
に

付
属

す
る

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト
が

，
分

離
可

能
な

「
ボ

ル
ト

後
締

め
」

の
場

合
は

，
本

体
質

量
に

含
ま

な
い

。

10
2.
6

○
○

○
○

○
80

○
1
1.

0
RS

○
○

○

ク リ エ ー ト 中 川

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

ジ
ョ

イ
ン

ト

ク リ テ ッ ク 工 業

ハ
イ

ブ
リ

ッ
ト

ジ
ョ

イ
ン

ト

川
金

ｺ
ｱﾃ

ｯｸ
マ

ゲ
バ

ジ
ョ

イ
ン

ト

道 路 縦 断 方 向

道 路 横 断 方 向

直 線 型

歯 型

軽 量 型

普 通 型

分
類

形
式

本 体 価 格 に 含 む

名
称

型
番

車 道 用

歩 道 用

専 用 型

仕 様 有 り

伸 縮 量

非 排 水 構 造

補 強 鉄 筋 重 量

※ 本 体 重 量

本
体

付
属

ｱﾝ
ｶｰ

ボ ル ト 後 締 め

本 体 溶 接 済 み

＜
参

考
資

料
＞

　
◆

市
場

単
価

適
用

可
能

　
橋

梁
用

伸
縮

継
手

装
置

一
覧

表

製
　

作
会

社
名

伸
縮
装

置

【
 用

 
 途

  
関

  
係

 】
【

　
構

　
　

　
造

　
　

　
関

　
　

　
係
　

】

摘
　

要

歩
車

道
区

　
分

積
雪
地

対
　
応

設
　

置
方

　
向

遊
間

部
形

　
状

（
㎜

）
（

㎏
/
ｍ

）
（

㎏
/
1
.
8
ｍ

）

ウ
ェ

イ
ビ

ー
フ

ッ
ク

ジ
ョ

イ
ン

ト
W
･
V
-
2
0
,
3
0
,
5
0
,
8
0
,
1
0
0
,
1
2
5
,
1
5
0
,
1
7
5
,
2
0
0

○
○

○
○

2
0
～

2
0
0

○
8
.
0
～

1
2
.
5

5
1
.
0
～

1
5
3
.
0

○
○

○

ウ
ェ

イ
ビ

ー
フ

ッ
ク

リ
ブ

ジ
ョ

イ
ン

ト
W
･
V
･
R
-
2
0
,
3
0
,
5
0
,
8
0
,
1
0
0
,
1
2
5
,
1
5
0
,
1
7
5
,
2
0
0

○
○

○
○

2
0
～

2
0
0

○
8
.
0
～

1
2
.
5

6
5
.
0
～

1
6
4
.
0

○
○

○
誘

導
板

付
き

ウ
ェ

ル
タ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

W
･
T
-
2
0
,
3
0
,
4
0
,
5
0
,
6
0
,
7
0
,
8
0
,
9
0
,
1
0
0

○
○

○
○

2
0
～

1
0
0

○
8
.
0

7
6
.
0
～

1
1
5
.
0

○
○

○

ウ
ェ

ル
タ

ー

リ
ブ

ジ
ョ

イ
ン

ト
W
･
T
･
R
-
2
0
,
3
0
,
4
0
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1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 特別調査等，別途考慮するもの。 

1) 特殊合材（弾性合材）を用いない鋼製金物による荷重支持型の橋梁用埋設型伸縮継手装置（埋設型ジョイ

ント）。 

2) 旧伸縮装置が，鋼製フィンガージョイント及び鋼製スライドジョイントの場合 

3) ヘキサロック工法の場合。 

4) 打設コンクリートに樹脂コンクリート，あるいは樹脂モルタルを使用する場合。 

5) 仮復旧を伴う作業。 

6) 離島および山間僻地等で、明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

7) 補修において，はつり工にウォータージェットを用いる場合。 

8) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 

1－2 市場単価が適用できない範囲 

(1) 特別調査等，別途考慮するもの。 

1) 特殊合材（弾性合材）を用いない鋼製金物による荷重支持型の橋梁用埋設型伸縮継手装置（埋設型ジョイ

ント）。 

2) 旧伸縮装置が，鋼製フィンガージョイント及び鋼製スライドジョイントの場合 

3) ヘキサロック工法の場合。 

4) 打設コンクリートに樹脂コンクリート，あるいは樹脂モルタルを使用する場合。 

5) 補修において,はつり部に補強鉄筋のある樹脂コンクリート,あるいは繊維補強コンクリートの場合。 

6) 仮復旧を伴う作業。 

7) 離島および山間僻地等で、明らかに単価が異なると判断される地域の場合。 

8) 補修において，はつり工にウォータージェットを用いる場合。 

9) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合。 
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Ⅵ－1－⑨－8

1－2 市場単価を適用できない範囲 
(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの 

1) 内部照明式の標識板の設置及び撤去工事 
2) 外部照明式の標識板と照明設備の設置及び撤去工事 
3) 道路標識における基礎工事のうち基礎杭の設置及び撤去工事 

(2) 特別調査等別途考慮するもの 
1) 道路管理者以外が行う標識工事 
2) 着雪防止板の設置及び撤去 
3) 標識柱・基礎設置（路側式）で，白色，景観色（標準 3 色）以外の塗装色製品を購入し設置する場合 
4) 道路標識における基礎工事のうち岩掘削を必要とする工事 
5) 標識柱の基礎がコンクリート以外（鋼管基礎など）の場合 
6) 道路照明柱を設置，撤去する場合 
7) 標識板設置において，嵌合構造で固定する標識板の場合 
8) 標識板設置において，部分補修（リベット止め，シール貼りなど）の場合 
9) 離島及び山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合 
10) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合 

1－2 市場単価を適用できない範囲 
(1) 土木工事標準積算基準書等により別途積算するもの 
1) 内部照明式の標識板の設置及び撤去工事 
2) 外部照明式の標識板と照明設備の設置及び撤去工事 
3) 道路標識における基礎工事のうち基礎杭の設置及び撤去工事 

(2) 特別調査等別途考慮するもの 
1) 道路管理者以外が行う標識工事 
2) 着雪防止板の設置及び撤去 
3) 標識柱・基礎設置（路側式）で，白色，景観色（標準 3 色）以外の塗装色製品を購入し設置する場合 
4) 道路標識における基礎工事のうち岩掘削を必要とする工事 
5) 標識柱の基礎がコンクリート以外（鋼管基礎など）の場合 
6) 道路照明柱を設置，撤去する場合 
7) 標識板設置において，嵌合構造で固定する標識板の場合 
8) 標識板設置において，部分補修（アルミ平板による重ね貼り，シール貼りなど）の場合 
9) 離島及び山間僻地等で，明らかに単価が異なると判断される地域の場合 
10) その他，規格・仕様等が適合せず，市場単価が適用できない場合 

3．適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(1) 材料を含まない設置手間（機・労）の算出は，次式による。（境界杭・境界鋲は除く） 

設置手間＝｛設置単価（標準の市場単価）×加算率×補正係数｝－材料費 

(2) 視線誘導標の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。 

1) 反射体材質 ：ポリカーボネートおよび同等品。 

2) 支柱材質  ：鋼管，樹脂および同等品。ただし，アルミは除く。 

(3) 根巻き基礎一体型の境界杭を用いる場合には，「根巻き基礎無し」の価格を用いる。 

(4) 道路鋲の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。 

1) 設 置 幅  ：本体の寸法ではなく，道路上に設置したときの幅である。 

(5) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を

判定する。 

3．適用にあたっての留意事項 

市場単価の適用にあたっては，以下の点に留意すること。 

(1) 材料を含まない設置手間（機・労）の算出は，次式による。（境界杭・境界鋲は除く） 

設置手間＝｛設置単価（標準の市場単価）×加算率×補正係数｝－材料費 

(2) 視線誘導標の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。 

1) 反射体材質 ：ポリカーボネートおよび同等品。 

2) 支柱材質  ：鋼管，樹脂および同等品。ただし，アルミは除く。 

(3)  境界杭の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。 

1) 根巻き基礎一体型の境界杭を用いる場合には，「根巻き基礎無し」の価格を用いる。 

2) 根巻き基礎ありは現場打ちを対象とし、根巻き基礎の材料費を含む。プレキャストコンクリートブロックを

用いる場合には、「根巻き基礎無し」の価格を用いる。また、プレキャストコンクリートブロックの材料費を

別途計上する。 

(4) 道路鋲の規格・仕様の留意点は，以下のとおりである。 

1) 設 置 幅  ：本体の寸法ではなく，道路上に設置したときの幅である。 

(5) 随意契約による調整を行う追加工事の取扱いは，現工事の施工規模を考慮せず，単独工事として数量を

判定する。 


